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 国際協力機構 年次報告書



国際協力機構（JICA）は、

日本の政府開発援助（ODA）の中核を担う独立行政法人です。

世界有数の包括的な開発援助機関として、

世界のさまざまな地域で開発途上国に対する協力を行っています。
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ミッション

JICAは、開発協力大綱の下、人間の安全保障※と質の高い成長を実現します。

ビジョン

信頼で世界をつなぐ
Leading the world with trust

JICAは、人々が明るい未来を信じ多様な可能性を追求できる、自由で平和かつ豊かな世界を希求し、

パートナーと手を携えて、信頼で世界をつなぎます。

アクション
1

使命感
誇りと情熱をもって、使命を達成します。

2

現場
現場に飛び込み、人びとと共に働きます。

3

大局観
幅広い長期的な視野から戦略的に構想し行動します。

4

共創
様々な知と資源を結集します。

5

革新
革新的に考え、前例のないインパクトをもたらします。

※　人間一人ひとりに着目し、生存・生活・尊厳に対する広範かつ深刻な脅威から人々を守り、それぞれの持つ豊かな可能性を実現するために、
保護と能力強化を通じて持続可能な個人の自立と社会づくりを促す考え方のこと。
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Message

国際社会と協調して危機を乗り越え

「人間の安全保障」の実現に取り組む

とを目指しました。私自身も世界13カ国を

訪問し、相手国や国際機関などのリーダーら

と議論し、パートナーとして、共にSDGsの

達成に向けて協力することを確認しました。

　2023年度は、2030年のSDGs達成に一歩で

も近づくために、さらに取り組みを強化しま

す。新しい開発協力大綱の下、すべての人々

が恐怖と欠乏から免れ、尊厳を全うすること

ができる「人間の安全保障」をJICA事業に通

底する理念として協力を進めます。同時に、

自然環境を損なうことなく格差の少ない持続

的な成長を目指す「質の高い成長」を後押しし

ます。

　具体的には、法の支配、自由、民主主義、

基本的人権の尊重などの普遍的価値に基づく

国際秩序の維持に取り組みます。なかでも、

ウクライナとその周辺国への支援を積極的に

行うとともに、日本政府の外交政策である「自

由で開かれたインド太平洋（FOIP）」のさらな

る推進に向けた協力に力を入れます。

　また、複合的な危機の影響を受けやすい脆

弱な国や人々への支援や、気候変動、保健医

療、防災など、地球規模の課題への取り組み

を強化します。トルコをはじめとする自然災

害に見舞われた地域の復旧・復興支援には、

災害大国である日本の知見が役に立つと考え

ています。

　いま、私たちは歴史の転換期にいます。世

界の地政学的競争の激化などにより、冷戦後

の国際社会の安定と繁栄を支えてきた法の支

配に基づく国際秩序が挑戦にさらされていま

す。また、気候変動は過去と比べて、より具

体的な問題として切実感を伴って認識される

ようになりました。さらに、世界中で感染症、

食料・エネルギー価格の高騰、債務問題など

の危機が複合的に発生しています。このよう

な複合的な危機は、全人類への脅威であるだ

けでなく、開発途上国の脆弱な人々により深

刻な影響を与えています。その結果、2030

年を期限とする持続可能な開発目標（SDGs）

の達成が危ぶまれています。

　世界が危機のなかにあるということは、日

本人の生活も脅かされているということです。

しかし、複雑に絡み合った課題を一国だけで

解決することはできません。世界全体が協調

して取り組む必要があります。とりわけ

2023年は、G7議長国として日本には、こう

した議論を力強く牽引することが求められて

います。国際社会が協調して課題に取り組ま

なければならない局面において、日本の開発

協力の実施を担うJICAの役割はかつてないほ

ど重要になっています。

　このような認識の下、2022年度は一刻も

早くJICAの活動をコロナ禍前の水準に戻すこ
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2023年8月

独立行政法人国際協力機構

理事長

田中明彦

　こうした課題を解決するため、2021年に

策定した「JICAグローバル・アジェンダ（課題

別事業戦略）」を踏まえて事業を戦略的に進め、

国際社会の平和と安定、そして繁栄の確保に

貢献します。

　一方、国内に目を転じると、少子高齢化が

進み、国内の活力を維持するためにも外国人

材の受入れが必要とされています。JICAは、

これまでの協力を通じて培った開発途上国の

人々とのネットワークや人材を活用し、選ば

れる日本、共生社会の実現に貢献します。

　JICA自身の改革も必要です。JICAは開発途

上国のSDGs達成を支援する組織です。その

名に恥じぬよう自らの組織運営も見直し、取

り組みが不十分なところは迅速に改善するな

ど、サステナビリティ経営を推進します。こ

れに向け、2023年4月には「サステナビリティ

推進室」を設置し、組織内の体制を整備しま

した。

　JICAは「信頼で世界をつなぐ」を組織のビ

ジョンとして掲げています。さまざまなパー

トナーとの連携・共創を図り、コロナ禍のな

かで弱まった人と人とのつながり、国と国と

のつながりを回復・強化するとともに、新た

なつながりも発見・創造することで、開発途

上国との信頼を構築し、より良い世界の実現

に貢献していきたいと思います。
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JICA at a Glance

協力対象

139カ国・地域
2022年度

海外拠点

96カ所
2023年7月1日現在

国内拠点

15カ所
2023年7月1日現在

東・中央アジアおよびコーカサス
協力実施国

9カ国
事業規模

446億円

南アジア
協力実施国

8カ国
事業規模

9,873億円
中東・欧州
協力実施国・地域

22カ国・地域
事業規模

3,867億円

中南米・カリブ
協力実施国

30カ国
事業規模

1,785億円

アフリカ
協力実施国

48カ国
事業規模

1,825億円

東南アジア・大洋州
協力実施国

22カ国
事業規模

8,964億円

（注1）	JICAの事業規模とは、2022年度における技術協力（研修員＋専門家＋調査団＋機材供与＋青年海外協力隊／海外協力隊＋その他海外協力隊＋その他経費）、有償資金協力（承諾額）、無償資金
協力（新規G/A締結額）の総額。

（注2）複数国・地域にまたがるもの、および国際機関に対する協力実績を除く。

組織概要

地域別事業規模

職員数

1,968人
2023年7月1日現在

事業実績（2022年度）
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※　	外交政策の遂行上の必要から外務省が
実施するものを除く。

独立行政法人国際協力機構
JICA

独立行政法人国際協力機構
JICA

外務省

国際協力事業団
JICA

海外経済協力基金
OECF

国際協力銀行

JBIC

1974年8月

1961年3月 1999年10月

2003年10月 2008年10月

海外経済協力業務

国際金融等業務

無償資金協力業務※

※１　有償資金協力勘定予算による技術支援などを含み、管理費を除く技術協力経費実績。
※２　円借款、海外投融資（貸付・出資）の承諾額。
※３　贈与契約（G/A）が締結された案件の供与限度額。

技術協力※１

1,752億円
有償資金協力※2

24,506億円
無償資金協力※3

1,192億円

スキーム別事業規模

組織の沿革

人と人とのつながりの構築

受入れ
研修員・留学生
（累計約70万人）

13,090人
2022年度（新規・継続）

派遣
専門家・JICA海外協力隊

（累計約26万人）

9,438人
2022年度（新規・継続）
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ODAとJICA

世界のなかの日本の役割
　日本も第二次世界大戦後の復興期には国際社会
からの支援を受け、戦後の荒廃から経済成長を成
し遂げました。黒部ダムや東海道新幹線など、日
本の経済発展に必要不可欠だった経済インフラは、

複合的な危機に直面する世界
　世界には開発途上国と呼ばれ、貧困や紛争と
いった問題を抱える国が多くあります。それらの
国では、脆弱な保健医療体制による感染症の流行
や環境汚染、教育や雇用機会の不足や格差が社会
不安を招き、結果として、紛争につながる場合も
あります。
　こうした問題は、感染症のまん延や世界規模で
の環境破壊、紛争の深刻化に発展する可能性もあ
り、開発途上国だけの課題ではありません。今日
においては、自国の利益だけを追求するのではな
く、これらの世界共通の課題に取り組むことが求
められています。

相互依存の世界
　日本は生活や産業に欠かせないエネルギーの
8〜9割を、海外からの輸入に頼っています。また、
食料自給率も40%を切り、穀物をはじめ、水産物、
果実など多くを輸入に頼っています。
　グローバル化した世界において、日本が資源や
食料の多くを世界各国に依存しているように、も
はや日本を含むどの国も、一国だけでは自らの平
和と繁栄を確保できなくなっています。

JICAを知る─事業と戦略

日本が国際協力に取り組む意義

 関連情報　JICAウェブサイト ＞ SDGs（持続可能な開発目標）

国際社会が取り組む「持続可能な開発目標（SDGs）」

　2015年9月に国連で採択されたSDGsは、「誰一人取り残
さない」を基本理念とし、2030年までに貧困を撲滅し持続
可能な社会を実現することを目指す国際目標です。社会、
経済、環境の3つを包括した17の目標と、それらを達成す
るための169のターゲットを設けています。先進国・開発
途上国も含め、さまざまな立場の人々が協力して取り組む
ことが求められています。
　JICAは、開発途上国の人々を中心に据えた協力を行う「人
間の安全保障」の促進と、包摂的・持続可能で強靭性を備
えた「質の高い成長」をミッションとして掲げています。

2021年度にはSDGsのProsperity（豊かさ）、People（人々）、
Peace（平和）、Planet（地球）の切り口から、20の事業戦
略「JICAグローバル・アジェンダ」を設定しました。日本の
これまでの発展や国際協力の経験を生かし、相手国の政府・
人々はもちろん、国内外のさまざまなパートナーと協働し
て、JICAは開発途上国のSDGs達成に貢献します。

92％
ASEAN諸国において、

日本は「信頼できる」と評価した人の割合
（2021年度／外務省「令和3年度対日世論調査」）

10億人
脆弱・紛争影響地域に住む人々の数

（2021年／世界銀行推計）
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通じた日本の国際協力は、国際社会の日本に対す
る深い信頼や大きな期待につながっています。こ
のような信頼と期待に積極的に応えるためにも、
JICAは、日本と開発途上国を結ぶ懸け橋として、
日本の戦後復興の知恵と経験も生かしながら、開
発途上国の自立と発展に協力していきます。

用し、96カ所に上る海外拠点※2を窓口として、世
界の約140の国・地域で事業を展開しています。
　また、JICAは、開発途上国と日本国内の地域の
結節点として、日本の各地域に15カ所の国内拠
点※3を設置しています。地域の特性を生かした国
際協力を推進するとともに、国際協力を通じた地
域の発展にも貢献しています。

世界銀行からの支援で建設されたものです。また、
2011年の東日本大震災に際しては、約260の国・
地域、国際機関などから、支援物資や支援金・義
援金などが届けられました。
　1954年、日本は国際社会への貢献の手段とし
て政府開発援助（ODA:	Official	Development	
Assistance）を開始しました。それ以来、ODAを

　開発途上国の社会・経済の開発を支援するため、
政府をはじめ、国際機関、NGO、民間企業など
さまざまな組織や団体が経済協力を行っています。
これらの経済協力のうち、政府が開発途上国に行
う資金や技術の協力をODAといいます。
　ODAはその形態から、二国間援助と多国間援
助（国際機関への出資・拠出）に分けられます。
　JICAは、日本の二国間援助の中核を担う、世界
有数の開発援助実施機関です。開発途上国が抱え
る課題の解決に貢献するため、二国間援助の3つ
の手法、「技術協力」「有償資金協力」「無償資金協
力」※1を中心としたさまざまな協力メニューを活

JICAを知る─事業と戦略

日本のODAの中核を担うJICA

ODA
（政府開発援助）

二国間援助

多国間援助
（国際機関への出資・拠出）

JICA

技術協力

有償資金協力

無償資金協力※1

その他

※１　外交政策の遂行上の必要から外務省が実施するものを除く。
※2、3　2023年7月1日現在。
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日本の技術・知識・経験を生かし、開発途上国の社会・経済開発の
担い手となる人材の育成や制度づくりに協力します。専門家の派遣
や日本での研修などを行い、開発途上国自らの問題解決能力の向上
を支援します。

円借款は、緩やかな融資条件（長期返済・低金利）で開発途上国が発
展への取り組みを実施するための資金の貸し付けを行うもので、多
額の資金を要するインフラ整備などに充てられています。また、海
外投融資は、開発途上国において行われる民間事業を資金面で支え
るものです。

所得水準が低い開発途上国を対象に、返済義務を課さずに資金を供
与し、学校・病院・上水道・道路など、社会・経済開発のために必
要な施設の整備や資機材の調達を支援します。

青年海外協力隊などのJICAボランティア派遣事業をはじめ、NGO、
地方自治体、大学などの国際協力活動を支援し、さまざまな形で連
携しています。また、学校教育の現場を中心に、開発途上国が抱え
る課題への理解を深める開発教育を支援しています。

海外で大規模な災害が発生した場合、被災国政府や国際機関の要請
に応じて、日本政府の決定の下、国際緊急援助隊を派遣します。被
災者の救助、ケガや病気の診察、救援物資の供与、災害からの復旧
活動を行います。

日本の民間企業による優れた技術・製品の導入や、事業への参入を
海外投融資や中小企業・SDGsビジネス支援事業などにより側面支
援することで、開発途上国が抱える社会・経済上の課題解決に貢献
します。

世界の平和と開発のため、さまざまなパートナーと共に、現場重視の
視点を持って質の高い研究を行い、政策インパクトのある発信を行
います。また、その成果をJICAの事業に還元し、人間の安全保障の
実現に貢献します。

JICA

※　外交政策の遂行上の必要から外務省が実施するものを除く。

JICAには、技術協力、有償資金協力、無償資金協力※をはじめとするさまざまな協力メニューがあります。
日本政府が策定する開発協力政策の下、相手国政府との対話と要請を踏まえ、

これらを有機的に活用することで、効果的・効率的で相手国に寄り添った協力を実施しています。

技術協力
人を通じた協力

有償資金協力
途上国の国づくりに必要な資金を
長期返済・低金利で貸し付け

無償資金協力※

基礎インフラの整備と機材の供与

市民参加協力
国際協力のすそ野を広げる

国際緊急援助
自然災害などへの対応

研究活動
平和と開発のための
実践的知識の共創

民間連携
民間企業のビジネスを通じた
社会・経済開発

JICAの協力メニュー、協力の流れ

JICAを知る─事業と戦略
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JICA

フィードバック

※1　海外投融資および有償資金協力勘定予算による技術支援については、開発途上国からの支援要請や、日本政府の閣議決定・採択、国際約束の締結を前提としません。
※2　	JICAでは、技術協力、有償資金協力、無償資金協力それぞれのプロジェクトのPDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクルを活用した事業評価を行うことにより、事業の

さらなる改善と国民へのアカウンタビリティを十分に果たす仕組みを導入しています。

技術協力
案件実施・監理

有償資金協力※1

案件実施・監理
無償資金協力
案件実施・監理

日本政府
閣議決定・採択を経て、
国際約束を締結

途上国からの
支援要請

日本政府
外交・開発協力政策

評価※2

審査・検討

案件形成

地域・国・課題別の
開発協力方針

JICAを知る─事業と戦略

 協力の流れ
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JICAを知る─事業と戦略

JICAのサステナビリティ経営

サステナビリティ推進体制
　2022年11月に、理事長を委員長とした「サステ
ナビリティ委員会」を設置し、サステナビリティ
経営に関連する事項を報告・審議する体制を構築
しました。あわせて、サステナビリティ関連の議
論を一元的にフォローし、さらに一層全組織的な
取り組みを強化するために、同月に「サステナビ
リティ推進タスクフォース」を、2023年4月には
総務部に「サステナビリティ推進室」を設置し、推
進を加速化させてきました。今後も、サステナビ
リティ推進体制のさらなる強化を進めていきます。

2022年度の主な取り組み
◦	サステナビリティ・レポート発行（2022年11月）
◦	サステナビリティ委員会２回実施（2023年1月、
3月）
◦	JICA役員による「サステナビリティ・リレーメッ
セージ」の発信（2023年3月以降、内部啓発）
◦	国内拠点対象「サステナビリティ・ワークショッ
プ」の開催（2023年3月、内部啓発）

　2023年度は国際基準を踏まえた情報の記載や
バックキャスティングの考え方（現在からの積み
上げではなく、未来のあるべき姿を定めたうえで、
実現に必要な道筋を逆算して考えるアプローチ）
に基づいた目標設定などを含め、さらにサステナ
ビリティ・レポートの内容の充実化を図ります。

組織と事業の両面で
サステナビリティをさらに推進
　国際的に、気候変動、自然や資源の保全、人権
の保護などサステナビリティに関連する課題や
SDGsへの関心が一層高まり、取り組みも強化さ
れてきています。
　JICAも、これらの地球規模課題の解決や、開発
途上国のSDGsの達成を支援するODA事業の実施
機関として、組織自らも経済、社会、環境の観点
から長期的な目線で世界を持続可能にしていく取
り組みを強化しています。例えば、電力・エネル
ギー使用の削減や再生可能エネルギーの利用促進、
環境に配慮した物品などの調達、健全な労働環境
の確保などが挙げられます。
　一方、JICAが実施する事業においては、従来、
開発と環境、SDGsの各ゴール間のトレードオフ
（何かを得ると何かを失うという両立しえない関
係）といったとても難しい課題が存在します。例
として、インフラを開発する際の自然の損失や、
稲作振興に伴う水田由来温室効果ガスの排出量の
増加などがあります。複合的な危機下では、この
ようなトレードオフの存在を念頭に置きつつ、バ
ランスを考慮した最適な協力を提示・実施してい
く必要性が一段と高まっています。
　このような認識の下、JICAは、経済、社会、環境を
調和させる取り組みを一層重視し、開発途上国政
府をはじめとする多様なパートナーと共にサステ
ナブルな事業インパクトの拡大を目指しています。

 関連情報　JICAウェブサイト ＞ サステナビリティ・レポート

 サステナビリティ推進の3本柱（2023～2024年度）

健全な組織を創る
組織のSDGs達成を

推進する

信頼される組織を創る
組織としての
責任を果たす

新しい価値を創る
事業の

インパクト・価値を高める

1 2 3
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JICAが定め、主務大臣に届出

JICAが作成し、主務大臣が認可

主務大臣※が定め、JICAに指示

日本の開発協力政策の基本方針

※　外務大臣、財務大臣および農林水産大臣。

年 度 計 画（ 1 年 間 ）

中 期 計 画（ 5 年 間 ）

中 期 目 標（ 5 年 間 ）

開 発 協 力 大 綱

 第5期中期計画の枠組み

開発協力を取り巻く国際的な枠組み

重点領域

具体的な取り組み

開発協力を通じた開発課題および地球規模課題の解決、わが国の国益への貢献

持続可能な開発目標（SDGs）
パリ協定（気候変動）

●	「自由で開かれたインド太平洋」の実現、国際社会でのリーダーシップ
の発揮
●	国の発展を担う知日派・親日派リーダーの育成
●	気候変動・環境への取り組みの強化
●	わが国社会経済の活性化および内なる国際化への貢献

重点課題への取り組み
●	開発途上地域の経済成長の基礎および原動力の確保
●	開発途上地域の人々の基礎的生活を支える人間中心の開発の推進
●	普遍的価値の共有、平和で安全な社会の実現
●	地球規模課題への取り組みを通じた持続可能で強じんな国際社会の構築

多様な担い手と開発途上地域の結びつきの強化
および外国人材受入・多文化共生への貢献

JICA開発大学院連携・JICAチェアを通じた
知日派・親日派リーダーの育成

民間企業などとの連携を通じた開発課題の解決への貢献

安全対策・工事安全

国の重要方針と政策

重視するアプローチ

開発協力大綱
関連政策、各種政府公約

●	信頼関係の構築に向けた、オーナーシップとパートナーシップを重視
した協力の推進
●	「JICAグローバル・アジェンダ（課題別事業戦略）」の促進による開発パー
トナーとの広範な連携や共創を通じた開発効果の増大
●	ジェンダー平等の推進・多様性の尊重
●	DXの推進

地域の重点取り組み

事業実施基盤の強化

その他重要事項
●組織体制・基盤の強化、DXの推進を通じた業務改善・効率化
●業務運営の効率化、適正化
●組織力強化に向けた人事　ほか

わが国の平和と安全および繁栄、
安定性、透明性および

予見可能性が高い国際環境、
普遍的価値に基づく国際秩序の実現

国際社会におけるわが国への信頼感の向上、
開発途上地域とわが国との関係強化

および国際社会の秩序や規範形成に向けた
わが国の積極的な参画への貢献

開発途上地域との
関係強化の支援を通じた

わが国経済、社会の活性化への
貢献

JICAを知る─事業と戦略

第5期中期計画（2022～2026年度）

4つの領域に関する取り組みを強化することとし
ています。
　また、中期計画ではこのほか、6つの地域の重
点取り組み、多様な主体との連携、事業実施基盤
の強化、業務運営の効率化・適正化、安全対策や
内部統制などの計画について示しています。

　JICAは法律に則り、主務大臣※が5年ごとに指
示する中期目標に基づき中期計画を作成し、主務
大臣の認可を受けています。また、同計画に基づ
き、年度計画を策定し業務運営を行っています。
　第5期中期計画では、第4期中期計画（2017〜
2021年度）に引き続き、「重点領域」と「重視する
アプローチ」を定めています。
　このうち「重点領域」では、SDGsと方向性を共
有する開発協力大綱の3つの重点課題（①「質の高
い成長」とそれを通じた貧困撲滅、②普遍的価値
の共有、平和で安全な社会の実現、③地球規模課
題への取り組みを通じた持続可能で強じんな国際
社会の構築）に取り組むとともに、下図に示した

 関連情報　JICAウェブサイト ＞ 中期目標・中期計画・年度計画
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2023年度の事業展開の方向性

JICA の

世界は今、国際秩序の根幹が揺らぐなかで、気候変

動や感染症などの地球規模課題、インフレ、債務危

機といった課題が重なり合った複合的な危機に直面

しています。JICAは、新しい開発協力大綱の下、人

間の安全保障と質の高い成長をミッションとして、

開発途上国の創造的復興とSDGs達成に力強く取り組

みます。その際、多様なパートナーとの共創を推進

し、デジタル技術や革新的手法も活用して、開発効

果の最大化を追求します。

1
普遍的価値に基づく

国際秩序維持への貢献

　国際秩序の根幹を揺るがすような政変

や紛争が発生している今日において、自

由・民主主義・法の支配・海洋の自由と

いった普遍的価値を守ることが一層重要

になっています。

　JICAは、各国の歴史や文化、発展状況

などを踏まえて柔軟に定義された普遍的

価値に基づき、日本政府が掲げる「自由

で開かれたインド太平洋（FOIP）」の実現

に向けて取り組み、インド太平洋地域全

体、ひいては日本と世界の平和と繁栄に

貢献します。その際、開発途上国の主体

性を重んじ、関係者間の信頼を醸成しな

がら、日本の強みを生かした開発協力を

推進します。

　ウクライナに対しては、日本の戦後復

興・災害後復興やこれまでの開発途上国

への復興支援の経験を踏まえて、地雷・

不発弾対策や、エネルギーなどの基礎イ

ンフラ整備を含む生活再建など、戦争後

を見据えた復旧・復興支援を推進します。

また、難民・避難民への支援、周辺国へ

の支援にも取り組みます。

 In Focus P.16 ウクライナ支援

JICAを知る─事業と戦略

3つの挑戦
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2 3
世界が直面する

複合的な危機への貢献

多様なパートナーとの

共創・革新

　世界が直面する複合的な危機に対して、

JICAは人間の安全保障の考え方に基づい

た協力を実践します。

　JICAは、開発途上国の開発と気候変動

対策の両立を支援します。開発途上国の

立場に寄り添いながら、各国の実情に合

わせてエネルギー転換や公共交通整備と

いった緩和策への協力や、防災・水・農業

分野などにおける適応策への協力を展開

します。また、民間資金の動員や新しい

技術の活用を積極的に促進していきます。

　感染症の脅威に対しては、「JICA世界

保健医療イニシアティブ」を推進し、す

べての人々が、いつでも必要な保健医療

サービスを経済的に困難なく受けられる

「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ

（UHC）」の達成を目指します。

　食料危機に対しては、特に状況が深刻

なアフリカ地域において、「JICAアフリ

カ食料安全保障イニシアティブ」を展開

し、開発途上国の食料安全保障の確保に

貢献します。

　コロナ禍後の開発途上国において、協

力のニーズは変化を続けています。JICA

は、データ活用やデジタル技術導入によっ

て、あらゆる事業でDXを推進し、「デジ

タルで最先端を行くJICA」を目指します。

また、開発途上国と日本の研究者との協

働を促進し、開発課題の解決に資する科

学技術をJICAの事業に活用していきます。

　さらに、「JICAグローバル・アジェンダ」

の推進、資金動員を含む多様なパート

ナーとの連携拡大や、海外投融資や民間

投資の促進を通じて、事業の効率化や開

発インパクトの最大化を図ります。

　また、人材育成事業の経験や、JICA海

外協力隊経験者といった人的資源など、

JICAが長年かけて培った国内外のネット

ワークを最大限活用し、日本国内の多文

化共生や地域経済活性化のための取り組

みを強化します。

　これらを通じて、JICAは多様なパート

ナーと共創し、開発途上国の健全な発展

と、豊かで持続的な日本社会の実現に貢

献します。

 In Focus P.17 気候変動対策
P.18 食料安全保障  In Focus P.19 科学技術協力

JICAを知る─事業と戦略
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JICAを知る─事業と戦略

1ウクライナ支援
In Focus

　ウクライナでは、地雷や爆発物が安全・安心な暮らしへの脅威、そして復旧・復
興への障害となっています。このような困難に直面しているウクライナに対し、
JICAは日本製地雷探知機「ALIS」を供与するとともに、日本が長年にわたり協力して
きたカンボジア地雷対策センター（CMAC）と連携し、ALISの操作研修をカンボジ
アで実施しました。また、除去済み爆発物の運搬に必要なクレーン付きトラックの
供与に加え、地雷除去機などを含む無償資金協力案件を形成しました。
　JICAは今後もウクライナに寄り添いつつ、日本の技術・知見や、これまでの開発
協力の経験を生かした協力を実施していきます。

日本の地雷除去技術を安心な暮らしと復興に

PHOTO　カンボジア地雷対策センター（CMAC）で行われた、ウクライナ非常事態庁（SESU）の地雷除去専門職員に
対するALISの操作研修の様子。CMAC技術者が実演指導の講師を務めた。ALISは金属探知機と地中レーダーを組
み合わせた地雷探知機。地中の反応物が爆発物であるかを掘り出すことなく端末モニターで識別でき、従来の金
属探知機と比べて格段に早く効率的に地雷を探知可能だ。ウクライナの地雷・爆破物対策への貢献が期待される
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2 　JICAは開発途上国のパートナーとして、ネット・ゼロ※社会への移行と気候変動
に強靭な社会の構築を後押しし、パリ協定などの目標達成に向け貢献しています。
各国の温室効果ガス（GHG）削減計画などを示す「自国が決定する貢献（NDC）」や長
期低排出発展戦略などを踏まえ、気候変動対策の計画の策定や更新、モニタリング
に必要な能力強化を通じ、パリ協定の実施を促進しています。
　また、各開発課題の解決（開発便益）と同時に、気候変動対策（気候便益）にも資す
るコベネフィット（共便益）・アプローチを積極的に進めます。特に、エネルギー、
運輸交通、都市開発、自然環境保全、農業などの分野において、気候変動対策の質・
量の両面の拡充を図ります。

開発課題解決と気候変動対策の両立に向けて

PHOTO　電力需要の拡大と気候変動対策の両立を図るため、JICAは各国で再生可能エネルギーの導入促進に協力
している。2022年12月には、ベトナム南部ニントゥアン省で民間企業が事業主体となって実施する陸上風力発電
事業に対して、最大2,500万ドルを供与するプロジェクトファイナンスによる融資契約（海外投融資）に調印した

気候変動対策
In Focus

JICAを知る─事業と戦略

※　大気中に排出される温室効果ガスと大気中から除去される温室効果ガスが同量でバランスが取れている状況。
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2 　2050年には世界の食料需要量は、2010年比で1.7倍に増加し※、8億人以上の人々
が十分な食料を得られなくなるといわれています。そのため、将来にわたってすべ
ての人が良質な食料を合理的な価格で入手できるようにする、食料安全保障の取り
組みの強化が必要となっています。特に経済力が小さい開発途上国にとって、食料
の輸入は容易ではなく、国内で一定の食料を生産・供給する体制の整備が重要です。
また、世界の貧困層の約6割に当たる5億人が農業に従事しているといわれており、
農業で生計を立てる、ビジネスとしての農業の推進が重要視されています。
　JICAは、農村部の貧困削減の実現と食料安全保障の確保に向け、多様な協力パー
トナーと連携しながら、包摂的なフード・バリューチェーンの構築、稲作振興、小
規模農家のための市場志向型農業、水産資源の管理・活用、畜産振興・家畜衛生強
化、栄養改善などに取り組みます。

パートナーと協働し、食と農業を通じた「人間の安全保障」を実現

PHOTO　2022年11月、JICAは「JICAアフリカ食料安全保障イニシアティブ」を立ち上げ、食料危機が拡大するア
フリカの食料安全保障の強化に向けた協力を展開している。写真は、ウガンダのJICAプロジェクトで、農家自身
が準備した苗床で種まきの実践研修を受ける様子	［写真：PRiDe	Project	Phase	2］

食料安全保障

In Focus

JICAを知る─事業と戦略

※　農林水産省「2050年における世界の食料需給見通し」（2019年9月）。
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3

JICAを知る─事業と戦略

　近年、環境・エネルギー問題、食料危機、感染症などの地球規模課題が複雑に絡
み合い、深刻化しています。このような課題の解決には、既存の技術だけでなく、
新たな技術・知見を獲得し、速やかに社会で応用していく必要があります。JICAは、
2008年から、科学技術振興機構（JST）、日本医療研究開発機構（AMED）と共に、開
発途上国の研究機関などと共同研究を実施し、その成果を社会課題の解決に活用す
ることを目指す「地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）」を実施
しています。
　感染症分野では、特定の感染症の性質やメカニズムの解明、予防・診断・治療方
法の確立、治療薬の開発に加え、民間での実用化、行政機関による政策・戦略への
反映など、幅広いステージでの取り組みを実施しています。

地球規模課題に挑む国際共同研究

PHOTO　エルサルバドルの人口の3％（約23万人）が感染しているとされるシャーガス病は、中南米特有の寄生
虫疾患で命に関わる病気だ。病原因子や病態の多くはいまだ解明されておらず、現在使用されている治療薬も副
作用が強いなど、多くの課題がある。「シャーガス病制圧のための統合的研究開発プロジェクト」では、日本とエ
ルサルバドルの研究機関が、病態形成に関わる遺伝子の解析や新規治療薬の開発などに向けた共同研究を実施し
てきた

科学技術協力

In Focus
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4つの切り口と20の課題別事業戦略

Prosperity
豊かさ

People
人々

Peace
平和

Planet
地球

1
都市・地域開発

2
運輸交通

3
資源・エネルギー

4
民間セクター開発

5
農業・農村開発

（持続可能な食料システム）

6
保健医療

7
栄養の改善

8
教育

9
社会保障・障害と開発

10
スポーツと開発

11
平和構築

12
ガバナンス

13
公共財政・金融システム

14
ジェンダー平等と

女性のエンパワメント

15
デジタル化の促進

16
気候変動

17
自然環境保全

18
環境管理

19
持続可能な水資源の確保と水供給

20
防災・復興を通じた災害リスク削減

世界が直面する、複雑で深刻な課題
　経済的な豊かさと人々の尊厳を追求し
てきた世界は、気候変動などのすべての
生命の生存が脅かされる問題や、新型コ
ロナウイルス感染症、頻発する紛争と
いった困難に直面しています。これらの
グローバルな課題に対しては、国際社会
が目標を共有し、多様な力を結集して取
り組む必要があります。
　JICAは、SDGs達成や地球規模課題解
決に貢献し、「人間の安全保障」「質の高
い成長」というミッションを果たすべく、
多様なパートナーと取り組むため、
2021年度に、4つの切り口（Prosperity、
People、Peace、Planet）で20の課題別
事業戦略から成るJICAグローバル・ア
ジェンダを設定しました。

協働・共創を推進
　SDGsへの関心の高まりなどを背景に、
民間企業、研究機関、市民団体などに開
発協力の担い手が広がっています。JICA
はこれらのさまざまなステークホルダー
と、JICAが実現を目指す中長期的な価値
を共有し、共に課題解決に取り組みます。
　協働を推進するために、多様なパート
ナーが集う場としてのプラットフォーム
を構築、またはそれに参加し、知識・ア
イデア、人材などさまざまなリソースを
活用した共創を促進します。さらに、資
金動員や民間企業のビジネス参加を促進
する環境整備に取り組み、課題解決に向
けた大きな「うねり」を誘導します。

JICAを知る─事業と戦略

多様な力を結集し、複雑化する世界の課題に挑む

JICAは、4つの切り口の下、20の「JICAグローバル・アジェンダ（課題別事業戦略）」を策定し、
中長期的な目標や取り組みを明確にすることで事業の戦略性を強化します。

さらに、それらの目標などを国内外の幅広いパートナーと共有することによって、
連携や共創を進め、開発効果の最大化を目指します。

JICAグローバル・アジェンダ
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JICAグローバル・アジェンダの目的・目標（SDGsへの貢献）

Finance Mobilization

Agenda Setting

Market Creation
Platform

開発課題へのインパクトを最大化

J I C A事業

Agenda Setting
未来に向けて

共に達成すべき目的・目標
を設定します

Platform
多様な人や情報が集まり
共創する場をつくります

Market Creation
ビジネスの機会を

創出します

Finance Mobilization
課題解決のために
資金を動員します

インパクトの最大化に向けたJICAの役割

多様なアクターとの協働・共創

JICAを知る─事業と戦略
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Prosperity
豊かさ

1

2

3

4

5

都市・地域開発

運輸交通

資源・エネルギー

民間セクター開発

農業・農村開発（持続可能な食料システム）

都市の望ましいあり方を見据え、最新の地理空間情報（G空間情報）を
活用しながら適切な土地利用を考案します。さまざまな利害を調整し、
計画、整備、管理運営などを実施。魅力的でサステナブルな街を構想
し、マネジメントする能力を強化します［➡P.26事例を参照ください］。

運輸交通分野における低・脱炭素化を進めつつ、国内およびグローバ
ルに広がる運輸交通インフラの整備や維持管理技術の向上、安全の確
保に取り組みます。それにより、すべての人が安全で自由に移動でき、
必要なモノがあまねく世界に行き渡る社会を目指します。

幅広いパートナーと共に、カーボンニュートラルと安価なエネルギー
の安定供給の両立に取り組みます。これらを実現するため、政策や計
画の策定に向けた協力、技術開発の促進、脱炭素のための地域共同体
の推進、資金動員、次世代層への啓発活動に注力します［➡P.27事例を

参照ください］。

起業家や企業の競争力を向上させ、産業・投資政策やビジネス環境を
整備し、金融アクセスなどを改善。民間企業が成長するための環境を
整えます。また現地企業と日本企業の協働を進め、連携を強化し、双
方の経済の強靭化を目指します［➡P.28事例を参照ください］。

生産技術の開発や普及、効果的な流通体制の構築を通じて農・畜・水
産業の生産性を高め、農村部の貧困削減と経済成長を推進します。そ
れとともに、気候変動への対応や食品ロスの課題にも取り組み、食料
の安定的な生産・供給に貢献します［➡P.29事例を参照ください］。

１．	さまざまな関係者と協働し、「都市マネジ
メント」の能力を強化

２．G空間情報※の整備・活用を支援

１．グローバルネットワークの構築
２．海上保安能力の強化
３．道路アセットマネジメント
４．道路交通安全
５．都市公共交通の推進

１．エネルギー・トランジション
２．電力アクセスの向上
３．持続可能な鉱物資源管理

１．	「アフリカ・カイゼン・イニシアティブ」の
推進

２．	イノベーション創出に向けたスタートアッ
プ・エコシステム構築支援

３．アジアにおける投資促進と産業振興

１．小規模農家向け市場志向型農業の振興
２．アフリカ地域における稲作振興
３．フード・バリューチェーン構築
４．	水産ブルーエコノミー振興
５．	家畜衛生強化を通じたワンヘルス（人獣共
通感染症対策など）の推進

協力方針

協力方針

協力方針

協力方針

協力方針

都市マネジメントで、暮らしやすく持続可能な街を

すべての人・モノが安全かつ自由に移動できる世界へ

誰でも安心して資源とクリーンエネルギーを使える世界へ

民間企業を育成し、途上国の経済成長を促す

みんなが豊かになる農業を実現し貧困と飢餓をなくす

JICAを知る─事業と戦略

※位置情報とそれに関連付けられた情報。
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People
人々

6

7

8

9

10

保健医療

栄養の改善

教育

社会保障・障害と開発

スポーツと開発

生活の基盤となる健康を守る体制づくりを推進します。また、これを
通じて、すべての人々が、いつでも、必要な保健医療サービスを経済
的困難なく受けられる「ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）」の
達成に貢献します［➡P.30事例を参照ください］。

必要な栄養を適切に摂取できていない低栄養状態や、深刻化する過栄
養の問題に対して、保健、農業・食料、水・衛生、教育など、さまざ
まな分野において連携して取り組み、世界の人々が健康に暮らせるよ
う、貢献します。

世界には、必要最低限の読解力や計算力を習得できていない子どもや
若者が6.1億人以上います※。また、高等教育に関しては国による格差
が生じています。すべての人々が学ぶ場を得て能力を生かして活躍で
きるよう、取り組みます。

社会保障の拡充や労働環境の改善、障害者の社会参加の促進や、障害
の主流化を通じ、誰もが尊厳をもって、社会の一員として、互いの暮
らしを支え、支えられながら生きる社会の実現を目指します［➡P.31事

例を参照ください］。

スポーツは、言葉や文化の違いを超えて楽しめるボーダーレスなもの
であり、人々の可能性を広げ、未来を開く一歩にもつながります。
JICAは、誰もがスポーツを楽しめる環境づくりや、スポーツを通じた
人材育成に取り組み、多様性のある平和な社会の実現に貢献します。

１．	中核病院における診断・治療の強化
２．感染症対策および検査拠点の強化
３．	母子手帳の活用を含む質の高い母子継続
　　ケアの強化
４．医療保障制度の強化

１．母子栄養の改善
２．	「食と栄養のアフリカ・イニシアチブ
（IFNA）」を推進

１．教科書や教材を開発し、学びを改善
２．地域のコミュニティと学校との協働
３．誰ひとり取り残さない教育を提供
４．	その国を牽引する拠点の大学を強化

１．	社会保険制度の構築
２．社会福祉の推進
３．雇用・労働環境の整備
４．障害に特化した取り組み
５．「障害主流化」の取り組み

１．スポーツへのアクセス向上
２．	スポーツを通じた心身ともに健全な人材
　　育成
３．スポーツを通じた社会的包摂と平和の促進

協力方針

協力方針

協力方針

協力方針

協力方針

どんなときでも人々の健康を守る体制づくりを

健康な未来へ導く適切な栄養を、すべての人々に

一人ひとりが生き生きと輝く、質の高い教育を

誰もが尊厳をもって自分らしく生きる世界を目指して

すべての人々が、スポーツを楽しめる平和な世界に

※�UNESCO�Institute�for�Statistics,�"SDG�4�
DATA�DIGEST�2018"

JICAを知る─事業と戦略
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JICAを知る─事業と戦略

Peace
平和

11

12

13

14

15

平和構築

ガバナンス

公共財政・金融システム

ジェンダー平等と女性のエンパワメント

デジタル化の促進

暴力や紛争のリスクを低減し、国・社会が危機に対応する能力の強化
を目指します。そのために、制度構築と人材育成によって住民から信
頼される政府をつくり、コミュニティの融和と社会・人的資本の復旧・
復興・強化を促進します。

基本的な人権、自由、法の支配などの普遍的価値を実現し、一人ひと
りが人間として尊重される社会を目指し、JICAは、法制度の整備・運
用、公共放送の機能向上、適正な行政サービスの実施に協力。民主的
かつ包摂的なガバナンス（統治機能）の強化を支援しています。

経済の安定ならびに持続的な成長に不可欠である財政基盤の強化や、
金融システムの育成を支援します。また、税関行政の改善により、貿
易の円滑化にも貢献します［➡P.32事例を参照ください］。

社会や組織における差別的な制度や仕組みを是正し、女性や女児の主
体的な能力を強化するとともに、社会や人々の意識や行動の変容を促
進する取り組みを実施します。それにより、一人ひとりが性別にとら
われることなく、人間としての尊厳をもって、それぞれの能力を発揮
できる社会の実現に貢献します。

デジタルテクノロジーとデータの活用でさまざまな課題を効果的に解
決し、より良い社会をつくります。また、その基盤となる情報通信環
境の整備、人材育成や産業創出を通し、自由で安全なサイバー空間の
構築に取り組みます［➡P.33事例を参照ください］。

１．	人間の安全保障アプローチによる紛争予防
と強靭な国・社会づくり

２．	脆弱地域における地方行政の能力強化、強
靭な社会の形成と信頼醸成

３．人道・開発・平和（HDP）ネクサスの推進

１．法の支配の実現
２．公務員および公共人材の能力を強化
３．海上保安能力の強化

１．国家財政の基盤強化
２．税関の近代化支援を通じた連結性強化
３．金融政策の適切な運営と金融システムの
　　育成

１．５つの優先課題※で「ジェンダー主流化」を
　　推進
２．ジェンダースマートビジネス（GSB）の振興
３．ジェンダーに基づく暴力（SGBV）の撤廃

１．開発事業でのDX推進
２．デジタル化のベースとなる基盤整備

協力方針

協力方針

協力方針

協力方針

協力方針

恐怖と暴力のない平和で公正な社会を目指して

すべての人々が、尊厳をもって暮らせる社会を

財政・金融の基盤を強化、経済の安定と成長を目指す

性別にとらわれず誰もが能力を発揮できる社会に向けて

DXで、一人ひとりが多様な幸せを実現できる社会へ

※�①経済的エンパワメント、②平和と安全、③教育と
健康、④ガバナンス、⑤生活インフラ。
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JICAを知る─事業と戦略

Planet
地球

16

17

18

19

20

気候変動

自然環境保全

環境管理 ―JICAクリーン・シティ・イニシアティブ―

持続可能な水資源の確保と水供給

防災・復興を通じた災害リスク削減

経済・社会に甚大な負の影響を与える気候変動を抑えるため、世界全
体で温室効果ガスの排出量を大幅に削減するとともに、その変化に対
応しなくてはなりません。開発と気候変動対策とを同時に進めるとい
う難しい立場に置かれた開発途上国に協力し、地球規模の課題の解決
に貢献します。

地域の社会、そして持続可能な地球環境にとって重要となる自然環境
の保全を行います。このため、守るべき自然の価値や現状を科学的に
把握・モニタリングし、地域住民と協働し、伝統的な知見も生かして、
自然環境の保全と人間活動との両立を目指します［➡P.34事例を参照くだ

さい］。

多くの開発途上国で、環境対策なしに工業化・都市化が進み、水・大
気・土壌の汚染が深刻化し人々の健康が損なわれています。廃棄物（ご
み）の適切な管理や水・大気の汚染防止のための人材育成などを通じ
て、「きれいな街」の実現に協力し、持続可能な社会構築を目指します。

水資源を巡る地域の課題を解決するため、水資源の管理に責任を持つ
組織を強化し、利害関係者の民主的な協議の仕組みを構築します。水
道サービスの拡張と改善を自立的に進めることができる「成長する水
道事業体」をつくります［➡P.35事例を参照ください］。

事前の災害リスクの削減は、開発の土台となり、人々の命と暮らしも
守ります。開発途上国が将来的に独自に防災投資を拡充できる体制を
強化します。これによって、死者・被災者数や経済損失などの自然災
害による被害を、2030年までに減少傾向に変えることを目指します。

１．	パリ協定の実施促進
２．コベネフィット型気候変動対策

１．陸域における自然の豊かさを守る
２．海域（沿岸域）における自然の豊かさを守る

１．ごみ処理の仕組みを改善し、循環型社会へ
２．	環境規制や汚染防止策で、健全な水・大気・
土壌環境を

１．	統合水資源管理で地域の水問題を解決
２．水道事業体の成長を支援

１．国の基盤を支える構造物対策の推進
２．非構造物対策を含めた防災ガバナンスの
　　強化
３．Build	Back	Better（より良い復興）の推進

協力方針

協力方針

協力方針

協力方針

協力方針

途上国とともに、気候変動の脅威に立ち向かう

次世代へ豊かな自然の恵みを引き継ぐ

環境の汚染を防ぎ、健康に暮らせるきれいな街へ

すべての人々が安全な水を得られる社会へ

強靭な国の基盤をつくり、命を守って経済を発展させる
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2022年度の概況  途上国が抱える課題への取り組み

セミナーや日本での研修などを通じて関係者の駅
周辺開発に関する知識を深めるとともに、インド
政府が掲げる高速鉄道の全国的な整備構想を踏ま
え、日本のほか複数の国の開発事例をまとめたハ
ンドブックも作成することになっています。
　日本はこれまで、鉄道の整備を駅周辺開発と併
せて進めることで相乗効果を生み出し、乗客の利
便性の向上や周辺地域の経済発展につなげてきま
した。さらに近年、環境負荷の軽減といった観点
から、公共交通指向型の開発※を進めてきました。
そうした日本の経験と知見を生かした協力に、イ
ンド政府からは高い期待が寄せられています。

加速する高速鉄道建設を踏まえ協力を開始
　近い将来、世界最多の人口となることが予想さ
れているインドは、堅調な経済を牽引する西部の
大都市を高速鉄道で結ぶことで、高まる旅客需要
に応え、さらなる経済成長を目指しています。
　JICAは、インド第二の都市ムンバイと国内有数
の工業都市アーメダバード間の約500kmをおよ
そ2時間で結ぶインド初の高速鉄道の開業に協力。
2016年に詳細設計を開始し、20年から鉄道本体
の建設が始まりました。並行して、安全な定時運
行の実現に向けた人材育成も行っています。
　他方、高速鉄道の利便性と経済効果を高めるに
は、駅へのアクセスや他の公共交通への乗り換え、
周辺の商業施設やオフィスへのアクセスなど、駅
を中心とした街づくりを計画的に進める必要があ
ります。そこでJICAは、2023年2月から駅周辺の
開発に協力するプロジェクトを開始しました。

日本の経験・知見に高い期待
　この高速鉄道路線には12の駅が建設される予
定です。今回のプロジェクトは、そのうちの4駅
をモデル駅として駅周辺開発計画を策定し、高速
鉄道と駅周辺開発との相乗効果を図るものです。
　まずモデルとなる4駅の立地や周辺の開発状況
を踏まえて特性と課題を分析し、それぞれの条件
に応じた開発計画づくりを進める予定です。また、

建設が進むプロジェクトサイトの一つであるスーラット駅

VOICE

日本の駅周辺開発と公共交通指向型開発は非常に
興味深いものです。高速鉄道と一体化した地域開
発の効果は直接的にも間接的にも大きく、経済の
活性化や快適な都市環境だけでなく、雇用創出も
期待できます。インド政府最重要プロジェクトに
貢献できることは関係者すべての誇りです。

高速鉄道の駅周辺開発は、地域全体の経済成長、
環境改善に大きく貢献することが期待されていま
す。駅周辺地区にとどまらず、地域産業振興、通
勤・通学利用などより広い範囲の社会経済活動と
連携していくことで、事業効果が十分に広がるよ
う、取り組んでいきたいと思います。

インド住宅都市省
次官補

D	タラさん

JICA専門家
日本コンサルタンツ株式会社

秋村成一郎さん

プロジェクトは私たちの誇りです

地域全体の経済成長を意識しています

鉄道と駅周辺を一体で開発し相乗効果を図る
インド　ムンバイ・アーメダバード間高速鉄道駅周辺開発支援プロジェクト

JICAグローバル・アジェンダ No.1  案件紹介

都市・地域開発

※�鉄道駅などの公共交通拠点の周辺に都市機能を集積し、自家用車に依存し
ないコンパクトな都市開発を目指す取り組みのこと。
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島嶼国で再エネ100％に挑む
ソロモン　再生可能エネルギーロードマップ策定プロジェクト

JICAグローバル・アジェンダ No.3  案件紹介

資源・エネルギー

の電源のほか、風力、バイオマス、地熱など新た
な電源の開発ポテンシャルも調査。電力の需要と
供給の分析やシミュレーションを重ね、2030年
の目標を踏まえた複数のシナリオを策定し、比較
検討を行いました。また、ソロモンの電力公社の
職員らを対象に、最適な電源計画の検討手法や系
統解析手法を学ぶ研修を実施するなど、実務者の
能力向上にも取り組みました。
　こうして策定したロードマップは、コロナ禍の
影響による電源開発の遅れなどを考慮し、2030
年までに水力発電の発電量が最も大きくなる雨季
の首都圏で、再生可能エネルギー比率を100％に
するという目標を掲げています。
　このロードマップは2022年7月にソロモン政府
から正式に採用されることが発表され、現在、そ
の計画に沿った取り組みが進められています。

環境面と経済面から求められるエネルギーの転換
　2015年の国連気候変動枠組条約第21回締約国
会議（COP21）で採択されたパリ協定を踏まえ、
JICAはカーボンニュートラルの達成に向けエネル
ギー・トランジションの促進に取り組んでいます。

　太平洋の島嶼国であるソロモンは、地球温暖化
による海面上昇の影響を受けやすく、気候変動へ
の取り組みが喫緊かつ最優先の課題となっていま
す。また、電力の大部分を燃料価格の変動の影響
を大きく受けるディーゼル発電に依存しています。
　そのためソロモン政府は、再生可能エネルギー
比率を2030	年までに首都ホニアラ圏で100％に、
2050年までに国全体で100％にするという目標を
掲げています。しかし、その本格的な導入には、
独立発電事業者の参入や開発資金の確保、水力発
電所や電力網の効果的な運用のほか、関連制度や
実施体制の整備といった多くの課題が存在します。

複数のシナリオを比較検討
　JICAはこうした課題を抱えるソロモン政府から
の要請を受け、再生可能エネルギーの本格的な導
入に向けた2030年までのロードマップを策定す
るため、2019年8月にプロジェクトを開始しました。
　プロジェクトでは、水力や太陽光といった既存

ホニアラ空港の近くに位置するソロモン最大規模の太陽光発電施設

VOICE

プロジェクトは、技術系の専門家と経済や財務、
関連制度といった専門家が連携しながら、ロード
マップを策定しました。当初の狙いどおり専門分
野を超えた連携が十分に機能したことに加え、ソ
ロモン側関係者の強いオーナーシップがあったこ
とで、広範な課題に対して、実情を踏まえた実現
性の高い具体的なロードマップができました。

JICA専門家
東電設計株式会社

永井雅彦さん

具体的なロードマップができました

ソロモン電力公社の職員と協議するJICA専門家
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社会課題に挑むスタートアップを支援
エチオピア　スタートアップエコシステムアドバイザー／Project	NINJA

JICAグローバル・アジェンダ No.4  案件紹介

民間セクター開発

16社のスタートアップがドバイとモロッコで開
催された世界最大規模のテック系イベントに参加
しました。そのうちの2社は、この機会にインド
の大手生鮮食料品サプライチェーンのスタート
アップと開発パートナーシップを締結しています。
　またアクセラレーションプログラムを通じた支
援として、114社の応募企業から競合優位性、社会
的インパクトなどを基準に30社を選抜。2023年1
月にピッチスキルを学ぶ１週間の研修を行い、2
度のコンテストピッチを経て6社を選考しました。
　今後この6社は、4カ月間の事業開発トレーニ
ングを受講しビジネス開発の概念実証に取り組む
ほか、日本で行う研修にも参加し、アクセラレー
ターや投資家などと交流することになっています。

途上国の課題に新たなアプローチ
　開発途上国の複雑化する社会課題に革新的な製
品やビジネスモデルを用いて挑戦し、急成長する
スタートアップがあります。JICAは2020年1月に
Project	NINJA（Next	Innovation	with	Japan）を立
ち上げ、そうした開発途上国のスタートアップや
起業家の支援を開始。起業を促進するためのビジ
ネスプランコンテストや事業の成長を促すアクセ
ラレーションプログラムの実施、企業や投資家と
のマッチングなどに取り組んでいます。
　対象国の一つであるエチオピアは起業家がまだ
少なく、政府職員のスタートアップや投資に関す
る知識が不足し、法律や政策が十分には整備され
ていないことなどが課題となっています。

アクセラレーションプログラムで育成
　こうしたエチオピアに対し、JICAは2021年9月
にアドバイザーとして専門家を派遣。関連政策や
制度の改善のほか、革新・技術省（MInT）と共に
ビジネス開発研修などを通じて起業家を育成する
とともに、革新的なスタートアップが継続的かつ
自律的に生まれる環境「スタートアップ・エコシ
ステム」のさらなる発展に取り組んでいます。
　2022年10月と翌年6月には、MInTの職員と計

ドバイで開催された「GITEX	GLOBAL」のピッチイベントに参加する
エチオピアのスタートアップ経営者たち

VOICE

ドバイのテック系イベントでは、業界のリーダー
から事業に役立つ情報が得られました。また、ア
クセラレーションプログラムはとても実践的で、
エチオピアの文化遺産を疑似体験するXR（仮想現
実など）技術で観光振興に貢献したいという目標
の実現に、大きく前進することができました。

ビジネス支援プログラムや法案・政策関連研修、
スタートアップ支援団体向け研修などにMInT職
員と共に取り組み、ノウハウを伝えています。エ
チオピアでより多くのスタートアップが誕生する
ようエコシステムをさらに発展させ、雇用創出な
ど社会課題の解決につなげることが目標です。

グゾー・テクノロジーズ	株式会社
CEO

ダニエル・ゲタチューさん

JICA専門家
スタートアップエコシステムアドバイザー

原	祥子さん

目標の実現に大きく前進しました

エコシステムの発展に取り組んでいます

28



2022年度の概況  途上国が抱える課題への取り組み

　その一つが「ラウトカ漁業協同組合による水産
資源の持続的な利用と管理」です。フィジー最大
の水揚げ高を誇るラウトカ漁港では、魚を地面に
並べて販売するなど、衛生観念の不足が品質と価
格の低下を招いていました。そこでJICAは漁業協
同組合を立ち上げ、魚の衛生的な取り扱いや処理
技術を習得するための研修を実施するとともに、
陳列棚や冷凍庫などの購入を支援。付加価値を高
めることで魚の捕り過ぎを防ぎ、また緻密に漁獲
データを収集することで水産資源を管理し、「海
の豊かさ」を守っていこうとしています。
　2023年以降はこうしたフィジーでの取り組み
を他の太平洋島嶼国	にも広げていく計画です。
また、JICAの協力を通じて各国が蓄積してきた水
産分野の知識や経験を互いに学び合う研修などを
行っていく予定です。

「豊かさ」が失われつつある太平洋島嶼国
　太平洋島嶼国の人々は古来より海と共に生き、
水産資源は島特有の社会や経済、文化を形づくる
うえで貴重な財産となっています。それが近年、
乱獲や海洋汚染、気候変動など複合的な脅威にさ
らされ、その豊かさが失われつつあります。

　国際社会はSDGsの一つに「海の豊かさを守ろ
う」(SDG14)を掲げていますが、フィジーをはじ
めとする太平洋島嶼国では、人材や財源が慢性的
に不足し、具体的な取り組みはあまり進んでいな
いのが現状です。

実践的なプロジェクトで課題に立ち向かう
　JICAは、2020年12月にこのプロジェクトを開
始し、太平洋島嶼国がSDG14の達成に向けた取り
組みを持続的に行えるよう、人材育成を進めてい
ます。プロジェクトで最初に行ったのが、南太平
洋の中心に位置し、国際機関の事務局なども置か
れているフィジーの水産省職員の能力向上です。
　JICAが南太平洋大学（USP）や太平洋共同体事務
局（SPC）と協働し、延べ200人の職員に対して水
産資源管理や養殖、水産加工の研修を行った後、
習得した知識や技能を実践するため、職員自らが
小規模プロジェクトを立案し実施しています。

海洋資源の保全と持続可能な利用に取り組む
フィジー　太平洋島嶼国のSDG14「海の豊かさを守ろう」プロジェクト

研修に参加し水産物の衛生的な処理や加工技術を学ぶフィジー水産省の職員

VOICE

太平洋島嶼国の水産行政を担う職員の能力向上に
は、フィジー水産省の職員らが指導的役割を担い、
自らの経験を周辺国に伝えることが大切です。こ
れまで研修に参加した職員が、学んだ内容を基に
同僚やコミュニティの人々に技術指導を行う姿が
見られるようになったのはその大きな一歩です。
このような成果を地域全体に広げていきます。

JICA専門家

田村	實さん

フィジーの経験を域内へ広げていきます

JICAとUSPが共催した水産研修のオープニングセレモニー

JICAグローバル・アジェンダ No.5  案件紹介

農業・農村開発（持続可能な食料システム）
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ラジルは世界最大規模の死亡者数を記録するなど
深刻な状況に陥りました。世界中が混乱するなか、
日伯の両大学が中心となりいち早く新型コロナウ
イルスの合同症例カンファレンスを立ち上げ、
2020年6月から2年間で24回ものオンライン会合
を開催。最新の症例や治療法などの知見が共有さ
れただけでなく、国境を超えた意見交換の場は、
未知のウイルスとの闘いを強いられていた両国の
医療現場スタッフの精神的な支えになりました。
　また産官学が連携し、日本の検査薬メーカーが
開発した新型コロナウイルス検出試薬の性能を評
価する臨床試験をカンピーナス大学で実施。その
結果、試薬の有効性が確認され、今後は臨床使用
に向けた協力を続けていくことになっています。

共同研究の基盤を確立
　新型コロナウイルス感染症の患者が真菌感染症
を併発し、致命的な経過をたどる例が世界各地で
報告されています。真菌（カビ）はヒトの細胞と似
ているため、人体に害なく真菌だけに効く治療薬
をつくるのは難しく、さらに薬に対する耐性を持
つ真菌の出現が世界的に問題となっていました。

　肺結核患者が多いブラジルでは、真菌感染症に
よってその症状が悪化する患者も多く、また薬剤
耐性のある真菌については実態すら把握できてい
ない状況でした。そこで耐性真菌による感染症の
実態を明らかにし、継続的な研究基盤を確立する
ことを目的に、地球規模課題対応国際科学技術協
力プログラム（SATREPS）として、千葉大学とサン
パウロ州立カンピーナス大学の共同研究プロジェ
クトが2017年9月に始まりました。
　JICAと日本医療研究開発機構（AMED）が支援す
るこのプロジェクトでは、耐性真菌の簡便で迅速
な検出法の開発、病原真菌の保存施設や症例デー
タベースの整備、遺伝子増幅技術「LAMP法」を用
いた検査技術の普及などに取り組みました。

コロナ禍に生まれた両国医療関係者の連帯
　プロジェクト期間中にコロナ禍に見舞われ、ブ

感染症との闘いに日伯の産官学が連携
ブラジル　ブラジルと日本の薬剤耐性を含む真菌感染症診断に関する研究とリファレンス協力体制強化プロジェクト

VOICE

多様な研修、真菌耐性に関する研究、真菌感染症
データベース、新型コロナウイルス関連の緊急支
援など、プロジェクトは多くの成果を残しました。
また、そこで築かれたカンピーナスの主要病院間
の連携体制はしっかりと根付いており、今も週1
回会議を開き症例情報などを共有しています。

プロジェクトの大きな成果の一つは、両国の大学
間で強固な共同研究チームを作り上げたことです。
日本では稀な疾病の研究は、こちら側も大きく裨
益するものでした。今後も両国のみならず、保健
医療分野の地球規模課題の解決に向けて、この研
究基盤を最大限活用していきたいと考えています。

サンパウロ州立カンピーナス大学
副学長

マリア・ルイザ・モレッティさん

JICA専門家
千葉大学真菌医学研究センター	准教授

渡邉	哲さん

プロジェクトの成果が根付いています

構築した研究基盤を活用していきます

保健医療

JICAグローバル・アジェンダ No.6  案件紹介

研修で真菌の薬剤感受性試験の実習を行う日伯の医療関係者

30



2022年度の概況  途上国が抱える課題への取り組み

ラインを作成。これが2022年5月に労働・社会保
障大臣令として承認されたことで、ジョブコーチ
による就労支援サービスの土台ができました。
　こうした土台に加えて、大切なのは実際に障害
者を雇用する企業を増やしていくことです。プロ
ジェクトでは企業や市民に対して、ウェブメディ
アを通じて障害者を雇用した企業の事例を紹介し
たり、啓発セミナーを通じてジョブコーチによる
就労支援サービスの内容などを伝えています。
　またJICAは、2023年4月よりコロナ禍で増加し
たモンゴルの生活困窮者に対し、雇用を中心とし
た生活再建支援を行うプロジェクトも開始しまし
た。障害者だけでなく社会的弱者全体のセーフ
ティネットになると期待されています。

モンゴル初のジョブコーチを育成
　モンゴルでは、2016年に障害者権利法が制定さ
れると、翌年には障害者の就労促進が国家目標に
なるなど、障害者の社会参加が進められています。
　これを受けJICAは、2021年から労働・社会保
障省と共にプロジェクトを実施。それまでモンゴ
ルにはいなかった、障害者が職場へ適応するため
の支援を行うジョブコーチを育成し、障害者と企
業に専門的な就労支援サービスを提供することで、
就労を通じた障害者の社会参加を促進しています。
　プロジェクトでは、障害者支援に取り組むNGO
や当事者団体の関係者などジョブコーチとして活
動する意欲のある人に、ジョブコーチの概念や
サービスの内容など、就労支援の基礎を学んでも
らう研修を開始。2022年7月からは就労支援サー
ビスを提供するパイロット事業を行っています。

ガイドラインが大臣令で承認される
　この就労支援を持続可能なものにするために、
サービスを提供したジョブコーチに対して、モン
ゴル政府が助成金を支給することになりました。
そこでプロジェクトでは、労働・社会保障省と協
力し、ジョブコーチの定義や就労支援の内容をは
じめ、助成金額や申請手順などを記載したガイド

就労環境を整備し障害者の社会参加を促進
モンゴル　障害者就労支援制度構築プロジェクト	ほか

ジョブコーチを志し研修で学ぶモンゴルの障害者支援関係者

VOICE

JICAと障害者の社会参加を目指してさまざまな取
り組みを行ってきました。その結果、「障害は本人
ではなく社会によって創り出されるものであり、
日常生活や社会生活を送るうえでの障壁を取り除
くのは社会の責務」という考え方が普及し、人材
育成が進み、障害者団体の能力が向上しました。

2023年3月現在、労働・社会保障省が所管する障
害者開発庁と契約したジョブコーチは26人で、
77人の障害者を支援しています。今後ジョブコー
チを増やし年間200人を支援する予定です。2016
年から行ってきた協力により、人材育成、制度構
築、政策実現という好循環が生まれています。

モンゴル労働・社会保障省	
人口開発政策実施調整局
局長　

サンダグ・トゥンガラグタミルさん

JICA専門家
株式会社コーエイリサーチ&
コンサルティング

千葉寿夫さん

障害者に対する意識が変わりました

年間200人に就労支援を行います

社会保障・障害と開発

JICAグローバル・アジェンダ No.9  案件紹介
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2022年度の概況  途上国が抱える課題への取り組み

通関手続きを効率化し域内貿易を拡大
アフリカ広域　南北回廊における円滑なOSBP運営管理能力強化プロジェクト

公共財政・金融システム

JICAグローバル・アジェンダ No.13  案件紹介

いった課題が確認されたため、手続きの効率化を
目的にOSBP手続きマニュアルを改訂しました。
　またこのマニュアルを用いて、国境機関職員の
能力向上を目的としたワークショップや研修を実
施。2023年2月には、プロジェクトの対象国であ
るザンビア、ジンバブエ、ボツワナ、南アフリカ
共和国の4カ国計20人の国境機関職員が東部アフ
リカ地域のOSBPを視察し、先進事例を学びまし
た。さらにプロジェクトでは、OSBPをアフリカ
全体に導入するうえでの課題をまとめたほか、
OSBPの運用に関するガイドラインであるOSBP
ソースブックの改訂にも協力するなど、その成果
は対象国以外にも影響を与えています。
　JICAのこうした取り組みは、アフリカ連合開発
庁（AUDA-NEPAD）などの地域機関からも、域内
統合に資する案件として高く評価されています。

円滑な越境に課題
　互いに複数の国と国境を接し内陸国も多いアフ
リカでは、陸上輸送による域内貿易の円滑化が、
さらなる発展の鍵として認識されています。しか
し、国境を越える貨物の輸送は、それぞれの国で
通関手続きを行うため時間がかかっていました。

　これを解決するのがワン・ストップ・ボーダー・
ポスト（OSBP）です。OSBPは、両国の国境施設を
一つに統合したり、入国する国の施設で通関と出
入国手続きを1カ所で行えるようにしたりするこ
とで、ヒトやモノの効率的な移動を可能にするも
のです。東部アフリカでは2022年4月までに13カ
所でOSBPが運用されていましたが、南部アフリ
カでは3カ所にとどまり、かつ他に比べて越境に
時間がかかるなどの課題を抱えていました。
　そこでJICAは、2020年8月から南部アフリカの
主要回廊となっている南北回廊にある3つのOSBP
を対象に、	国境機関職員の運営管理能力を強化す
るプロジェクトを行っています。

国境機関職員の能力向上に協力
　プロジェクトでは各OSBPの通関所要時間のほ
か、通関手続きや運営体制などを調査。出入国管
理や検疫手続きが国境機関間で重複していると

ザンビアとボツワナをつなぐカズングラOSBP

VOICE

プロジェクトの対象国では、国境機関の職員が学
んだ知識やノウハウを自国内の他の国境にも広げ
るなど、協力効果が広がっています。プロジェク
トを通じて、こうした展開が生まれたことは大き
な成果です。対象4カ国3つのOSBPの運営管理能
力を向上させ、こうした動きを後押しすることで、
域内貿易を拡大していきたいと思います。

JICA専門家
株式会社パデコ

下村剛史さん

協力効果が広がっています

ベイトブリッジ国境のジンバブエ側関係者との会議
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2022年度の概況  途上国が抱える課題への取り組み

実証事業は、MoDEEが考案した電子政府、農業、
教育、エネルギー分野など40を超える候補事業
のなかから、プロジェクトで実現可能性やインパ
クト、リスク分析などを行い、それを基に毎回AI運
営委員会が選定。対象となった事業ごとに参画す
る民間企業や大学、研究機関などを募り、産学官
の実証事業コンソーシアムを立ち上げる予定です。
　こうした事業の選定、参加企業や大学などの公
募、実証事業の実施というサイクルを4回くり返
しヨルダンのAIエコシステムを構築していくこと
により、産官学でAI技術の利活用が進み、革新的
なビジネスや雇用の創出、産業の国際競争力や	
公共サービスの向上などにつながることが期待さ
れています。

停滞する経済を活性化
　デジタル技術が飛躍的な進歩を続けるなか、そ
の利活用は、開発途上国が抱えるさまざまな開発
課題の解決に貢献するものと期待されています。
　中東の国ヨルダンは、周辺国の情勢不安やコロ
ナ禍などの影響で経済が低迷しています。特に若
年層の高い失業率が問題となっており、また、外
貨獲得の手段は観光業などに限られています。
　こうした状況を打開するため、ヨルダン政府が
力を入れているのがAI技術の普及です。2019年
にデジタル経済・起業省（MoDEE）を新設し、起
業家育成、電子決済の推進、デジタルスキルの開
発などに取り組んでいるほか、AI技術の利活用を
進めるため、企業や大学、行政などを有機的につ
なげる「AIエコシステム」の構築を目指しています。

産官学で実証事業に取り組む
　JICAは、こうしたヨルダン政府の取り組みに協
力するため2022年12月にプロジェクトを開始し、
産官学のキーパーソンをメンバーとするAI運営委
員会や事務局を設置。MoDEEと共に運営委員会
への助言や事務局の運営支援などを行っています。
　プロジェクトでは、AI技術を活用し社会的課題
の解決を目指す実証事業を4回実施する計画です。

産官学連携でAI技術の利活用を目指す
ヨルダン　AIエコシステム促進プロジェクト

デジタル経済・起業省大臣などヨルダン関係者への事業説明

VOICE

プロジェクトを通じてAIの利活用が進めば、さま
ざまな分野で横断的かつ有意義な進歩が見られる
でしょう。さらに、プロジェクトによって関連す
る法律や制度が整備されれば、産業の創出や市民
生活の向上にもつながります。ヨルダンを中東そ
して世界のAI先進国に、それが私の目標です。

今後の活動計画や実証事業の選定基準などを提言
したところ、IT業界や先端技術の動向などにも造
詣が深いMoDEE大臣より、感謝の言葉と共に高
い評価をいただきました。ヨルダン側はプロジェ
クトに非常に積極的かつ協力的で、関係者との協
議や関連情報の収集もスムーズに進んでいます。

ヨルダン	デジタル経済・起業省AI課
課長

ラマ・アラビアットさん

JICA専門家
株式会社日本開発サービス

小暮陽一さん

ヨルダンを世界のAI先進国に

大臣から感謝の言葉をいただきました

デジタル化の促進

JICAグローバル・アジェンダ No.15  案件紹介
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2022年度の概況  途上国が抱える課題への取り組み

2032年に樹木被覆率を30％まで回復
ケニア　持続的森林管理・景観回復による森林セクター強化及びコミュニティの気候変動レジリエンスプロジェクト

自然環境保全

JICAグローバル・アジェンダ No.17  案件紹介

ア環境森林省のNFMSを用いた森林政策の立案と
実施能力の向上に協力。経済的な利益も得られる
コマーシャル・フォレストリーや半乾燥地帯に適
した林木の育種などを推進することで、ケニアの
林産業を育成し、気候変動に対する住民のレジリ
エンス（強靭性）を強化するとともに、政府が掲げ
る樹木被覆率の達成につなげています。また、こ
うした取り組みはケニア環境森林省の職員により、
他のアフリカ諸国へもさまざまな機会に発信・共
有されています。
　さらにプロジェクトでは、4つの小学校でバオ
バブとメリアの植林プログラムを開始。バオバブ
の若葉は栄養価が高く、子どもたちの栄養改善に
役立ちます。また、メリアの木材は不足している
学校机へ利用するなど、地場産業の育成にも貢献
することが期待されています。

森林の再生や減少抑制が急務
　国土の約8割を乾燥・半乾燥地域が占めるケニ
アでは、貴重な森林資源が人口増加や土地利用の
変化などにより失われつつあります。特に2020年
からの3年間は十分な雨が降らず、国連機関の発表
では250万頭の家畜が死に、約94万人の5歳未満
の子どもが栄養不良に陥る状況が発生しています。

　ケニア政府は、2032年に樹木被覆率を30％まで
回復させることを目標に、流域保全、植林や森林
再生、森林減少・劣化の抑制に取り組んでいます。

経済性のある植林を通じた持続的な森林管理
　JICAは宇宙航空研究開発機構（JAXA）と共同で、
世界77カ国にある熱帯林の変化をオンラインで
監視できるシステム「JICA-JAXA熱帯林早期警戒
システム（JJ-FAST）」を開発し運用しています。
JICAは、このJJ-FASTの情報を活用してケニアの
国家森林モニタリングシステム（NFMS）の構築に
協力。NFMSは、国レベルで森林の温室効果ガス
の吸排出量を観測できる信頼性の高いシステムで、
国の政策決定が具体的なデータに基づいて行える
ようになるなど、樹木被覆率の向上や温室効果ガ
スの排出削減に向け大きく役立つものです。
　2022年2月から始めたプロジェクトでは、ケニ

農家に乾燥地耐性に優れた在来樹種であるメリアの枝打ち方法を指
導するカウンターパート

VOICE

2022年11月に開催された気候変動枠組条約第27
回締約国会議（COP27）のサイドイベントに環境
森林省のカウンターパート4名と参加しました。
ケニアと同様にNFMSを構築した他国の関係者と
経験を紹介し合うことで国際社会からも注目が集
まり、カウンターパートは「取り組みへのモチベー
ションが高まった」と話してくれました。

JICA専門家
農林水産省林野庁

井上泰子さん

COP27で大きな収穫がありました

カウンターパートが登壇したCOP27サイドイベント
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2022年度の概況  途上国が抱える課題への取り組み

価な水を安定的に供給するため、JICAは2018年
に技術協力プロジェクトを開始。水道事業の許認
可や水道料金の設定方法などを定めた水道法の制
定作業に協力したほか、水道事業者の監督などを
担う行政職員の能力向上に取り組みました。その
結果、2023年3月に水道法が公布され、今後は民
間を含めカンボジア全体の水道サービスの質が向
上することが期待されています。
　JICAはこれまで30年、継続してカンボジアの水
道整備に協力してきました。現在こうしたカンボ
ジアの経験を学ぶため、アジアやアフリカから多
くの関係者が研修に訪れるまでになっています。

「プノンペンの奇跡」後の新たな課題
　長い内戦で荒廃したカンボジアの首都プノンペ
ンで、JICAは1993年から上水道の整備事業への
協力を開始。それからわずか10年で、24時間、
蛇口から直接飲めるほど質の高い水を供給できる
ようになりました。この劇的な変化は「プノンペ
ンの奇跡」と呼ばれ、世界を驚かせました。
　しかし、経済成長や人口の増加により、首都圏
では水需要の増大への対応が喫緊の課題となって
います。また、地方都市では大小400以上もの民
間の水道事業者が給水サービスを行っており、な
かには浄水場の運営や水質の管理が十分できてい
ない事業者もあることが問題となっています。

首都圏と地方都市の水問題に取り組む
　そうしたなか、JICAは2022年11月に首都プノ
ンペンに配水しているプンプレック浄水場拡張事
業への無償資金協力を開始。浄水施設などの増設
を進めるほか、完成後10年間は日本企業が運営
と維持管理を行うことでライフサイクルコスト※

の低減を図ります。この期間に、壊れる前に対処
する予防保全や在庫管理、職員の能力開発などの
日本企業が持つノウハウを移転することで、将来、
カンボジア側でこれまで以上に効率的な事業運営
ができるようになることを目指しています。
　また地方都市も含め、すべての人々に安全・廉

すべての人々に安全・廉価な水を届ける
カンボジア　プンプレック浄水場拡張計画	ほか

プンプレック浄水場の拡張後の完成予想図

VOICE

水道法の公布は非常に重要な成果でした。今後は
関連する政令や省令の整備のほか、設備の維持管
理や保守計画の策定、効率的に水道事業を運営す
るためのキャパシティビルディングなどが必要で
す。これからもカンボジアの水道法の着実な施行
に向け、JICAと取り組んでいきたいと思います。

プンプレック浄水場拡張計画の大きな特徴は、日
本企業が施設の運営を担うことです。この計画の
準備段階からカンボジア側からは「日本の民間企
業の技術や知見を活用したい」という期待が伝
わってきました。この協力を通じて、両国の信頼
関係をさらに発展させていきたいと思います。

カンボジア工業科学技術革新省	水道総局
総局長

タン・ソクチアさん

JICA専門家
株式会社日水コン

岡﨑浩一さん

水道法の施行にJICAと取り組みます

カンボジア側の期待を感じています

持続可能な水資源の確保と水供給

JICAグローバル・アジェンダ No.19  案件紹介

※�施設の建設、運用、保全、修繕、解体や廃棄まで、そのライフサイクルに
要する費用の総額のこと。
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南アジア
協力実施国

8カ国
事業規模

9,873億円

中東・欧州
協力実施国・地域

22カ国・地域
事業規模

3,867億円

アフリカ
協力実施国

48カ国
事業規模

1,825億円

地域別事業規模（2022年度）

南アジアの写真：日本工営株式会社
東・中央アジアおよびコーカサスの写真：渋谷敦志

2022年度の概況  地域別の概況

JICAは約140の開発途上国や地域で活動しています。
開発途上国といっても国・地域ごとの状況、開発課題は大きく異なります。

各国・地域の多様な事情・ニーズを分析し、日本政府の政策・公約やJICAの持つ協力形態・事業規模を踏まえ、
「人間の安全保障」や「質の高い成長」の実現に向けたプログラムを戦略的に形成し、事業を実施しています。

地域別の概況
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東・中央アジア
およびコーカサス

協力実施国

9カ国
事業規模

446億円

中南米・カリブ
協力実施国

30カ国
事業規模

1,785億円

東南アジア・大洋州
協力実施国

22カ国
事業規模

8,964億円

（注1）JICAの事業規模とは、2022年度に
おける技術協力（研修員＋専門家＋調査
団＋機材供与＋青年海外協力隊／海外協
力隊＋その他海外協力隊＋その他経費）、
有償資金協力（承諾額）、無償資金協力（新
規G/A締結額）の総額。
（注2）複数国・地域にまたがるもの、お
よび国際機関に対する協力実績を除く。

2022年度の概況  地域別の概況
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2022年度の概況  地域別の概況

東南アジア

日本にとってますます重要さを増す
ASEAN諸国
　東南アジア諸国連合（ASEAN）の各加
盟国は、日本政府が提唱する「自由で開
かれたインド太平洋（FOIP）」の中核を成
す存在です。ASEAN諸国はコロナ禍の
影響を受けつつも高い経済成長を維持し
ており、日本の貿易・投資にとってもま
すます重要な経済パートナーとなってい
ます。
　一方、地域の開発課題は高度化・複雑
化しており、社会経済インフラと人材育
成の両面で膨大な開発ニーズがあります。
　
7つの重点領域
　JICAは、東南アジア地域の発展、平和
と安定、域内格差の是正に向けて、以下
を重点領域として取り組んでいます。
１．ASEAN域内の連結性強化
２．「質の高い成長」の推進
３．	「人間の安全保障」を通じた尊厳ある

社会の実現（保健医療、教育、防災
分野など）

４．脱炭素化などの気候変動対策
５．	将来の国を支えるリーダー層や行政

官の人材育成
６．地域が抱える脆弱性への対応

７．	新しい時代のニーズに応える事業の
構築・実践

　また、JICAは、東南アジア各国の政府
だけでなく、企業、大学・研究機関、
ASEAN事務局や他開発機関など幅広い
パートナーと協力し、インフラ整備や人
材育成などに取り組んでいます。

コロナ禍前より協力を拡大、新たな試みも
　2022年度は、フィリピン、タイ向け
の新型コロナウイルス感染症危機に対応
するための緊急財政支援をはじめ、コロ
ナ禍からの経済社会活動の回復を後押し
する協力を行いました。また、専門家の
派遣や研修員・留学生の受入れをコロナ
禍以前の水準に引き上げるとともに、有
償・無償資金協力を拡大しました。その
結果、都市鉄道案件を含むフィリピン、
インドネシア向けの当年度円借款供与額
は過去最大となりました。
　フィリピンでは、JICAが約20年間継続
しているミンダナオ地域での平和構築協
力が評価され、バンサモロ地域議会で
2023年1月、JICAへの感謝決議が採択さ
れました。カンボジアでは、JICAが25年
にわたり協力してきたカンボジア地雷対
策センター（CMAC）と連携して、ウクラ
イナ非常事態庁の職員向けに地雷・不発
弾対策研修などを行いました［➡P.16を参

ベトナム：ホーチミン市都市鉄道事業［ベンタイン-スオイティエン間（1号線）］の試運転開
始式典の様子（2022年12月）。日本の協力でベトナム初の地下区間を含む都市鉄道を整備中。
市民の足として生活に浸透することが期待される

東南アジア
地域の発展、平和と安定、域内格差の是正へ官民のパートナーと共に

2022年度
事業規模 合計

8,884.02億円

技術協力
280.86億円

有償資金協力
8,395.65億円

無償資金協力
207.52億円

国別事業規模

フィリピン 4,182.45億円 
インドネシア 2,849.45億円 
カンボジア 639.34億円 
タイ 637.90億円 
ベトナム 286.53億円 
ラオス 186.51億円 
東ティモール 79.52億円 
ミャンマー 12.86億円 
マレーシア 9.47億円 

（注）事業規模についてはP.37「地域別事業
規模」の注記を参照。なお、四捨五入の関
係上、合計が一致しないことがあります。
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照ください］。
　またタイとの間では、同国外務省国際
協力局（TICA)が初めて日本に派遣するタ
イ人ボランティア2名（国際観光推進員
として地方自治体で活動）の受入れを支
援し、新しい形での双方向の協力が実現
しました。

大洋州

太平洋島嶼国との深い関係
　日本と太平洋島嶼国は、地球公共財で
ある太平洋を共有し、長い歴史的つなが
りがあります。大洋州地域の持続可能な
発展は、双方の関係強化だけでなく、「自
由で開かれたインド太平洋(FOIP)」の実
現にも貢献します。	
　島嶼国の国々は、言語も多様で独自の
文化や習慣を持ち、開発状況も異なる一
方、島嶼国特有の狭小性、隔絶性、遠隔
性、海洋性といった共通の課題を抱えて
います。日本と太平洋島嶼国は1997年
から3年ごとに「太平洋・島サミット
（PALM）」を開催し、地域・国が直面す
るさまざまな課題を首脳レベルで協議し
ています。	
	
PALMに基づく協力を推進 
　JICAは、2021年7月に開催された第9

回太平洋・島サミット(PALM9）に基づき、
以下の5つの重点分野を軸に協力を展開
しています。
１．新型コロナウイルスへの対応と回復		
２．	法の支配に基づく持続可能な海洋	
（海上法執行、漁業資源管理、廃棄
物処理）［➡P.29事例を参照ください］

３．	気候変動・防災	（再生可能エネルギー
導入促進、防災機関の能力向上）［➡

P.27事例を参照ください］
４．	持続可能で強靭な経済発展の基盤強

化	（交通・ICTなどのインフラ整備、
貿易・投資促進、財政の強靱化、ガ
バナンス機能の強化）

	５．	人的交流・人材育成	（リーダー候補
人材の留学受入、研修、海外協力
隊の派遣、地域交流支援）

　2022年度は、パプアニューギニアと
ソロモンに公共投資管理アドバイザー、
トンガに対し債務管理アドバイザーの派
遣を開始するなど、コロナ禍からの回復
に伴い専門家派遣の拡充を進めました。
また、将来の国のリーダーとなり得る人
材の育成を目的とした「SDGsグローバル
リーダー」コースの長期研修員として、
新たに36名が日本の大学で学び始める
など、研修員受入も拡充しています。

パラオ：大洋州におけるJICA初の海外投融資案件「パラオ国際空港ターミナル拡張・運営事
業」により建設された新ターミナルで開催された開港式典の様子（2022年5月）。日本のノウ
ハウを生かした空港運営が続けられている

大洋州
太平洋島嶼国の持続可能な未来に向けて

2022年度
事業規模 合計

79.86億円

技術協力
39.58億円

無償資金協力
40.28億円

国別事業規模

パラオ 31.54億円 
バヌアツ 13.91億円 
パプアニューギニア 8.62億円 
トンガ 6.51億円 
フィジー 6.09億円 
マーシャル 5.47億円 
ソロモン 3.32億円 
サモア 3.22億円 
ミクロネシア連邦 0.72億円 
キリバス 0.40億円 
ツバル 0.05億円 
クック諸島 0.02億円 
ナウル 0.01億円 
（注）事業規模についてはP.37「地域別事業
規模」の注記を参照。なお、四捨五入の関
係上、合計が一致しないことがあります。
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資源や周辺国への依存からの脱却と
国内産業の育成が課題
　東・中央アジアおよびコーカサス地域
の協力対象国は、ユーラシアの内陸部に
位置するモンゴル、中央アジア5カ国と
コーカサス3カ国の計9カ国です。
　モンゴル、カザフスタン、トルクメニ
スタン、アゼルバイジャン、ウズベキス
タンはエネルギーや鉱物資源に恵まれて
いる一方で、国際価格の変動の影響を受
けやすく、資源依存からの脱却が課題と
なっています。他方、エネルギー資源に
乏しいキルギスやタジキスタンでは、ロ
シアなどへの出稼ぎ労働者による送金が
GDPの3分の1近くを占めています。中
国からの投資や融資への依存度も高く、
国内産業の育成と雇用の創出が急務です。
　また、いずれの国もロシアによるウク
ライナ侵攻により経済成長の先行き不安
が強まっており、より自立的で持続的に
発展する安定した経済システムの強化が
求められています。

ガバナンス強化、産業多角化、
インフラ整備、人材育成を柱にした協力
　この地域は、中国とロシアという二大
国およびアフガニスタンや中東諸国と国
境を接しており、これらの国から政治・

経済的な影響を強く受けています。
　域内各国の自立と安定が維持されるこ
とはユーラシア大陸全体の安定に不可欠
です。この認識の下、JICAは法整備など
の「ガバナンス強化」、民間主導の経済活
動の活性化や中小企業振興などの「産業
多角化」、空港や発電所など域内外の連
結性の強化に寄与する「インフラ整備」、
日本人材開発センターや留学生事業など
の「人材育成」の4分野を柱に協力を進め
ながら、域内諸国間の連携促進にも取り
組んでいます。
　2022年度は、カザフスタン政府が新
設した援助機関（KazAID）と協力覚書を
締結し、協調して周辺国向けに「カイゼ
ン研修」を実施しました。ウズベキスタ
ンでは園芸作物のバリューチェーン強化
に向けたツーステップローンの供与によ
り、農業関連産業の多様化や輸出力の強
化を図りました。モンゴルではサイバー
セキュリティ人材の育成、また、アルメ
ニアでは日本との連携強化を通じたハイ
テク産業の振興と輸出促進を目指して協
力を進めています。
　そのほか、知日派・親日派の拡大を視野
に、学生や有識者らを対象としたJICAチェ
アをモンゴル、ジョージア、カザフスタン、
タジキスタンの主要大学で実施しました。

ウズベキスタン：同国政府は輸出力強化に向けて、綿花に依存した農業からの脱却を目指し
て多様な園芸作物の栽培を推進しており、JICAも円借款事業を通じて協力中。この農家は低
利融資を得て、トマト・レモン・イチゴなどの温室栽培を導入した［写真：渋谷敦志］

東・中央アジアおよびコーカサス
域内の安定確保と自立発展を目指して

2022年度
事業規模 合計

445.77億円

技術協力
53.25億円

有償資金協力
357.18億円

無償資金協力
35.34億円

国別事業規模

ウズベキスタン 340.69億円 
アゼルバイジャン 29.61億円 
キルギス 28.99億円 
モンゴル 25.13億円 
タジキスタン 17.62億円 
ジョージア 1.45億円 
カザフスタン 1.07億円 
アルメニア 0.75億円 
トルクメニスタン 0.47億円 
（注）事業規模についてはP.37「地域別事業
規模」の注記を参照。なお、四捨五入の関
係上、合計が一致しないことがあります。
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※１　	United	Nations,	“World	Population	Prospects	2022”の
データを基に算出。

※２　	World	Bank,	“Poverty	and	Shared	Prosperity	2022:	
Correcting	Course”のデータを基に算出。

※３　	World	Bank,	“Global	Economic	Prospects,	January	
2023”

（注）事業規模についてはP.37「地域別事業
規模」の注記を参照。なお、四捨五入の関
係上、合計が一致しないことがあります。
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世界情勢と気候変動の影響を
大きく受ける
　南アジア地域は、東南アジアと中東・
アフリカをつなぐ地政学的な要衝に位置
します。人口は世界の4分の1（約19億人）
を占め、うち25歳未満が約半数※1と、消
費・労働市場の拡大が著しい地域です。
　これら若い力を生かし持続的に経済発
展するためには、人材育成やインフラ整
備などが必要とされています。一方、世
界の絶対的貧困人口の4分の1に及ぶ約
1.5億人を抱えており※2、SDGsが目指す包
摂的（誰一人取り残さない）かつ強靭で持
続可能な社会づくりが求められています。
　2022年の地域全体の経済成長率は
6.1％※3と鈍化しました。ロシアによる
ウクライナ侵攻に起因する世界的な物価
上昇の影響などを受け、各国で難しい経
済運営が続いています。さらに気候変動
による自然災害の影響も大きく受けてい
ます。特にパキスタンでは大規模な洪水
により、甚大な被害が生じました。

包摂的で強靭な社会の構築を
協力の中心に
　こうした課題に対応できる包摂的で強
靭な社会の構築に向け、JICAは積極的な
協力を迅速に展開しています。

　2022年度は、スリランカの経済危機
を受けて、メイズ（トウモロコシ）種子の緊
急調達を行い、同国の食料安全保障など
に貢献しました。また、パキスタンの洪
水に対応して緊急援助物資を供与したほ
か、被害状況や復興に必要な支援策に関
する国際機関主導の分析に協力しました。
　地域全体でも、防災や植林といった気
候変動対策を重視し協力を展開しました。
さまざまな協力の手法を柔軟に組み合わ
せ、インフラ整備、投資環境整備、教育
などの基礎生活分野の改善、地域の平和
と安全の確保、域内・他地域との連結性
強化［➡P.26事例を参照ください］、留学生
受入やJICAチェアを通じた人材育成にも
取り組みました。
　今後、ジェンダー主流化やDXにもよ
り積極的に取り組み、協力をさらに強化
します。
　また、アフガニスタンに関しては、2021
年8月のタリバーンによるカブール制圧
以降、日本政府の方針を踏まえ、国際機
関などとの連携による幅広い人道ニーズ
に対する支援を継続・検討しています。

パキスタン：洪水の被害を受けた農家を対象に、JICAは実施中の技術協力プロジェクトを通
じ、小麦種子を配布。種まきの時期である11月に間に合うよう迅速に手配し、翌年の小麦
の収穫量回復に貢献した

南アジア
地域の安定と発展に向け強靭な社会システムの構築を

2022年度
事業規模 合計

9,872.94億円

技術協力
179.33億円

有償資金協力
9,473.82億円

無償資金協力
219.80億円

国別事業規模

インド 5,862.36億円 
バングラデシュ 3,507.80億円 
ネパール 216.08億円 
アフガニスタン 101.95億円 
ブータン 83.67億円 
パキスタン 61.93億円 
モルディブ 21.19億円 
スリランカ 17.97億円 
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地域共通の開発課題と新たなニーズ
　中南米・カリブ地域は33カ国、総人
口6.5億人※1を有し、GDPは5.4兆ドル
超※2（ASEANの約1.8倍※3）です。広大な
国土を持ち、食料や鉱物資源の輸出国で
あるメキシコやブラジル、小国ながら環
境への取り組みで世界をリードするコス
タリカ、観光業が盛んなカリブ諸国など
さまざまな国がある一方、多くの国が共
通する言語や文化を有しています。
　日本とは自由、民主主義といった普遍
的価値を共有するだけでなく、213万
人※4を超える日系人をはじめ、歴史的に
も強い結びつきがあります。地理的にも
太平洋を挟んだ隣人であるほか、多発す
る災害など共通する課題に共に取り組む
重要なパートナーです。
　域内では地震や火山噴火、ハリケーン
などの自然災害の被害を受けやすい国や、
治安や非正規移民などの問題を抱える国
が多いほか、地域全体の所得水準は高い
ものの域内・各国内の格差拡大も共通課
題となっています。さらに高齢化社会へ
の対応やDXの導入、スタートアップ・
エコシステムの構築など、新たな協力
ニーズも生まれています。

多様なアクターと共に開発課題に挑む
　JICAはこの地域に対し、安定的で強靭

な社会・経済開発、貿易・投資などを通
じた経済発展を一層促進するための環境
整備のほか、防災や気候変動対策を含む
地球規模課題の解決に向けた協力を展開
しています。また、知日派人材の育成や
日系社会との連携強化も進めています。
　2022年度はパナマの都市交通網整備
事業、コスタリカの金融包摂事業など、
域内での有償資金協力承諾額が過去最大
になりました。また、カリブ共同体
（CARICOM）、太平洋同盟（メキシコ、コ
ロンビア、ペルー、チリ）など域内の開
発パートナーと共に地域の共通課題に取
り組んでいます。中米統合機構（SICA）と
連携した中米物流・ロジスティクスに関
する協力などのほか、ブラジルやメキシ
コなどと南南・三角協力も推進しました。
　さらに、米国国際開発庁(USAID)とは、
グアテマラでの非正規移民問題の根本原
因の緩和に向け連携することに合意しま
した。米州開発銀行（IDB）とは、質の高
いインフラ、防災、保健分野での協調融
資スキームによる協力や、革新的アイデ
アを持つ日本のスタートアップ企業に対
し当地域での展開を支援して開発課題解
決を目指す「TSUBASA」プログラムに取
り組んでいます。支援先として採択され、
すでに現地進出した企業もあります。2022
年度は新たに11社が採択されました。

セントルシア：同国では自然災害が多く、災害時の避難や復興を支える交通インフラの整備
が喫緊の課題。JICAは首都と国際空港を結ぶカルデサック橋の架け替えに協力している

中南米・カリブ
パートナーシップの深化でさらなる共創を目指す

2022年度
事業規模 合計

1,785.14億円

技術協力
98.51億円

有償資金協力
1,635.24億円

無償資金協力
51.39億円

国別事業規模（中米・カリブ地域）

パナマ 929.51億円 
エルサルバドル 76.77億円 
ホンジュラス 22.18億円 
コスタリカ 21.55億円 
セントルシア 14.03億円 
メキシコ 9.26億円 
ドミニカ共和国 7.77億円 
グアテマラ 6.05億円 
ニカラグア 3.67億円 
キューバ 3.39億円 
ジャマイカ 1.73億円 
その他9カ国 2.89億円 

国別事業規模（南米地域）

エクアドル 302.60億円 
ボリビア 158.00億円 
ブラジル 129.03億円 
ペルー 62.72億円 
パラグアイ 24.08億円 
アルゼンチン 3.97億円 
コロンビア 2.97億円 
チリ 2.35億円 
ウルグアイ 0.46億円 
ベネズエラ 0.19億円 

（注）中米・カリブ地域については事業規模
1億円以上の国のみ国名を表記。事業規模
についてはP.37「地域別事業規模」の注記
を参照。なお、四捨五入の関係上、合計が
一致しないことがあります。

2022年度の概況  地域別の概況

※１　�World	Bank	Group,	DataBank	
Microdata	Data	Catalog（2021）

※2、3�　International	Monetary	Fund,	
World	Economic	Outlook	Database
（2022）

※４　	外務省、パンフレット「日本と中南
米をつなぐ日系人」。
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複合的な危機とTICAD8
　アフリカは、食料問題や債務持続性の
悪化など、パンデミックやウクライナ情
勢に起因する社会経済的な困難、そして
深刻化する気候変動など、複合的な危機
に直面しています。一方、激動する国際
社会のなかで、国連加盟国数の4分の1
を占めるアフリカ諸国は、いわゆる「グ
ローバル・サウス」としての存在感を高
めています。
　このようななか、2022年8月、アフリ
カ48カ国の代表が参加し、第8回アフリ
カ開発会議（TICAD8）がチュニジアの首
都チュニスで開催されました。日本政府
は、共に成長するパートナーとして、成
長と分配の好循環を通じて、アフリカ自
身が目指す強靭なアフリカの実現を後押
ししていく旨を表明しました。

日本の公約実現に向けた貢献
　JICAは、TICAD8で発表された日本の
取り組み事項を推進するために、複合的
な危機への対応やアフリカが持つポテン
シャルを活用した協力として、以下を含
む取り組みを強化しています。
1. 食料安全保障
　2022年11月、食と農業開発を通じた
人間の安全保障の実現を目指す「JICAア
フリカ食料安全保障イニシアティブ」を

発表し、①食料生産、②農家の育成・民
間農業開発、③栄養改善、④気候変動対
策に取り組んでいます［➡P.18、P.34事例

を参照ください］。TICAD8でアフリカ開発
銀行（AfDB）との協調による3億ドルの農
業協力を表明し、第一弾としてコートジ
ボワールと150億円の借款契約を締結し
ました。
2. 社会課題解決型ビジネスの推進
　イノベーティブな方法でアフリカの社
会課題解決に取り組むスタートアップ企
業への支援を強化するため、Project	
NINJA	(Next	Innovation	with	Japan)を通
じて各国のスタートアップ・エコシステ
ムの構築を進めるとともに［➡P.28事例を

参照ください］、アフリカ連合開発庁と連
携した保健医療分野の現地企業支援にも
継続的に取り組んでいます。また新たに、
ベンチャー・キャピタルファンドへの出
資も決定しました。
3. 地域経済統合の促進
　アフリカの経済統合に向けてアフリカ
大陸自由貿易圏（AfCFTA）協定の実施を
後押しすべく、AfCFTA事務局と業務連
携協定を締結しました。この協定に基づ
き、広域インフラ網整備や貿易円滑化、
域内バリューチェーンの構築などの取り
組みを強化していきます［➡P.32事例を参

照ください］。

タンザニア：小規模農家向けの市場志向型農業振興（SHEP）アプローチを通じた取り組みで、
農家グループが市場調査の計画づくりをする様子。市場のニーズを意識した栽培・販売で園
芸所得向上を目指す

アフリカ
TICAD8を踏まえ強靭かつ包摂的で豊かなアフリカの実現へ

2022年度
事業規模 合計

1,824.92億円

技術協力
316.16億円

有償資金協力
1,132.08億円

無償資金協力
376.68億円

国別事業規模

コートジボワール 528.75億円 
ナイジェリア 268.98億円 
セネガル 236.75億円 
ケニア 111.41億円 
モザンビーク 49.51億円 
ザンビア 47.09億円 
エチオピア 46.63億円 
ルワンダ 45.03億円 
マダガスカル 43.72億円
ガーナ 43.26億円 
コンゴ民主共和国 42.99億円 
南スーダン 42.09億円 
ブルキナファソ 17.37億円 
ウガンダ 15.60億円 
マラウイ 11.44億円 
ジブチ 10.96億円 
タンザニア 8.34億円 
カメルーン 7.50億円 
南アフリカ共和国 7.25億円 
スーダン 5.24億円 
アンゴラ 4.96億円 
その他27カ国 230.05億円 

（注）JICA在外事務所所在国のみ国名を表
記。事業規模についてはP.37「地域別事業
規模」の注記を参照。なお、四捨五入の関
係上、合計が一致しないことがあります。

 関連情報　JICAウェブサイト ＞ アフリカひろば

2022年度の概況  地域別の概況
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新旧の脅威が命や生活を圧迫
　中東地域では、依然「アラブの春」後の
混迷が続いています。イエメン、シリア、
リビアの内戦の長期化、シリア周辺国で
の難民の固定化、コロナ禍からの経済・
社会的な回復の遅延、ウクライナ紛争に
よる経済や暮らしへの影響、気候変動に
よる水不足の深刻化など、複合的な危機
が顕在化しています。
　欧州地域では、ロシアのウクライナ侵
攻がウクライナと周辺国に重大な影響を
与えています。また、2023年2月のトル
コ・シリア大地震は住民だけでなく、両
国に滞在する多くの難民にも大きな影響
を及ぼしました。

迅速かつ中長期的な協力を展開
　こうした背景の下、2022年度は、①3つ
の危機（地政学的な危機、新型コロナウイ
ルス危機、気候変動の危機）に対する戦
略的協力、②日本の政策、開発経験や日
本らしさの共有の推進を柱に、迅速かつ
中長期的な視点で協力を展開しました。
　欧州地域では、地政学的な危機に対応
し、ウクライナ政府に対する財政支援や、
市民生活を支える浄水装置や発電機など
の提供と同時に、中長期的な復旧・復興を
見据え、地雷・不発弾対策などの協力も
開始しました。隣国のモルドバでは、保

健分野などでウクライナからの避難民と
住民の双方に裨益する協力を行いました。
また、トルコ・シリア大地震に際しては、
国際緊急援助隊を派遣するとともに、復
旧・復興に向けた協力も進めています。
　中東地域では、中小企業支援と雇用創
出に向け、パレスチナ銀行に初めての融
資を実施。シリア難民を受け入れている
ヨルダン政府への財政支援も行っていま
す。イラクでは、日本の技術を活用して、
環境規制に合致する高品質な石油製品の
精製事業に協力しています。
　また、コロナ禍により脆弱性が露呈し
た保健医療や社会保障体制の強化に向け
て、各国での人材育成や機材供与などに
加え、エジプトでのユニバーサル・ヘル
ス・カバレッジの推進、チュニジアの脆
弱層向け社会保障の拡大、パレスチナの
感染症廃棄物の処理対策に協力しました。
気候変動対策についても、JICAの貢献策
を検討するとともに、各国の能力強化に
取り組んでいます。	
　日本の開発経験や日本らしさの共有に
ついては、域内12カ国でJICAチェアなど
を通じて、知日派・親日派の一層の育成
に貢献しています。また、エジプトで「日
本式教育」に取り組む教員の能力強化を
図り、51校※のエジプト日本学校を拠点
に日本式教育の展開に協力しています。

ウクライナ：同国の地方自治体に供与された日本の建設機械。東日本大震災などで蓄積された日
本の復旧・復興にかかる知見を活用し、がれき処理の能力強化に貢献する協力を実施している

中東・欧州
3つの危機とウクライナ・トルコ支援

2022年度
事業規模 合計

3,867.01億円

技術協力
114.22億円

有償資金協力
3,491.39億円

無償資金協力
261.40億円

国・地域別事業規模（中東地域）

イラク 1,213.71億円 
エジプト 994.53億円 
モロッコ 226.14億円 
ヨルダン 158.30億円 
チュニジア 123.30億円 
パレスチナ 72.84億円 
シリア 3.75億円 
イラン 2.77億円 
アルジェリア 0.52億円 
イエメン 0.36億円 
サウジアラビア 0.31億円 
レバノン 0.26億円 
リビア 0.03億円 

国別事業規模（欧州地域）

ウクライナ 1,026.72億円 
モルドバ 26.78億円 
セルビア 5.05億円 
トルコ 4.13億円 
アルバニア 3.34億円 
コソボ 1.30億円 
モンテネグロ 1.26億円 
北マケドニア 1.15億円 
ボスニア・ヘルツェゴビナ 0.45億円 

（注）事業規模についてはP.37「地域別事業
規模」の注記を参照。なお、四捨五入の関
係上、合計が一致しないことがあります。

※　2023年3月現在。
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（注）各事業額は小数第1位四捨五入のため、合計値と合わな
いことがあります。
※１　	有償資金協力勘定予算による技術支援などを含み、管

理費を除く技術協力経費実績。
※２　	円借款、海外投融資（貸付・出資）の承諾額。（	）内は

案件数。	
※３　	贈与契約（G/A）が締結された案件の供与限度額。（	）

内は案件数。
※４　	内訳はシニア海外協力隊、日系社会シニア海外協力隊、

国連ボランティア、日系社会青年海外協力隊。これら
は1998年までは他の形態の実績として集計。

技術協力※１

1,752億円

有償資金協力※2

24,506億円
(67件)

無償資金協力※3

1,192億円 (94件)

─研修員受入 157億円

─専門家派遣 568億円

─調査団派遣 317億円

─機材供与 28億円

─青年海外協力隊／海外協力隊派遣 53億円

─その他海外協力隊派遣 9億円

─その他 620億円

2022年度事業規模 合計

27,450億円

事業実績の概要

─円借款 23,239億円 (46件)
─海外投融資 1,267億円 (21件)

技術協力　形態別の人数実績（新規／累計）
新規 累計

研修員受入 10,937人  687,016人 （1954〜2022年度）
専門家派遣 7,713人  207,638人 （1955〜2022年度）
調査団派遣 3,371人  309,313人 （1957〜2022年度）
青年海外協力隊／海外協力隊派遣 542人  47,035人 （1965〜2022年度）
その他海外協力隊派遣 88人  8,086人 （1999〜2022年度）※4

（注）移住者送出は1995年度で終了。1952〜1995年度の累計は、73,437人です。

2022年度の概況  事業実績の概要
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地域別の実績

技術協力については、アジア29.8％、アフリカ
19.3％、北米・中南米6.4％の順で割合が多くなっ
ています。	
また、新規承諾分に関する有償資金協力の地域別実
績はアジア74.4％、中東11.1％、北米・中南米6.7％
の順と、2021年度から変わらず、アジアの比率が
高くなっています。
無償資金協力では、アジア38.8％、アフリカ31.6%、
欧州21.1％と、2021年度と同様にアジアならびに
アフリカが高い割合を占めています。
なお、「その他」には、国際機関や国・地域をまたぐ
もの	（全世界）などが含まれています。

地域別の実績構成比（2022年度）　(   )内の単位は億円

技術協力※1 有償資金協力※2 無償資金協力※3

アジア 29.8% (523)

アフリカ 19.3% (339)

その他 35.4% (620)

大洋州 2.4% (43)

北米・ 中南米 
6.4% (113)

中東 4.3% (76)

欧州 2.2% (39)

アジア 74.4% (18,227)

その他 0.1% (20)

欧州 3.2% (780)

欧州 21.1% (251)

アフリカ 4.6% (1,132)

中東 11.1% (2,711)

北米・中南米 
6.7% (1,635)

アジア 38.8% (463)

アフリカ 31.6% (377)

大洋州 3.4% (40)

中東 0.8% (10)

北米・中南米 4.3% (51)

過去10年間の推移

右の図表は、10年間の技術協力、有償資金協力、
無償資金協力の各事業規模の推移を示しています。
技術協力は、2022年度は1,752億円と前年度に比べ
8.7％減、有償資金協力は、2022年度は2兆4,506億
円と前年度に比べ92.2％の大幅増、また、無償資金
協力も、2022年度は総額1,192億円と、前年度に比
べ71.5％の大幅増となっています。

過去10年間の技術協力経費の推移※1

2014年度 1,764億円

2015年度 1,917億円

2016年度 2,077億円

2017年度 1,923億円

2018年度 1,901億円

2019年度 1,751億円

2020年度 1,316億円

2021年度 1,918億円

2022年度 1,752億円

2013年度 1,773億円

（注）四捨五入の関係上、合計が一致しないことがあります。
※１　	有償資金協力勘定予算による技術支援などを含み、管理費を除

く技術協力経費実績。
※２　円借款、海外投融資（貸付・出資）の承諾額。
※３　	贈与契約（G/A）が締結された案件の供与限度額。

2022年度の概況  事業実績の概要
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分野別の実績

技術協力について、その実績を分野別に見ると、公
共・	公益事業19.4％、農林水産10.9%、人的資源9.9%
の順となっています。	
有償資金協力については、運輸分野への協力実績が
64.8％、次いでプログラム型借款16.5％、電力・ガ
ス10.2%の順で割合が高くなっています。
無償資金協力については、公共・公益事業が35.5％、
次いで計画・行政21.3％、保健・医療16.5％となっ
ています。

技術協力※1 有償資金協力※2 無償資金協力※3

分野別の実績構成比（2022年度）　(   )内の単位は億円

計画・行政 6.9% (121)

農林水産 10.9% (191)

人的資源 9.9% (174)

その他 35.2% (616)

保健・医療 8.4% (147)

公共・公益事業
19.4% (340)

鉱工業 1.0% (17)
エネルギー 2.9% (50)

社会福祉 1.6% (29)

商業・観光 3.8% (66)

電力・ガス 
10.2% (2,505)

鉱工業 0.1% (14)

運輸 64.8% (15,873)

農林水産 2.1% (509)

社会的サービス
3.8% (934)

灌漑・治水・干拓
0.8% (189)

プログラム型借款
16.5% (4,053)

その他 1.8% (429)

公共・公益事業
35.5% (423)

農林水産 9.0% (108)

エネルギー 4.1% (49)

人的資源 10.0% (120)

保健・医療 16.5% (197)

（注）四捨五入の関係上、合計が一致しないことがあります。
※１　	有償資金協力勘定予算による技術支援などを含み、管理費を除

く技術協力経費実績。
※２　円借款、海外投融資（貸付・出資）の承諾額。
※３　	贈与契約（G/A）が締結された案件の供与限度額。

過去10年間の有償資金協力承諾額の推移※2 過去10年間の無償資金協力の事業規模の推移※3

10,159億円 1,102億円

22,609億円 1,245億円

14,853億円 990億円

18,884億円 1,353億円

12,661億円 1,027億円

15,232億円 790億円

15,666億円 717億円

12,747億円 695億円

24,506億円 1,192億円

9,858億円 1,179億円

計画・行政 21.3% (254)

2022年度の概況  事業実績の概要

その他 2.1% (25)

社会福祉 1.5% (18)
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※　	ここでいうJICA留学生とは、技術協力、無償資金協力「人材育成奨学計
画（JDS）」、日系留学生奨学金事業などにより、日本の大学の学位課程
に在籍する開発途上国の関係者を指します。

開発効果を高めるパートナーシップ

留学生が参加可能な「日本理解・地域理解プロ
グラム」と、受入大学が日本の開発経験などを
授業科目として提供する「各大学におけるプロ
グラム」があります。JICA留学生は、これらを
通して、日本の知見・経験を学び、帰国後、自
国の発展に生かしています。
　2022年度は、日本理解プログラムと地域理
解プログラムを積極的に提供し、それぞれ242
名、504名の留学生が参加しました。

JICA日本研究講座設立支援事業
（JICAチェア）

JICA開発大学院連携の海外展開
　日本の開発経験を学ぶJICA開発大学院連携を
国外にも広げるため、「JICA日本研究講座設立
支援事業（JICAチェア）」を実施しています。こ
れは、開発途上国各国のトップクラスの大学な
どを対象に、日本の開発経験をその背景にある
歴史や文化も踏まえて学ぶ「日本研究」の講座設
立を支援するものです。
　JICAチェアでは、①日本からの講師の短期派
遣、関連のビデオ教材の提供などを行う「短期
集中講義」と、②長期連続講座の設置、共同研究、
研究者・教育者の日本への受入れなども実施す
る「日本研究講座設置」を展開しています。2022
年度のJICAチェア実施国は、前年度までの累計
46カ国から71カ国へと拡大しました。
　2022年度は、日本の大学などから開発途上

　世界が複合的な危機に直面するなか、開発途
上国の課題解決やSDGsの達成に向け、高度な
知見を幅広く有する大学・研究機関との連携は
不可欠です。JICAは国際協力に関する調査研究
や開発途上国における技術協力プロジェクトへ
の大学・研究機関の参画、また、開発途上国か
らの留学生受入といったさまざまなアプローチ
により連携を強化しています。

JICA開発大学院連携（JICA-DSP）

近代化の経験と開発協力の教訓を提供
　JICA開発大学院連携では、日本で学び、帰国
した「JICA留学生」※が、当該国の開発課題の解
決に当たるとともに知日派・親日派のトップ
リーダーとして活躍し、日本と開発途上国の友
好関係が中長期的に維持・強化されることを目
的として事業を展開しています。2022年度末
時点で、日本の修士・博士課程で学ぶJICA留学
生は世界106カ国から2,000名を超えています。
　「JICA開発大学院連携プログラム」では、JICA
留学生に、欧米とは異なる日本の近代化の経験
と、戦後の開発協力の実施国としての知見の両
面を学ぶ機会を提供しています。すべてのJICA

大学・研究機関との連携
共に「知」を創造し、未来のリーダーをつくる

JICA開発大学院連携では、開発途上国の課題解決に向けてJICA留
学生に期待される役割について考えること、そして	JICA	留学生
間および留学生と	JICA	関係者とのネットワーク構築を横断的に
行うことを目的としてネットワーキングイベントを実施し、知日
派・親日派リーダーとのつながりを強化している

100カ国超8,500人超
JICA留学生の出身国と受入総数

（2010–2022年度）
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開発効果を高めるパートナーシップ

海洋温度差を利用した低炭素社会を実現する研
究（「マレーシアにおける革新的な海洋温度差発
電（OTEC）の開発による低炭素社会のための持
続可能なエネルギーシステムの構築」）、豪雨な
どによる被害の軽減を企図した観測システムに
関する研究（「フィリピンにおける極端気象の監
視・情報提供システムの開発」［➡上写真］）、薬
剤耐性真菌の実態を明らかにし、治療戦略を構
築する研究（「ブラジルと日本の薬剤耐性を含む
真菌感染症診断に関する研究とリファレンス協
力体制強化」）［➡P.30事例を参照ください］などが
あります（2022年度末現在）。
　2022年度は、9カ国12案件を新規に採択し、
相手国の大学・研究機関と実施に向けた協議を
進めました。

国への講師派遣による対面でのJICAチェア開催
が大幅に増加したことにより、より円滑で、双
方向の活発なディスカッションが実現しました。
各国でのJICAチェアを促進するための重要な
ツールとなっているのが、2019年度に放送大
学と共同制作した「日本の近代化を知る７章」、
2021年度制作の続編「続・日本の近代化を知る」
とJICAが掲げる「JICAグローバル・アジェンダ
（課題別事業戦略）」［➡P.20を参照ください］に沿っ
た日本の開発経験に関するビデオ教材です。

地球規模課題対応国際科学技術協力
プログラム（SATREPS）

大学・研究機関の研究力を生かす
　地球規模での環境・エネルギー問題、食料危
機、感染症の流行など深刻化する課題について、
最新の科学技術によって解決を図る事業が
SATREPSです。科学技術振興機構（JST）、日本
医療研究開発機構（AMED）と共同で実施するこ
の事業では、日本と開発途上国の大学・研究機
関が国際共同研究とともに研究成果の社会実装
に向けた取り組みを行い、開発途上国の人々が
直面する開発課題の解決に貢献することを目指
します。
　環境汚染や気候変動、カーボンニュートラル、
自然災害、感染症など、SATREPSが対象とする
研究課題は多岐にわたり、幅広い分野で日本の
研究力が発揮されています。実施中の案件には、

フィリピン：「フィリピンにおける極端気象の監視・情報提供シ
ステムの開発」プロジェクトで供与された、衛星データ地上受信
局のアンテナ。プロジェクトでは受信される衛星データを活用し、
極端気象を予測するシステムの開発を行った

53カ国179件
SATREPS採択案件数
（2008–2022年度）

 関連情報　JICAウェブサイト ＞ JICA開発大学院連携／JICAチェア、科学技術協力
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エクアドル：国際金融公社（IFC）と協調して、海外投融資により
資金協力を行っている「環境配慮型産業支援事業」。写真は、本事
業の借入人であるBanco	de	la	Producción	S.A.	Produbanco（エ
クアドル大手商業銀行）の融資先である女性が経営する牧場。牛
糞から無農薬肥料を製造しており、製造過程で生じるバイオガス
で牧場の電力を補う持続可能な経営モデルの確立を目指している

開発効果を高めるパートナーシップ

際開発金融公社、フランス開発庁、国際金融公
社、アジア開発銀行、アフリカ開発銀行、欧州
復興開発銀行、欧州投資銀行と業務協力覚書を
締結するなど、協調融資の促進に向けた連携を
進めています。
　2022年度は、ベトナム「ニントゥアン省陸上
風力発電事業」［➡P.17を参照ください］やウズベキ
スタン「ザラフシャン風力発電事業」をはじめと
する再生可能エネルギー事業や、パレスチナ「中
小零細事業者支援事業」、エクアドル「環境配慮
型産業支援事業」［➡左下写真］などの女性が経営
する中小零細企業などを支援する金融包摂事業
を含め、計21案件を承諾。脱炭素や金融アク
セス改善といった重要なアジェンダへの対応を
進めました。さらにバングラデシュ「経済特区
開発事業」では、円借款と技術協力との連携を
通じ、バングラデシュの産業の多角化に向けて
包括的な協力を展開しています。
　2022年度はウズベキスタン、パレスチナ、
ラオス、コスタリカ、モルディブなど、多くの
国・地域で初めての海外投融資案件を実現して
おり、引き続き海外投融資を通じた支援を推進
していきます。

協力準備調査（海外投融資）

海外投融資候補案件の形成を支援
　本制度は、日本の民間活力を活用した開発途
上国での事業の発掘・形成のためのスキームで
す。民間企業からの提案に基づき調査を委託す
ることで、海外投融資の活用を前提とした事業
計画の策定を支援します。2022年度は5件の提
案を採択しました。
　開発途上国での事業では、ソフト・ハード両
面での投資環境の不備、採算性確保の難しさ、
適切な官民の役割・リスク分担の認識不足（開
発途上国政府の支援不足）など、多くの課題があ
ります。JICAは民間企業の個別事業を支援する
だけでなく、開発途上国で政策・制度の構築や
実施能力の強化に協力するなど、事業化に向け
た包括的な取り組みをさらに推進していきます。

　JICAは、長年のODAの実施で得た開発途上国
政府とのネットワークや信頼関係、開発途上国
における事業のノウハウを最大限に生かしつつ、
民間企業と積極的に連携し、開発効果の効率的
かつ効果的な発現を推進するため、右図のよう
なさまざまな支援メニューを提供しています。

海外投融資

民間企業による途上国の経済社会開発を支援
　JICAの有償資金協力のうち、海外投融資はイ
ンフラ整備、貧困削減、気候変動対策などの分
野で開発効果の高い事業を行う日本企業を含む
全世界の民間企業などに対して、「融資」や「出
資」の形態で支援を行うスキームです。
　民間金融機関や国際金融機関などとの連携や、
JICAの他の事業やスキームとの一体的な実施に
より、開発効果の一層の発現や事業リスクの軽
減などを目指しています。特に、他国の開発金
融機関や国際機関との連携については、米国国

民間企業との連携
民間ビジネスを通じた経済社会開発と企業の海外展開支援
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本格ビジネス化

JICAとの連携など

自社による
ビジネス・事業化

中小企業・SDGsビジネス支援事業

協力準備調査（海外投融資） 海外投融資

海外投融資の活用を想定した
民間資金活用事業の計画策定を支援します

※円借款のみの活用を想定する場合はJICAによる円借款形成専用の協力準備調査にて対応

開発効果の高い
事業を行う
民間企業などへ

出資・融資を提供します予備調査（上限3,000万円） 本格調査（上限1.2億円）

上限2,000万円
＋コンサルティングサービス

（8人月程度）

 支援メニューと事業化への流れ

普及・実証・ビジネス化事業ニーズ確認調査

ビジネス化実証事業

■	技術・製品やビジネスモデルの検
証・普及活動を通じ、ビジネスプ
ランを策定します
■	期間：1〜3年程度

■	基礎情報を収集したうえで、現地にどのよ
うなニーズがあるか、提案製品/サービスが
そのニーズに合うか確認します
■	初期的なビジネスプランを策定します
■	期間：8カ月程度

■	提案製品/サービスが顧客に受け入れられるか確認したうえで、現地
パートナーの確保などにより製品/サービス提供体制を構築し、ビジネ
スの運営に向けた準備を行います
■	収益性の検証などを通じて、より精緻なビジネスプランを策定します
■	期間：1年4カ月程度

上限1,000万円
＋コンサルティング

サービス
（4人月程度）

中小企業支援型

上限1億円/1.5億円/2億円
（コンサルタント関連経費込）

SDGsビジネス支援型

上限5,000万円
（コンサルタント関連経費込）

現地で基礎的な
情報を収集したい

現地ニーズに提案製品/
サービスが合うか確認したい

ビジネスとして
成立・持続するか確認したい

製品/サービス提供体制や
運営方法を確立したい

開発効果を高めるパートナーシップ

した課題解決への期待はさらに大きくなってい
ます。SDGsを積極的に経営に取り込む企業や、
ESG投資・インパクト投資を重視する金融機関
は増加傾向にあり、ビジネスと開発途上国の課
題解決に向けた取り組みの親和性はますます高
まっています。
　本事業では、ビジネスの段階に応じて、目的
別に３つの支援メニュー（ニーズ確認調査、ビ
ジネス化実証事業、普及・実証・ビジネス化事
業）を提供しています。

開発ニーズに革新的なサービスで応える
　JICAは、民間連携事業を開始した2010年度
から2022年度公示分まで、延べ1,448件の提案
を採択し、支援を行ってきました。近年は、高
い技術や革新的なビジネスアイデアで、複雑化
する開発途上国の課題解決への貢献が期待され
ているスタートアップ企業からの提案も採択さ
れています。
　例えば、ワンダーファイ株式会社（東京都）は、	

中小企業・SDGsビジネス支援事業

途上国のSDGs達成に貢献するビジネスの
形成・展開の検討を支援
　日本が持つ技術・製品・ノウハウなどを自国
の課題解決に活用したい開発途上国と、開発途
上国市場への進出を望む日本の民間企業の双方
がWin-Winの関係となることを目指す「中小企
業・SDGsビジネス支援事業」は、民間企業によ
る提案型事業です。
　近年、開発途上国の開発における民間資金の
流入は加速化しており、ビジネスの強みを生か

1,448件
中小企業・SDGsビジネス支援事業の延べ採択案件数

（2010－2022年度）

51



 2022年度 国内の地域別採択案件数

 2022年度 地域別採択案件数

普及・実証・ビジネス化
実証事業（中小企業支援型）

ニーズ
確認調査

ビジネス化
実証事業

東南アジア
南アジア
東・中央アジア
大洋州
中南米
中東・欧州
アフリカ 1

24

3 3
4 1

1 1

161014

2
0

5

北海道
東北
関東
中部・北陸
関西
四国
中国
九州・沖縄

普及・実証・ビジネス化
実証事業（SDGsビジネス支援型）

1
2

19 14 5
7 3

3 3 2
12

2
2 1

1

開発効果を高めるパートナーシップ

 関連情報　JICAウェブサイト ＞ 民間連携事業

新たな枠組みで59件を採択
　本事業は2022年度より、「利便性の向上」「ビ
ジネス化の一層の促進」「開発インパクトへのさ
らなる貢献」を目的に試行的な制度改編を行い、
開発途上国の課題解決への意思を持つ企業から
提案を広く募集し、59件を採択しました。
　内訳として、制度改編前から継続している「普
及・実証・ビジネス化実証事業」12件に加えて、
基礎情報を収集し、開発途上国のニーズと製品・
サービスとの適合性を検証し、初期的な事業計
画の策定を支援する「ニーズ確認調査」で23件
を採択。また、適合性を検証済みのサービス・
製品を対象とし、収益性の検証、提供体制や運
営方法の確立を通じて、事業計画の精度向上を
支援する「ビジネス化実証事業」で24件を採択
しています。

世界中の子どもから「知的なわくわく」を引き出
すための教材やコンテンツを開発・運営するス
タートアップ企業で、JICA事業を通じて、カン
ボジアで思考力教育アプリ教材	「Think!Think!	
（シンクシンク）」を導入し、初等教育における
学力の向上や卒業率の向上に貢献しています

［➡下写真］。

カンボジア：ワンダーファイ株式会社はJICAの支援メニューを
活用し、提案製品の認知度と初等教育の水準の向上を目指して
いる。写真は子どもたちがアプリ教材で学習している様子

 2022年度公示　採択実績（内訳）

ニーズ確認調査 23件
ビジネス化実証事業 24件
普及・実証・ビジネス化実証事業（中小企業支援型） 11件
普及・実証・ビジネス化実証事業（SDGsビジネス支援型） 1件
合計 59件

1
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 JICA海外協力隊の分野分類別派遣実績（累計）
2023年3月末現在

保健・医療	6,978名	
(12.6%)

計画・行政	5,913名	(10.7%)

農林水産	6,786名	(12.3%)

人的資源	23,022名	
(41.6%)

公共・公益事業
3,705名	(6.7%)

鉱工業	4,646名	(8.4%)

エネルギー	100名	(0.2%)

商業・観光	1,442名	(2.6%)

その他	1,166名	(2.1%)

社会福祉	1,627名	(2.9%)

開発効果を高めるパートナーシップ

　派遣前訓練については、参加人数を抑制し、
オンライン研修も併用するなど十分な感染症対
策を講じて、集合型の訓練を再開しています。

海外協力隊経験者の社会還元を支援
　JICA海外協力隊経験者による社会還元の支援
策を拡充しており、例えば、帰国隊員奨学金事
業や、協力隊合格者のうち希望者を対象に、地
方自治体などが実施する地方創生活動に参加す
る機会を提供する「グローカルプログラム」を
2021年度に開始しました。今後も、帰国隊員
が国際協力や日本国内の多文化共生・地方創生
などの現場で、貴重な人材としてより一層活躍
できるよう支援の拡充を進めていきます。

　JICAのボランティア事業は、開発途上国の経
済・社会の発展や復興のため、高い志を持って
自発的に協力しようとする市民の活動を支援す
るものです。1965年にスタートした青年海外
協力隊の派遣を中心とするこの歴史ある事業は、
日本政府・JICAが行う草の根レベルの国際協力
の代表的な事業として広く認知され、相手国か
ら高く評価されています。これまで累計約5万
5,000人が顔の見える国際貢献の担い手として
活動しました（2023年3月末現在）。

感染・医療状況を見極め、
67カ国へ1,000名以上を派遣
　新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡
大の影響を受け、2020年3月から4月にJICA海
外協力隊全員が一時帰国しましたが、派遣先の
感染・医療状況などを見極めながら、2020年
11月から派遣を再開。2023年3月末までに67カ
国1,059名の隊員を派遣しました。派遣された
隊員は、日本での待機期間中もオンラインでの
支援活動や能力強化などを行い、それらを生か
して現地での活動に従事しています。

ルワンダ：手工芸の作業をサポートする青年海外協力隊員
（コミュニティ開発）

 関連情報　JICAウェブサイト ＞ JICA海外協力隊

5万5,385人
JICA海外協力隊の派遣人数

（1965－2022年度）

ボランティア事業
「世界もあなたも、可能性に満ちている」─市民が主役の国際協力─
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開発効果を高めるパートナーシップ

労に向けた準備を支援しています。高度人材就
職セミナー、日本からの帰国留学生との意見交
換会、就職フェアの開催など、各国の日本セン
ターと日本の省庁・地方自治体を含む関係機関
が連携した取り組みが広がっています。	

外国人労働者の人権保護
　2023年1月、企業活動における人権侵害を防
ぐ「ビジネスと人権」の促進を目的とした協力覚
書を国際労働機関（ILO）と締結しました。双方
の専門性や知見を生かして、「ビジネスと人権」
における協働を進めています。また、公的機関
のガバナンス強化を通じた労働者の保護にも取
り組んでいます。開発途上国の公的機関で労働
者送出や帰国後支援に携わる人材を日本に招へ
いし、ディーセントワーク（働きがいのある人
間らしい仕事）実現に向けた労働政策に関する
研修なども実施しています。

　日本で働く外国人材はこの10年で約2.7倍の
182万人に増加しました※1。その多くは開発途上
国出身で、送金などを通じて母国の経済成長に
も重要な役割を果たしています。日本の持続的
な経済成長のためには今後20年で現在の4倍、約
674万人の外国人労働者が必要と試算されてお
り※2、社会経済の発展、地方創生の新たな担い
手として外国人材の活躍が必要とされています。
　JICAは外国人材が直面するさまざまな課題の
解決に向け、外国人材との共生社会の構築、送
出国・日本双方の経済成長のための人材育成、
外国人労働者の人権保護など、JICAの強みを生
かした取り組みを進めています。	

外国人材との共生社会の構築
　地域が抱える外国人材受入れ・多文化共生に
関する課題の解決に地方自治体などと協働する
ため、地方自治体や国際交流協会、JICA国内機
関に国際協力推進員を配置しています。北海道
の釧路・根室地域では、JICA、地方自治体、札
幌出入国在留管理局釧路港出張所、海外協力隊
の経験者が連携し、それぞれの強みを生かして
外国籍の住民も参加しやすい地域の交流イベン
トを開催するなど、外国人材の受入れ支援と多
文化共生社会の構築に向けた地域プラット
フォームの形成に取り組んでいます。

経済成長のための人材育成
　JICAは日本センター※3などを通じて、日本で
の就労に関心を持つ外国人材に日本での生活や
ビジネス環境に関する正しい情報を提供し、就

責任ある外国人労働者受入れプラットフォーム（JP-MIRAI）

外国人労働者の適正な受入れの取り組みを推進

　JP-MIRAIは、日本国内の外国人労働者の課題解決
に向けて、2020年11月に民間企業・地方自治体・NPO・学識者・
弁護士・JICAなど多様なステークホルダーが集まり、設立され
た任意団体です。現在の会員数は659団体／人※4です。
　2022年に開設した9言語対応のポータルサイトやアプリを通
じて、外国人労働者に対し日本での暮らしや就労に役立つ正し

い情報を提供しています。ポータルサイト登録者は2,225人※4

に上っています。また、2022年5月には「JP-MIRAIアシスト（相
談窓口）」を開設。労働・在留・生活上の困りごとを9言語で受
け付けており、これまで約1,100件※4の相談がありました。

※4　2023年7月現在の実績。

659団体／人
JP-MIRAI会員数
（2023年7月現在）

外国人材受入れ・多文化共生支援
共に生きる豊かな社会の実現へ

※１　	厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（令和4年10月末現在）。
※２　	JICA緒方研究所「2030/40年の外国人との共生社会の実現に向けた調

査研究」（2021年度）。
※３　	日本人材開発センター（通称：日本センター）は、東南アジアや中央ア

ジア地域などの市場経済への移行を支援する目的で設立されました。
JICAは同センターを日本と相手国の交流拠点（プラットフォーム）と
して発展させるため協力しています。

 関連情報  
JP-MIRAIウェブサイト、JP-MIRAIポータルサイト
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の研修員は、岐阜県可児市国際交流協会での研
修を通じ母語教育手法などの学習支援について
学びながら、多くの日系人児童の学習を手助け
するなど、その様子は地元テレビ局で放映され、
話題となりました。

ビジネスシンポジウムやオンライン・対面での
支援など、連携と協力を継続
　全世界の沖縄県系人が5年に一度集まる世界
のウチナーンチュ大会の共催企画として、2022
年10月、中南米地域のウチナーンチュと沖縄
がビジネスでつながる未来を目指す「OKINAWA	
TO	沖縄：ビジネスシンポジウム」をJICA沖縄で
開催しました。ボリビアのオキナワ移住地、ま
たペルー進出を目指す県内企業から講演者や発
表者を招き、海外・県内有識者によるパネルディ
スカッションを開催し盛況を得ました。
　また、2022年度は、日本で暮らす約30万人
の日系人が抱える課題に目を向ける、オンライ
ン公開セミナー「多文化共生・日本社会を考え
る」を11回開催し、延べ2,202名が参加しまし
た。そのほか、海外日系人の中・高・大学生を
対象としたオンラインプログラム（計31名）、
技術習得を目的とした日系社会研修（計152名）、
日系人大学院生10名の就学支援も実施してい
ます。
　コロナ禍の影響を受け、2020年3月から現地
での活動を見合わせていた日系社会青年海外協
力隊員なども順次派遣を再開し、2022年度末
時点で32名が活動中です。

　中南米には世界最大、約213万人の日系人コ
ミュニティが存在し、日本との強い絆となって
います。
　JICAは、戦後の国家政策による中南米などへ
の移住者に対する支援を実施してきました。近
年は日系社会の世代交代に対応した協力と連携
強化に重点を置いています。

海外移住資料館20周年：
多文化共生、SDGsが学べる資料館へ
　2022年、開館20周年を機に常設展示を大幅
にリニューアルした海外移住資料館では、国内
外の日系社会の変遷・現状の展示を充実させる
とともに、教材の整備なども含めて、日本国内
での多文化共生の実現やSDGs達成に向けた
メッセージを地方自治体や教育関係団体へ発信
しています。2022年度は、コロナ禍にあった
前年度の2倍以上に当たる約4万人に来館いた
だき、オンライン講演会も9回開催し、約900
名の参加を得ました。

国内の日系社会を中南米日系人研修員がサポート
　コロナ禍で制限されていた来日しての研修も
2022年度に再開。2021年度に開始した「日系サ
ポーター」研修※では、初めて計16名の来日が
実現し、対面で在日日系人へのソーシャルワー
クなどに取り組みました。なかでも来日第一号

 関連情報　JICAウェブサイト ＞ 移住者支援、日系社会との連携

中南米15カ国5,157人
日系社会研修員受入人数

（1971－2022年度）

日系社会との連携
日系社会との絆をさらに強く

※　	中南米在住の日系人が、日本の地方自治体などの多文化共生事業に協力
しつつ、その業務を学ぶ研修。

ブラジルのアリアンサ移住地の開拓の様子がわかる、海外移住資料
館の展示。リニューアルで３D写真が撮影可能に［写真：弓場稔子］
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したテーマを取り上げ議論しました。特定の課
題について学び合い、連携の可能性を模索する
「NGO-JICA勉強会」も開催しています。2022年
度はウクライナ支援の最新動向やジェンダーに
基づく暴力、性的搾取・虐待の保護などについ
て議論しました。
　また、開発途上国27カ国に「NGO-JICAジャパ
ンデスク」を設置し、日本のNGO等に向けて開
発途上国のNGO等に関する情報提供やセミ
ナーを開催しています。

協働事業（世界の人びとのためのJICA
基金活用事業、草の根技術協力事業）
　NGO等の国際協力への参加促進の一環とし
て、開発途上国の地域住民の生計向上・生活改
善などを目的とした協働事業を行っています。
国際協力活動の経験が少ない団体とは、主に
JICAへの寄附金が原資の「世界の人びとのため
のJICA基金」を活用した協働事業を、また、「国
際協力活動をさらに発展・拡大させたい」と考
えるNGO、地方自治体、大学、民間企業など
とは、主に「草の根技術協力事業」による協働事
業を実施しています。
　草の根技術協力事業では、草の根レベルのき
め細やかな協力により、多様化する開発途上国
の課題・ニーズに応えています。例えばインド
ネシアでは、アグリツーリズム推進を目的とし
て道の駅を開設し、農産物の販路を拡大。あわ
せて隣接する避難施設に貯水槽や非常用電源な
どを設置して、地域の防災にも貢献しました。
　JICAは、NGO等がこうした協働事業を実施
するための事業マネジメント研修や組織運営能
力強化研修なども実施しています。

市民参加協力

　JICAは、国際協力に携わりたいという市民と
開発途上国をつなぐため、「市民参加協力」事業
に取り組んでいます。特に国内のNGO、地方
自治体、大学、民間企業などを市民参加協力事
業の主なパートナーとしています。これらの
パートナーとの「対話」や「協働事業」を通して、
開発途上国の開発課題解決とあわせて、国際協
力経験を通じた国内の地域課題の解決を進め、
「日本の地域社会の国際化・経済活性化」に貢献
することを目指しています。

NGO等との対話
　JICAでは、パートナーとの対話のための機会
を複数設けています。2022年度、全国規模の
「NGO-JICA協議会」では、日本のODAの透明性
や外国人材受入れ・多文化共生社会の構築への
取り組みなどについて協議しました。また、横
浜、中部など複数の国内機関では「地域協議会」
を設置し、若手人材の育成など、各地域に根差

市民社会との連携
共創を通じたWin-Winなつながりを

イラン：バリアフリーまちづくりの推進に向け、イランの障害者
を支援するミントの会は、行政の都市整備部門のバリアフリー専
門家と障害を持つ当事者リーダーを育成。地元の当事者リーダー
を中心に、バリアフリー啓発のビデオを制作し、普及に取り組ん
だ。繁華街の歩道のバリアフリー整備なども支援し整備が進ん
でいる［写真：（特非）イランの障害者を支援するミントの会］

1,321件
草の根技術協力事業の実施案件数

（2002–2022年度）
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学校現場での開発教育推進
　児童・生徒が世界の開発課題と日本との関係
を知り、それを自らの問題としてとらえ、主体
的に考える力や、解決に向け行動する力を養う
ため、JICAは開発教育を推進しています。具体
的には、教育委員会、学校関係者などと協力し
て、教員向けの研修・セミナー、教材の制作・
提供、国際協力エッセイコンテスト、国際協力
出前講座などを行っています。
　2020年度より施行の新学習指導要領で重視
されている「持続可能な社会の創り手の育成」の
取り組みが進むなか、国際協力の豊富な知見と
情報・人材を持つJICAが教育現場に果たす役割
はますます大きくなっています。

JICA海外協力隊の経験を教育現場などに還元
　JICAは、帰国したJICA海外協力隊員の経験や
能力を社会に還元する取り組みを支援していま
す。協力隊経験で培った課題解決能力、異文化
コミュニケーション力といったスキルは、教育
現場をはじめ、起業や地域社会活動などの分野
でも発揮されています。JICA海外協力隊に参加
した現職の教員の多くは、帰国後に、「世界の
問題」を「自分の問題」としてとらえ、行動でき
る生徒を育てるための授業を実践しています。

日本国内の国際化・地域社会活性化
　開発途上国での開発課題解決の経験を生かし、
日本国内の国際化や地域社会の活性化にも取り
組んでいます。地方自治体との協働事業では、
水・防災・まちづくりといった地方自治体の知
見・経験を開発途上国の問題解決に活用するだ
けでなく、開発途上国の研修員との交流を通じ
て自らの魅力や強みを再発見する、まちおこし
やビジネス交流の促進につながるなど、双方向
の学びが生まれています。
　また、全国の国際交流協会などに「国際協力
推進員」を配置し、地域の国際協力活動やグロー
バル人材の育成に協力しています。さらに、
JICA職員を地方自治体に出向させ、地方創生、
防災・災害復興のために地方自治体と協働して
います。昨今では、地域での外国人との共生や
SDGsの推進、国際戦略づくりなどにもJICAの
ノウハウやネットワークが活用されています。

開発教育

地球ひろば
　東京都市ヶ谷の「JICA地球ひろば」、愛知県名
古屋市の「なごや地球ひろば」、北海道札幌市の
「ほっかいどう地球ひろば」では、「見て、聞いて、
さわって」体験できる展示を行っています。国
際協力の経験を持つ「地球案内人」から説明を受
け、「考え、行動に移す」視点から、開発途上国
の現状や地球規模の課題、国際協力を学ぶこと
ができます。また、他のJICA国内拠点でも国際
協力に関して幅広く情報提供を行っています。

元協力隊員の中学校教師の指導の下、地域に残る戦災建造物を題材に制作した
プロジェクションマッピングを通じて、平和についての想いを生徒たちが地域
住民に発信する授業が行われた。写真は、授業後、地域の人々が見守る前で講
評を受ける生徒たち。この授業で得た学びをエッセイにした生徒の一人は、
JICA主催のエッセイコンテストで最優秀賞を受賞［写真：高田裕行（東大和市立
第二中学校）］

239万2,489人
JICA地球ひろば（市ヶ谷）の来館者数

（2006–2022年度）

 関連情報　JICAウェブサイト ＞ 市民参加、地球ひろば
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1.	 国際的な学術水準の研究を行い、積極的に発信する。

2.	 現場で得られた知見を分析・総合し、事業にフィードバックする。

3.	 人間の安全保障の実現に貢献する。

研究活動の基本方針

政治・
ガバナンス

経済成長と
貧困削減

人間開発

平和構築と
人道支援

地球環境

開発協力戦略

重点研究領域
JICA緒方研究所では、6つの重点研究領域を定めています。

世界の各地で戦争やクーデター、権威主義的な政権が人々の平穏な生活を脅かし、人生の豊かな可能性
を追求する機会や、ときには命さえも奪う事例が生じています。住む国にかかわらず、すべての人が人
間の安全保障を享受できる国内・国際政治の条件や社会の仕組みとは何かを考えます。

世界にはいまだ多くの貧困層が存在しています。開発途上国における政策や取り組みが、いかに経済成
長と貧困削減に貢献するかを明らかにするために、インフラ事業の経済社会効果や金融に関する研究な
どを、介入・非介入の比較分析手法も取り入れて行います。

すべての人に対する良質な教育、保健サービスへのアクセスの保障とエンパワーメントの実現に向けて、
エビデンスに基づいた政策と協働が必要です。開発途上国における留学のインパクト研究や、新型コロナ
ウイルス感染症パンデミックの影響に関する研究などを通じ、効果的な政策や実践のあり方を考えます。

人間の安全保障と平和構築を研究の2本の柱としています。持続的な平和の促進要因や阻害要因を分析
し、また、人間の安全保障における保護とエンパワーメントの関係を探求することで、人道危機への対
応や持続的な開発と平和に従事する多様な主体による、有効な支援のあり方を探ります。

SDGsへの取り組みや気候変動への対処に向けた研究を実施します。気候変動適応策の定量的評価手法、
社会の持続可能性を評価する指標を用いた持続可能な開発の方策などに関する研究を行います。

過去から学ぶための日本の開発協力に関する歴史研究、農業や産業開発などの協力アプローチに関する
研究、外国人との共生社会の実現などの今日的な課題に関する研究などを通じて、世界的に経済・社会
構造が変化するなかでの国際協力のあり方や効果的なアプローチを検討します。

1

2

3

4

5
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開発効果を高めるパートナーシップ

されています。これらの脅威に対応する視座と
して、人間の安全保障の実践が重要となってい
ます。
　JICA緒方研究所は緒方貞子元JICA理事長の理
念を継承し、開発途上国が直面する課題につい
て政策志向の研究を行い、国際社会における日
本の知的プレゼンスの強化を目指しています。

　JICA緒方貞子平和開発研究所（略称：JICA緒
方研究所）は、2022年3月にJICA緒方研究所レ
ポート『今日の人間の安全保障』、同年10月に
は、英訳版である“Human	Security	Today”を創
刊しました。人間の安全保障の概念が生まれて
約30年、紛争や自然災害など既存の課題に加
え、エネルギー・食料危機、債務問題による社
会経済への影響など、世界は「複合危機」にさら

研究活動
平和と開発のための実践的知識の共創
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ノーベル経済学賞受賞者のジョセフ・スティグリッツ氏による講
演「複合危機下のグローバル経済：新興国・途上国の課題とレジ
リエンス（強靭性）強化への道筋」を2022年10月7日に開催。新興
国と開発途上国に焦点を当てながら、そうした国々がどのように
世界経済の混乱から立ち直り、より強靭な制度や社会をつくるこ
とができるかを議論した

2022年度の刊行物から

開発効果を高めるパートナーシップ

現場で得られた知見の発信
　2021年度に引き続き、各種セミナーを開催。
『今日の人間の安全保障』をはじめとする報告書
や書籍の刊行イベントや第8回アフリカ開発会
議（TICAD	8）関連セミナーのほか、移住史と多
文化理解、複合危機下における安全保障や債務
問題、パンデミック対応など、今日的な課題を
テーマとして取り上げ、セミナーやイベントな
どを25件開催したほか、学会での企画セッショ
ンや他機関との共同イベントを14件開催しま
した。
　また、一般書籍として、日本の途上国開発へ
の貢献を長期的な観点から分析する「プロジェ
クト・ヒストリー」書籍シリーズでは、ウガン
ダでの長期化難民状況に対する支援やASEAN
諸国での工学教育協力（SEED-Net）など、多岐に
わたる分野・地域を題材として、和文書籍5冊
を刊行したほか、パラグアイの日本人移住者の
活躍を描いたスペイン語版書籍も刊行しました。
　さらに、2022年10月には、JICA緒方研究所
上席研究員による寄稿「複合リスク下の途上国
債務」が日本経済新聞に掲載されました。

2022年度の成果

　これらの方針や領域に基づき、2022年度は
31件の研究プロジェクトを実施し、その成果
の発信に努めました。	

研究成果の発信
　リサーチ・ペーパー3本、ディスカッション・
ペーパー9本、ポリシー・ノート1本、ナレッジ・
レポート3本、開発協力文献レビュー1本を発
刊しました。
　また、先述の『今日の人間の安全保障』英語版
を含む報告書6本、和文書籍4冊、英文書籍3冊
が刊行されました。
　和文学術書籍としては、シリーズ「日本の開
発協力史を問いなおす」から、日本の政策史な
どを題材に3タイトル発刊しています。また、
研究プロジェクト「日本の国際教育協力：歴史
と現状」、「サブサハラ・アフリカにおける米生
産拡大の実証分析フェーズ2」などの研究成果
として、英文学術書籍3冊を刊行しています。
　このほか、研究成果は学術誌、学会発表など
を通して発表されており、学識者に広く共有さ
れています。

 関連情報　JICAウェブサイト ＞ JICA緒方研究所
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人的援助

物的援助

資金援助

国際緊急援助隊

救助チーム（捜索・救助）

医療チーム（災害医療）

感染症対策チーム（感染症対策）

➡ JICAが実施［日本政府(外務省)の指示による］

➡ JICAが実施

➡ 外務省が実施

警察	※含救助犬

医師

医師

消防

看護師

看護師

海上保安官

専門家チーム（災害応急対策・災害復旧）

自衛隊部隊（輸送・防疫・医療） 防衛省

関係省庁、民間企業、コンサルタントなどの専門家 JICA

医療班
（医師・看護師など）構造評価専門家

薬剤師 臨床工学技士

薬剤師

外務省

医療調整員理学療法士 診療放射線技師 臨床検査技師

医療調整員

JICA

外務省 JICA

外務省 JICA

 日本の国際緊急援助体制

開発効果を高めるパートナーシップ

機関を通じて招集され、被災地に派遣されます。
救助チームは、国際捜索救助諮問グループ
（INSARAG）から3段階の評価のうち最高分類で
ある「ヘビー」級チームとして認定されています。
　医療チームは、被災地で医療活動を行うこと
を目的として派遣され、これまでに62回※の派
遣実績があります。派遣候補者の多くは医療機
関などで勤務しています。JDR医療チームへの
登録、研修・訓練終了後、海外で大規模な災害
が発災した際に招集されます。2016年に世界
保健機関（WHO）から世界で4番目に緊急医療
チーム（EMT）として認証されたことで、従来実
施してきた外来・初診機能（タイプ1）に加え、
入院・手術・産科機能（タイプ2）や透析、外科
にまで展開可能な活動範囲が広がっています。
　感染症対策チームは、国際的に懸念される感
染症流行の危惧がある場合に派遣され、これま
でに6回※派遣されています。研究機関、医療
機関などに所属する専門家などが事前に研修・
訓練を受け、出動に備えています。
　専門家チームは、災害への緊急な対応や復旧・
復興に向けた支援・助言を行います。これまで
に55回※の派遣実績があり、災害状況、現地ニー

　地球規模の気候変動や地震・火山活動の活発
化などにより、近年、自然災害の発生頻度が高
まるとともに、その形態も、地震、火山噴火、
風水害、森林火災、感染症の流行など多様化し
つつあります。また、被害は年々激甚化する傾
向にあります。
　JICAは海外で大規模な災害が発生した場合に、
被災国政府または国際機関からの要請に基づき、
緊急援助を実施しています。支援の形態には、
国際緊急援助隊（JDR:	Japan	Disaster	Relief	
Team）の派遣と、緊急援助物資供与があります。

国際緊急援助隊の派遣
　JDRには、救助チーム、医療チーム、感染症
対策チーム、専門家チーム、自衛隊部隊の5つ
の派遣形態があります。
　救助チームは、主に大規模な地震災害が発生
した際に派遣され、これまで21回※の派遣実績
があります。警察、消防、海上保安庁から選抜
されたレスキュー隊員、被災物件の安全を守る
構造評価専門家、医療班、そして業務調整員な
どで構成されます。隊員は通常、各所属先で勤
務していますが、災害が発生した際、関係行政

国際緊急援助
被災地に寄り添った支援を、いち早く
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異例の速さでの展開となりました。
　これに続き、同10日からは医療チームを派
遣。国際認証を受けた、手術や入院機能を持ち、
高度な医療を提供できる「タイプ2」体制を初め
て現地で展開しました。これまでの「タイプ1」
相当での活動に比べ、展開規模は約3倍、輸送
物資は5倍近くとなるなど、大規模なオペレー
ションとなりました。派遣も3次隊まで行われ、
合計181人が現地で活動しました。また、「タ
イプ2」の診療に必要な医薬品・資機材など、
30トンを超える大量の物資を輸送するため、
自衛隊機による輸送が行われました。医療チー
ムと自衛隊部隊の連携は初めてです。
　さらに3月10日からは、復旧・復興に向けた
助言を行う専門家チームが派遣され、被災地を
踏査するとともに、トルコ側の専門機関、行政
機関などと協議を行い、提言をまとめました。
　激甚な被害をもたらしたこの災害に対し、緊
急援助物資の供与も重点的に実施し、トルコに
対しては2回にわたり、シリアに対してはシリ
ア赤新月社を通じて、テント、毛布、スリーピ
ングパッドなどを供与しました。

ズに応じて官民の専門家の協力を求め、都度
チームを組織します。
　自衛隊部隊は、人員や物資、資機材の輸送、
そのほかJDRの活動に必要な場合に、外務大臣
から防衛大臣への要請に基づき派遣されます。
これまでに24回※の派遣実績があります。

緊急援助物資供与
　JICAは海外の大規模な災害に対して、必要な
人道救援物資を被災地へ迅速に供与する役割も
担っています。緊急なニーズに対応するため、
テント、毛布、プラスチック・シートをはじめ、
災害地で必要となる基本的な品目をあらかじめ
調達し、世界5カ所の倉庫に備蓄しています。
また、森林火災、油流出事故、感染症の流行な
ど、備蓄品以外でニーズがある場合は、物資を
緊急調達して供与しています。これまで590件※

の緊急援助物資の供与を実施しました。

2022年度はトルコ・シリア大地震被害に対し
大規模オペレーションを実施
　2023年2月6日、トルコ南東部を震源とする
大地震が発生、激甚な被害が生じました。JICA
国際緊急援助隊事務局では発災と同時に支援実
施体制を立ち上げ、関係行政機関と協力し、発
災からわずか12時間余りで救助チームを派遣。

※　2023年3月末現在の実績。

トルコ：より高度な医療の提供に必要な医療資機材を輸送。医療
チームは、野外テント内で初めて外科手術も実施した

トルコ：近隣住民が見守るなかでの捜索・救助活動。救助チー
ムは地震発生翌日から7日間、活動を行った
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平時からの応急対応への備え
　JICAは日本の国際緊急援助活動の事務局とし
て、JDRの機能や現地活動のあり方などを不断
に検討し、実際のアクションに反映すべく、行
動ガイドラインの策定、資機材の準備、関係機
関などとの調整を行っています。また、迅速で
質の高い展開能力を維持・向上するための専門
的研修や総合展開訓練の実施、国際認証の維持
や国際社会との連携協調を重視し、取り組みを
強化しています。
　このほか、技術協力プロジェクトにより、
ASEAN地域における災害医療の連携体制の構
築と能力強化を後押しするとともに、災害にお
ける応急対応から、復旧・復興に向けたシーム
レスな支援の展開に向け、組織を挙げた有機的
な連携の下、事業を行っています。

　先方政府関係者からは、これらの緊急援助が
被災地の人々の命や健康を守ることに大きく寄
与したのみならず、困難ななかで任務を遂行す
るJDR隊員の姿は被災者に大きな勇気を与えた
と、繰り返し謝意が表明されました。
　また、トルコでの緊急援助が進行する2023
年3月、フィリピンではタンカーの転覆・沈没
事故が発生し、流出油による海洋汚染、海岸漂
着などが深刻化する事態となりました。これに
対して油防除を支援するための専門家チームが
派遣されました。
　なお2022年度は、トルコ・シリアを含め、
アジア、大洋州、中東、アフリカ、中南米各地
域の国々に計19回の物資供与を実施していま
す［➡下表を参照ください］。

 2022年度国際緊急援助実績

No 支援時期 被災国・地域 災害区分 援助区分 派遣人数・供与物資など

1 2022年6月		 アフガニスタン 地震 物資供与 毛布、プラスチック・シート、スリーピングパッド、ポリタンク

2 6月 キリバス 干ばつ 物資供与 ポリタンク、浄水器

3 7月 フィリピン 地震 物資供与 テント、ポリタンク、プラスチック・シート、スリーピングパッド、発電機

4 8月 パキスタン 洪水 物資供与 テント、プラスチック・シート

5 10月 ホンジュラス 水害 物資供与 テント、毛布、ポリタンク、浄水器

6 10月 キューバ ハリケーン 物資供与 浄水器、簡易水槽、コードリール、アダプタセット

7 10月 グアテマラ 熱帯低気圧 物資供与 毛布、スリーピングパッド

8 10月 ツバル 干ばつ 物資供与 浄水器、簡易水槽

9 11月 ベリーズ ハリケーン 物資供与 発電機、スリーピングパッド、プラスチック・シート、毛布、テント、変圧器

10 11月 南スーダン 洪水 物資供与 テント、毛布、プラスチック・シート、スリーピングパッド、ポリタンク、浄水器

11 12月 コンゴ民主共和国 洪水 物資供与 毛布、テント、スリーピングパッド

12 2023年2月 トルコ 地震 救助チーム 74名

13 2月 トルコ 地震 医療チーム 75名

14 2月		 イラン 地震 物資供与 毛布

15 2月  チリ 森林火災 物資供与 消火活動用個人防護具、消火用資機材、被災者生活支援機材
16 2月  トルコ 地震 物資供与 テント、毛布、スリーピングパッド
17 2月 シリア 地震 物資供与 テント、毛布、プラスチック・シート、スリーピングパッド
18 2月 トルコ 地震 自衛隊部隊 39名（政府専用機×1機）
19 2月  トルコ 地震 物資供与 毛布、スリーピングパッド、発電機
20 2月  トルコ 地震 医療チーム 65名
21 2月 トルコ 地震 医療チーム 41名
22 3月  トルコ 地震 専門家チーム 11名
23 3月  フィリピン 油流出事故 専門家チーム 8名
24 3月  トルコ 地震 自衛隊部隊 24名（KC-767輸送機×1機） ※実績数値は、2月派遣分と合わせ1派遣。
25 3月  バヌアツ サイクロン 物資供与 ポリタンク、浄水器、発電機
26 3月 マラウイ サイクロン 物資供与 テント、プラスチック・シート、浄水器、ポリタンク
27 3月 モザンビーク サイクロン 物資供与 テント、プラスチック・シート、浄水器、ポリタンク

 関連情報　JICAウェブサイト ＞ 国際緊急援助

62

https://www.jica.go.jp/jdr/index.html


開発効果を高めるパートナーシップ

4,200億円
JICA債の発行総額
（2016年9月－2023年3月）

ソーシャルボンドとしてのJICA債
SDGs達成に向けた貢献ツール

ジェンダー平等の促進、平和構築など、多岐に
わたる分野で開発途上国の安定と持続的発展の
ための事業に使われます。

国内初の「ピースビルディングボンド」を発行
　2022年度は、世界の武力紛争や難民・避難
民の数が増加している問題に着目。トルコでの
シリア難民およびホストコミュニティのための
社会インフラ整備事業や、イラクの復興支援な
ど、紛争や内戦により影響を受けた（受けてい
る）さまざまな国・地域などに対する、平和と
安定や復興を推進する事業に資金使途を限定す
る「ピースビルディングボンド」を国内で初めて
発行しました。
　国内外で平和への関心が高まるなか、SDGs
の目標16「平和と公正をすべての人に」などへ
の貢献ツールとして好評を得ました。

個人向け「JICA SDGs債」を発行
　また、個人が1万円から購入できる「JICA	
SDGs債」も発行しました。個人が気軽に国際協
力に参加する手段の一つとして、多くの方に歓
迎いただいています。
　身近な国際協力、SDGsへの貢献、ESG投資
のツールとして、皆さまに選んでいただけるよ
う、今後もJICA債の発行を継続していきます。

　JICAは、2016年に国内初となるソーシャル
ボンドを発行しました。以降、国内で発行する
すべての債券をソーシャルボンドとして発行、
2022年度までの発行総額は4,200億円に達します。
　ソーシャルボンドとは、社会的課題の解決に
資する事業の資金調達のために発行される債券
です※。ソーシャルボンドとしてのJICA債は、
SDGsへの貢献やESG投資のツールとして注目
を集め、多くの投資家に投資表明をいただいて
います。

調達資金は有償資金協力事業に充当
　JICA債で調達した資金は、有償資金協力事業
に充当され、道路や鉄道などの交通インフラ整
備、再生可能エネルギーを使った電源の開発、

個人向け債券「JICA	SDGs債」のロゴ。「投資を通じて、世界の
課題に取り組む」、この新しい試みが「JICA	SDGs債」です

 関連情報　JICAウェブサイト ＞ 投資家の方

※　	JICAは、国際資本市場協会（ICMA）が公表するソーシャルボンド原則に
適合した債券フレームワークを構築し、第三者評価機関からセカンド
パーティーオピニオンを取得しています。

2020年度

174件

2021年度

276件

2022年度

313件

2019年度

96件

2018年度

47件

2017年度
以前

19件

 JICA債への投資表明件数（累計）
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プロジェクトの
PDCAサイクルにおける

事業評価

妥当性 ■  相手国の開発計画との整合性
■   開発ニーズとの整合性
■  事業計画やアプローチの適切性

整合性 ■  日本政府・JICA 開発協力方針との整合性
■  JICA 内の他の事業・支援などとの連携（相乗効果・シナジーなど）
■  JICA 外の機関との連携・国際的枠組みなどとの協調など

有効性 ■  期待された事業の効果の、目標年次における目標水準の達成度（受益者間の差異にも留意）

インパクト ■  正負の間接的・長期的効果の実現状況（環境・社会配慮を含む）、社会システムや規範、人々の幸福、人権、ジェ
ンダーの平等、環境への潜在的な影響の有無

持続性 ■  政策・制度面、組織・体制面、技術面、財務面、環境社会面、リスクへの対応、運営維持管理の状況

効率性 ■  プロジェクトの投入計画や、事業期間・事業費の計画と実績の比較

 JICAの新評価基準と主な視点

事前評価
計画段階で事業の優先度・必要性、予想さ
れる効果を確認し、事業の実施中や終了後
に効果を確認する際に必要な指標と目標値
の設定を行う。

モニタリング
計画どおりに事業が行われているか、適切
に成果が出ているかなどを確認し、必要に
応じた計画見直しなどを行う。

フィードバック〜アクション
評価結果を、終了した事業の必要なフォロー
に活用するとともに、将来の類似事業の形
成にフィードバック（評価や改善点を伝え、
次の行動を軌道修正）する。

事後評価
効果の発現に向けた取り組みが適切に行わ
れたか、結果として期待された効果が発現
したかなどを重点的に確認し、評価する。事
後評価結果はJICAウェブサイトで公表する。

Learning
事業の改善

Accountability
説明責任 Plan

計画段階

Do
実施段階

Action
改善段階

Check
成果確認段階

質の高い事業を支える取り組み

事業の透明性

事業の改善と説明責任を果たすために
　JICAは、「計画（Plan）→実施（Do）→成果確認（Check）
→改善（Action）」という一連のPDCAサイクルを回しなが
ら、事業を実施しています。「事業評価」はこのPDCAサ
イクルに沿って、事業の改善と国民への説明責任を果た
すことを目的として、実施した各事業の評価や複数事業
の総合的・横断的な評価・分析などを行っています［➡

下図を参照ください］。
　成果の確認段階である「事後評価」では、スキームや評
価主体の違いにかかわらず、基本的な評価枠組みを共通
にすることで、整合的な評価の実施と評価結果の活用を
目指しています。具体的には、①経済協力開発機構／開
発援助委員会（OECD DAC）による国際的なODA評価の視
点である「DAC評価基準」に準拠した評価、②レーティン

 事業評価 
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 JICAの業務運営と業績評価の枠組み

中期（5年）の計画・評価サイクル

JICA
中期計画	
(5年) 自己評価

主務大臣

中期目標の指示
評価結果の通知・公表 提出・公表

評価

評価・見直しへの意見
（事業の改廃勧告※）

評価、業務・組織の
見直し結果の通知

総務省
独立行政法人
評価制度委員会

業務・組織全般の見直し

年度の計画・評価サイクル

JICA
年度計画 自己評価

主務大臣

評価結果の通知・公表
(業務運営改善命令※） 提出・公表

評価

※　主務大臣評価の結果、事業の改廃勧告や業務運営改善命令がなされることがあります。

中期目標
（5年）

質の高い事業を支える取り組み

グ制度を活用した統一的な評価結果の公表、を実施して
います。
　DAC評価基準は、SDGsの理念を反映させるなどのた
め、2019年に改定されました。JICAでもDACの新しい
評価基準に準拠して評価基準を約10年ぶりに見直し、
2021年度に評価を開始した案件から、新評価基準を適
用しています［➡P.64表を参照ください］。

客観性と透明性を確保した評価
　事業実施の効果を客観的に測ることが求められる事後
評価では、原則事業費が10億円以上の事業には、外部
の評価者による評価（外部評価）を実施し、評価結果を
JICAウェブサイトで公開して透明性の確保に取り組んで
います。また、外部有識者で構成される「事業評価外部

有識者委員会」を定期的に開催し、評価の手法や体制、
制度全般などに関する助言を得ています。	

評価結果の活用を重視
　JICAは、事業評価結果を類似した事業の計画・実施や、
協力の基本方針へ反映し、事業および基本方針の改善に
活用しています。また、評価結果は相手国政府にもフィー
ドバックを行い、相手国政府の事業や開発政策などに反
映されるよう努めています。

目標・計画策定と業務実績評価の枠組み
　JICAは「独立行政法人通則法」に則り、5年間の中期計
画と各年度の年度計画に基づき業務を実施しています

［➡P.13を参照ください］。
　そのうえでJICAは各計画の達成状況に関する実績を自
己評価し、主務大臣（外務大臣等）に提出します。主務大
臣はJICAの実績を評価し、その結果を公表します。
　第4期中期目標期間（2017〜2021年度）における業務実

績、また、第4期中期計画の最終年度に当たる2021年度
の業務実績については、主務大臣より「中期計画におけ
る所期の目標を上回って達成していると認められる（総
合評定：A）」と評価されました。

 業績評価 

 関連情報 
 JICAウェブサイト ＞ 事業評価年次報告書、事業評価案件検索

 関連情報  
JICAウェブサイト ＞ 中期計画・年度計画、業務実績等報告書

外務省ウェブサイト ＞ JICAの業務実績評価
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※1　詳しくは	https://partner.jica.go.jp/	をご覧ください。
※2　公募・推薦審査による専門家（短期・長期）のうち2022年度中に新規派遣された延べ人数。業務実施契約コンサルタントの専門家等は含みません。

人財戦略

質の高い事業を支える取り組み

人材の確保
　JICA事業の現場で活躍する専門家は、「国際キャリア
総合情報サイト	PARTNER」※1を通じた公募や関係機関か
らの推薦審査、公示（コンサルタント契約）により選ばれ
ています。海外拠点で事業形成や実施監理を担う企画調
査員は、すべてPARTNERを通じて募集しています。また、
専門分野における卓越した知見を生かし、事業の質の向
上に貢献する国際協力専門員や特別嘱託の確保に努めて
います。

将来を見据えた人材の養成
　将来の開発協力人材の養成を目的として、JICAはさま
ざまなプログラムを提供しています。

　例えば、JICAインターンシップ・プログラムでは大学
生、大学院生、社会人を対象に実務機会を提供していま
す。ジュニア専門員は、将来の専門家を養成する制度で、
中長期的にニーズの高い分野で一定の専門性と経験を有
する人材に対して研修を行っています。また、即戦力と
なる人材の養成を目的として、国際協力の潮流や新たな
課題に関する知識習得を目指す能力強化研修や、海外拠
点への赴任前の研修も実施しています。
　前述のPARTNERでは、国際機関、開発コンサルタント、
NGO／NPO、地方自治体、大学、民間企業など、幅広
い実施主体の求人・インターン情報、研修・イベント情
報を一元的に発信し、開発協力業界の人材プラット
フォームとして活用されています。

 開発協力人材の確保・養成 

 2022年度の実績

人材確保

人材養成

国際協力キャリア
総合情報サイト
PARTNER※1

国際協力専門員

100名

登録者数
（累計）

72,491名

インターンシップ・プログラム

119名
登録団体数
（累計）

2,579団体

ジュニア専門員

36名
求人、

研修・セミナー情報提供件数

3,931件

能力強化研修

554名
キャリア相談件数

202件

専門家赴任前研修

192名

特別嘱託

69名
公募・推薦審査による専門家
（企画調査員は含まず）

419名※2

多様な人材が開発協力のプロとして
活躍する組織を目指して
　JICAの仕事は開発途上国を中心とした海外への転勤や
出張を伴うため、キャリアと生活の両立により一層の工
夫が求められます。さまざまな志や背景を持つ多様な人
材が、JICAのミッションに共感し、開発協力のプロとし
て力を結集し、安心して働きながら、より高い付加価値
を生み出せるような取り組みが必要です。

　そのために、働く環境の整備に加え、互いに認め合い
ながら助け合い、相互の成長を促す組織文化づくりや、
一人ひとりの能力と主体性を引き出す人材養成に取り組
んでいます。

働き方改革の推進
　JICAは、働き方の柔軟化、仕事と家庭生活の両立支援、
残業の抑制などに取り組んでおり、2018年には、総務

 人材（人財） 
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2022年度新入職員研修の一環で実施した海外OJTの様子（マダガスカルの稲
作プロジェクトで現場を体験）

質の高い事業を支える取り組み

省「テレワーク先駆者百選」に公的機関として唯一選出さ
れるなど、外部からも高い評価を受けています。
　2022年度も新型コロナウイルスの感染防止策を十分
に講じながら、開発途上国と日本社会に対する責務を果
たしていくべく、リモート業務の環境整備、在宅勤務制
度の改定、就業時間の弾力化などを実施し、柔軟な働き
方を推進しました。

ダイバーシティ＆インクルージョンの実現に向けて
　JICAは、女性がより一層指導的な役割を担い、活躍で
きる環境の整備に力を入れています。女性管理職比率は、
第4期中期計画（2017年4月〜2022年3月）で掲げた目標
（20%以上）と、日本政府が定めた独立行政法人等全体の
目標（2021年3月までに15%）を早期に達成し、2023年3
月末時点で23.2%となりました。第5期中期計画期間
（2022年4月〜2027年3月）では、目標値を27%と定めて
います［➡下グラフを参照ください］。
　また、職員一人ひとりがさまざまな支援制度を活用し
て、ライフイベントとキャリアの両立に取り組んでいま
す。育児休業を取得した後に子女を帯同して海外赴任す
る女性職員は常時30名程度おり、男女問わず利用可能
な育児時短勤務制度の活用も進んでいます。男性職員の
育児休業取得率も年々上昇傾向にあり、2020年度以降、
毎年度20％以上となっています。
　介護などを巡る情報提供を目的とした「生活設計セミ
ナー」や「介護について話す会」を定期的に開催し、それ
ぞれの状況に合った介護休業や介護休暇制度、外部サー
ビスの活用による仕事と介護の両立も支援しています。

加えて、障害のある職員等も積極的に雇用し、意見交換
会や全スタッフ対象の社内研修などを通じて、障害のあ
る職員等にとって働きやすい職場づくりに努めています。
　海外の拠点で採用された現地職員の育成にも力を入れ
ており、現地での研修や日本での業務従事機会の提供を
進めています。	
	
OJTと主体性・自律性を重視する人材育成
　JICAでは、日々の業務を通じて成長を促すOJT（On	
the	Job	Training）を重視しています。新卒採用職員には、
教育担当と日常指導担当を配置し、業務の指導に注力し
つつ、海外・国内に多くの現場を持つJICAならではの制
度として、新入職員を海外に数カ月間（国内は2週間）派
遣するOJTにより、「現場力」の醸成を図っています。
　さらに、新規採用職員が1日でも早く業務に慣れ、活
躍できるよう、社会人採用職員に対するメンター配置を
進めているほか、職員全員が習得すべきコアスキルをい
つでも学べる「JICAアカデミー」も開講しています。
　また、所属部署以外の業務に従事する「10％共有ルー
ル」や、関心がある業務を体験する「社内インターン研修
制度」、組織内公募による異動ポストの拡充などにより、
職員の主体性を重視しつつ、自律的なキャリア形成を後
押しています。年次や役職などに応じたリーダーシップ
やマネジメントの研修、休職して学位を取得する長期研
修制度、他組織での業務経験を通じて能力を伸ばす出向・
研修制度も実施しています。
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気候変動に対する取り組み

質の高い事業を支える取り組み

 ガバナンス 

　JICAは、主務大臣（外務大臣等）が定める中期目標を達
成するため、気候変動に対する取り組みを含めて、5年間
の中期計画と年度ごとの年度計画を作成し、これらに基
づき業務を実施しています。また、開発途上国向けに
JICAが協力する事業については、実施前の事前評価から、
実施段階でのモニタリング、事後評価、フィードバック
まで、一貫した枠組みによるモニタリング・評価を行う
ことにより、気候変動への対応を含めた事業の開発効果
の向上に努めています［➡P.64を参照ください］。
　さらに、気候変動を含む地球環境保全に関する組織全
体の方針として「JICA環境方針」を2015年に策定すると
ともに、開発途上国向けにJICAが協力する気候変動対策
事業に関する戦略を2021年7月に策定しました。また、
「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（以下、ガイ

ドライン）を指針とした業務運営を行っています［➡P.70

を参照ください］。

取り組みの強化と透明性の確保に向けた組織体制
　組織体制については、組織全体の環境方針は総務部が
担当しつつ、気候変動対策の取り組みを強化するべく、
2010年に地球環境部内に気候変動対策室を設置。また、
ガイドラインの運用は審査部が担当しています。異議申
立に関しては、環境社会配慮ガイドライン異議申立事務
局を設置しており、申し立てられた異議の内容は、事業
担当部から独立した「異議申立審査役」によって審査され
ます。さらに、2023年4月、気候変動を含むサステナビ
リティを包括的に推進するべく、総務部内にサステナビ
リティ推進室を設置しました。

　JICAは、SDGsをはじめ、2015年に採択されたパリ協定、金融安定理事会（FSB）が設置した気候関連財務情報開示タ
スクフォース（TCFD）の2017年の提言、2020年に日本政府が発表した2050年カーボンニュートラル宣言などを踏まえて、
気候変動対策の取り組みと発信の強化を重要な施策の一つとしており、日本政府の方針に沿ってカーボンニュートラル
な社会の実現に向けて取り組んでいきます。

 戦略 

国際的目標の達成に向けたアクション
　JICAは2021年7月に策定した気候変動対策事業に関す
る戦略に基づき、開発途上国のパートナーとして、カー
ボンニュートラルな社会への移行と気候変動に強靭な社
会の構築に向けた協力を推進し、持続的な開発をリード
します。また、これらの取り組みを通じて、パリ協定の
ほか、仙台防災枠組、生物多様性条約、大阪ブルー・オー
シャン・ビジョン、SDGsが掲げる国際的な目標の達成
に向けた貢献を目指しています。
　具体的には以下のアクションを掲げています。
１	．パリ協定の実施促進のための、開発途上国の気候変
動対策の計画策定・実施支援、温室効果ガス（GHG）
インベントリ作成支援、GHG排出量の透明性の向上

に向けた枠組みの強化、気候資金※の導入・活用
２	．エネルギー、都市開発、運輸交通、森林などの自然
環境保全、農業、環境管理、防災、水資源管理、保健
医療などの案件の推進を通じた、開発課題の解決と気
候変動対策の相乗効果（シナジー）を目指す、コベネ
フィット型の気候変動対策の推進

日本政府が打ち出す新たな戦略にも対応
　2023年6月に日本政府が決定した「インフラシステム
海外展開戦略2025（令和5年6月追補版）」では、以下の
とおり記載されています。

　「世界の脱炭素化をリードしていくため、日本固
有のエネルギー・発電事情の経験を活かし、相手国
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質の高い事業を支える取り組み

 指標と目標 

 リスク管理 

　JICAは、事業における気候リスク（ハザード、暴露、
脆弱性）の特定や評価を行い、案件形成段階で対応策を
検討しています。具体的には、「気候変動対策支援ツー
ル（JICA	Climate-FIT）」を活用し、気候リスクの評価を行
い、気候変動対策（緩和策・適応策）に資する活動を組み
込む可能性について検討を行っています。
　また、事業の計画立案段階で実施する「協力準備調査」

のニーズを深く理解した上で、風力、太陽光、地熱、
水力等の再生可能エネルギーや水素、アンモニア、
エネルギーマネジメント技術、二酸化炭素回収・利
用・貯留（CCUS）／カーボンリサイクル、海洋温度
差発電等も含めたCO2排出削減に資するあらゆる選
択肢の提案やパリ協定の目標達成に向けた長期戦略
など脱炭素化に向けた政策の策定支援を行うトラン
ジション協力を進める。加えて、F／Sや実証事業
など初期段階からの支援を図りつつ、多様な選択肢
の提供も強みとする官民一体となったパッケージ型
提案力の強化を行う。」

　JICAでは、こうした日本政府の方針を踏まえて、気候
変動への取り組みを進めていきます。

気候変動による「機会」と「リスク」
　気候変動による主な機会としては、再生可能エネル

　JICAは、気候変動により、JICA事業とSDGsを中心と
した開発インパクト達成におけるリスクが高まるとの認
識の下、GHG排出量や気候関連のリスクと機会を評価
し管理する枠組みの導入を進めています。

や「詳細計画策定調査」を通じて、相手国等による環境社
会配慮の調査や手続きを支援する場合があります。研修
事業などの技術協力により、気候変動分野における相手
国等の能力強化を支援するとともに、日本側の支援体制
を強化するため、内外関係者を対象とした能力強化研修
や開発途上国の環境社会配慮に関する情報収集、他機関
との情報交換も行っています。

ギー・省エネルギー促進や森林保全などの緩和策、防災
などの適応策に関する事業への協力、緑の気候基金から
の受託事業の推進、気候変動対策に資する調査・研究の
拡大などを通じた、開発途上国におけるカーボンニュー
トラルな社会の実現のためのさらなる貢献があります。
　一方で、主なリスクとしては、開発途上国での自然災
害の増加によるJICA事業への影響（物理的リスク）、法規
制などの強化や急速な技術の進展などによるJICA事業に
おける気候変動の対応コストの増加（移行リスク）などが
あります。JICAは、気候変動によるリスクの影響を把握
するために、シナリオ分析を実施しています。また、移
行（トランジション）支援戦略についても検討を進めます。

　また、国内のオフィスと所有施設におけるエネルギー
使用量について目標を設定し、その削減に引き続き取り
組んでいきます。

 関連情報  JICAウェブサイト ＞ 気候変動・環境への取り組み、気候変動、サステナビリティ・レポート

※　	各国の公的資金、世界銀行などの国際開発金融機関や民間部門が、気候変動対策のた
めに拠出する資金。気候変動対策は、GHGの排出抑制・吸収増進のための取り組み（緩
和策）、気候変動の影響に対応する被害の防止・軽減のための取り組み（適応策）、お
よびその両方に資する事業を指します。
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　JICAは「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（以
下、「ガイドライン」）と「国際協力機構環境社会配慮ガイ
ドラインに基づく異議申立手続要綱」（以下、「異議申立
手続要綱」）に基づき、環境社会配慮確認を行っています。

ガイドラインと異議申立手続要綱のポイント
　JICAは、協力事業が自然環境や社会環境に与える影響
を抑え、持続可能な開発が行われるよう、ガイドライン
を定めています。事業実施に際しては、このガイドライ
ンの下、相手国等のプロジェクトが環境や地域社会に与
える影響を回避または最小化し、受け入れることができ
ないような影響をもたらすことがないよう、相手国等に
よる適切な環境社会配慮の確保の支援と確認を行います。
また、現地の住民からの異議を受け付け、ガイドライン
が遵守されていないおそれがある場合には、調査・調整
を行う異議申立制度を整備しています。
　2022年1月に12年ぶりにガイドラインを改正し、気候
変動への対応として温室効果ガス総排出量の推計や公表
の取り組みを盛り込みました。また、事業計画の早期の
段階で対外情報発信・対話を促進し、開発効果をより迅
速に発現させることを目指し、環境アセスメント報告書
の情報公開の要件を見直しました。さらに、影響を受け
る現地の人々の環境社会配慮確認プロセスへの適切な参
加が確保されるよう、世界銀行などの国際機関の対応を
踏まえ、従来の取り組み指針を拡充・見直しています。
　ガイドラインの改正に併せて、異議申立手続要綱につ
いても、異議申立審査役の独立性・中立性の明確化、十
分な調査期間の確保、申立要件の見直しによるアクセス
向上などの観点から改正しました。

環境社会配慮確認のプロセスと透明性の確保
　環境社会配慮確認のプロセスは、①環境や社会への影
響度合いに応じて4つのカテゴリに分類する「スクリー
ニング」、②事業実施を決定する際に環境社会配慮の確
認を行う「環境レビュー」、③事業実施から完了後まで環
境や社会への影響を調査する「モニタリング」の3つの工
程から成ります［➡図を参照ください］。
　各工程において、説明責任と多様なステークホルダー
の参加を確保するため、環境社会配慮に関する情報公開
を相手国等の協力の下で積極的に行っています。
　その一環として、公募で選ばれた外部専門家から成る

「環境社会配慮助言委員会」を常設し、協力事業における
環境社会配慮の支援と確認に関する助言を得ています。
さらに、透明性と説明責任を確保するため、同助言委員
会の議事録や相手国等が作成した環境社会配慮に関する
文書を公開しています。

ウェブサイトで
カテゴリ分類結果
を公開

ウェブサイトで
協力準備調査、
環境社会配慮文書
を公開

ウェブサイトで
環境レビュー結果
を公開

相手国等で一般に
公開されている
モニタリング結果を
ウェブサイトで公開

プロジェクト検討開始

合意文書締結

スクリーニング

協力準備調査
（必要に応じ実施）

環境レビュー

モニタリング

A B FI C

助言
委員会

助言
委員会

助言
委員会

環境カテゴリ分類

 環境社会配慮確認の手続き

環境社会配慮

質の高い事業を支える取り組み

 関連情報  JICAウェブサイト ＞ 気候変動・環境への取り組み
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マラウイ：海外協力隊員連絡所の隣家との境の塀。侵入を防ぐための有刺鉄
線を張り巡らせている（同国での安全対策巡回調査時に撮影）

新たな安全対策宣言の策定
　JICAは2016年7月1日にバングラデシュで発生した	
「ダッカ襲撃テロ事件」をきっかけとして、2017年11月
に「安全対策宣言」を発表しました。国際協力に従事する
関係者が、安全に渡航し、安全に事業を行い、安全に帰
国できるよう、諸策に取り組む強い決意を内外に表明し
ました。2022年の田中明彦理事長の就任後、安全対策
宣言を改めて策定し、JICA内外に発信しました。宣言で
は、「人命最優先」、「最適の安全対策」、「当事者意識」の
3本柱を定めています。	
	
withコロナでの安全対策
　新型コロナウイルス感染症に関し、医療・移送体制の
確認を踏まえて渡航再開を進めてきました。2023年3月
末時点の渡航再開国数は126カ国となっています。2022
年12月からは、新型コロナウイルス感染症を理由とし
た全JICA関係者の渡航に関する制限を廃止しました。
　また、新型コロナウイルスの世界的な流行の長期化な
どによる一般犯罪事案の増加・凶悪化を踏まえ、実際に
起きた犯罪を基に、海外で活動する事業関係者へ向けて
広く注意喚起を行いました。すべての海外拠点で安全対
策連絡協議会を実施し、日本に一時帰国している間の留
守宅の警備強化といったコロナ禍での治安上の安全対策
強化について、計30カ国956人へ具体的な注意喚起や指
導を行いました（2023年3月末現在）。

安全対策の一層の強化 
　世界的な新型コロナウイルス感染症の影響に加え、
ウクライナ情勢などによる物価高騰などによって治安情

勢の悪化が一層顕著となっている状況の下、前述の注意
喚起や全海外拠点での安全対策連絡協議会のほかにも、
犯罪事案の増加・凶悪化の傾向を考慮した安全対策に取
り組んでいます。	
　総合的な情報収集・分析に基づく安全対策の適時適切
な見直しと運用、一般犯罪・テロなどに対する注意喚起、
JICA内外の関係者を対象とした安全対策研修（一部はオ
ンラインセミナーとして実施）、本部24時間待機体制の
維持・強化などを継続的に実施しました。そのほか、
2022年度は、コンサルタント・大学などの事業関係者
向け健康管理・安全対策セミナーや、犯罪事案が増加傾
向にあったサブサハラ・アフリカ地域の拠点における講
習会や海外協力隊員向け安全セミナーなども実施しま
した。	
　JICAでは「自らの安全は自らが守る」を基本に、事業関
係者のセルフディフェンス能力の向上を図っており、そ
の取り組みの一つが、『海外安全対策ハンドブック』の刊
行です。セルフディフェンスの基本事項をこのハンド
ブックに集約し、事業関係者一人ひとりの安全意識の醸
成、行動の変容、セルフディフェンスの実践をサポート
しています。2022年3月には電子ブック版をリリースし
たことで、ハンドブックへのアクセスが容易となり汎用
性を高めました。	
　また、JICAとの直接の契約関係に基づいて派遣される
事業関係者に対しては、渡航前のセルフディフェンス研
修の受講を必須としています。法人との契約に基づいて
派遣される関係者や、資金協力事業関係者に対しても
オープンな研修を実技、座学それぞれ年12回実施して
おり、渡航前の受講を推奨しています。

安全対策

質の高い事業を支える取り組み

 関連情報  JICAウェブサイト ＞ 安全対策

セルフディフェンス研修（実技）の様子。爆発物に遭遇した際の対処法を学ぶ
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 内部統制 

※１　監査報告は理事長を経由して主務大臣に提出されます。
※２　主務大臣にも意見を提出することができます。

　JICAは、業務の有効性・効率性を向上させ、法令等を遵
守し、「独立行政法人国際協力機構法」に定められた目的
を達成するため、内部統制システムを含めたコーポレー
トガバナンス体制を整備し、事業に取り組んでいます。
　具体的には、「独立行政法人通則法」に定める内部統制
を推進するべく、JICAを代表しその業務を総理する理事
長の下、総務部担当理事を内部統制担当理事とし、総務
部長を総括内部統制推進責任者とした内部統制推進体制
を整備しています。この体制下、内部統制の推進状況を
モニタリングし、内部統制上の重要事項を取りまとめる
とともに、その結果について理事会に報告します。
　また、独立部門として監査室を設置し、業務が適正か
つ効率的に遂行されるように内部監査を実施しています。

さらに、監事監査や会計監査人監査を受け、その監査結
果を踏まえて必要な業務改善を行うことで、ガバナンス
の質を確保しています。
　そのほか、内部統制に関する内部規程を整備するとと
もに、業務の方法について基本的事項を定めた「独立行
政法人国際協力機構業務方法書」を整備し、また、内部
統制の取り組み方針を「JICAにおける内部統制」として取
りまとめ、公開することで、内部統制に関する意識向上
と取り組み強化に努めています。
　重要な内部統制に関連する事項については、委員会を
設置し、審議などを行っています。また、法令違反など
の早期発見と未然防止を主な目的とし、内部通報窓口と
外部通報窓口を設置し、運用しています。

コーポレートガバナンス

質の高い事業を支える取り組み

理事長

理事会
委員長

（理事長、副理事長または担当理事）

コンプライアンス委員会

サステナビリティ委員会

リスク管理委員会

有償資金協力勘定リスク管理委員会

情報セキュリティ委員会

情報システム委員会

コーポレートガバナンスの
主な関連委員会

内部統制担当理事

総括内部統制推進部門
（総括内部統制推進責任者：総務部長）

主任内部統制推進責任者
（各部門の長）

内部統制の
推進

確認

監査室

内部監査の
実施

報告

報告

報告

報告

監事

会計監査人

報告

監査

監査

報告※1・意見※2

報告

 JICAのコーポレートガバナンス

72



 金融リスク管理 

 コンプライアンス、リスク管理 

コンプライアンス 
　JICAは、日本のODAの実施機関として、法令やルール
の順守はもちろん、社会的規範に則して、国民や国際社
会の期待に応えることが重要です。
　コンプライアンス体制の適切な確保のために、役職員
やODA事業の関係者を対象とする規程やガイドライン
などを設けています。なかでも、「独立行政法人国際協

　有償資金協力業務（円借款、海外投融資）の実施にあ
たっては、信用リスク、市場リスク、流動性リスク、オ
ペレーショナルリスクなどのリスクを伴います。リスク
の内容や大きさ、あるいは対処の方法は一般の金融機関
と異なりますが、JICAでは一般の金融機関のリスク管理
手法を援用した円借款債権などの適切な管理が重要と考
えています。
　具体的には、有償資金協力業務におけるリスク管理を
組織的に対応すべき経営課題と位置づけ、「独立行政法
人国際協力機構有償資金協力勘定統合的リスク管理規
程」を策定し、同規程のなかで、有償資金協力勘定が業
務の過程でさらされているさまざまなリスクを識別、測
定、モニタリングし、業務の適切性や適正な損益水準の

力機構コンプライアンスに関する規程」においては、役
職員のコンプライアンス意識の醸成、業務運営の公正性
の確保を目的として、事故報告、内部通報、外部通報と
いった各種制度や、コンプライアンス委員会の設置につ
いて定めています。また、JICAの関連事業で贈収賄など
の不正行為が行われないよう、不正腐敗情報相談窓口な
どによる不正腐敗防止にも取り組んでいます。

リスク管理
　中期計画などの組織の目標や計画を効果的・効率的に
達成するにあたって、業務実施の障害となる要因をリス
クと定義し、リスクへの対応体制を確保のうえ、事業の
確実な実施を目的にリスクの特定・評価と対応を行って
います。
　各部署では、毎年度自らの部署の業務に関わるリスク
を特定し、組織や業務への影響を評価のうえ、当該リス
クの低減に取り組んでいます。内部統制担当理事を委員
長として開催する「リスク管理委員会」において、リスク
の評価とリスクへの対応に必要な事項を確認・検討する
ことによって組織的な対応を強化しています。

確保を図ることを目的と定めています。その目的に資す
るため、「有償資金協力勘定リスク管理委員会」を設置し、
統合的リスク管理に関する重要事項を審議しています。

信用リスク
　信用リスクとは､ 与信先の財務状況の悪化などにより
資産（オフ・バランス含む）の価値が減少または消失し、
損失を被るリスクです。有償資金協力の主たる業務であ
る融資業務において、信用リスク管理は重要な位置を占
めます｡ 与信の大半を占める円借款に伴うソブリンリス
ク（外国政府･政府機関向け与信に伴うリスク）について
は、公的機関として相手国政府関係当局や国際通貨基金
（IMF）・世界銀行などの国際機関あるいは地域開発金融

①	独立行政法人として、業務内容及び財務基盤の両
面にわたり運営の透明性・公正性を高め、国民の
信頼を確保します。

②	開発援助により国際経済社会の健全な発展に寄与
し、国際社会における信頼を確保します。

③	開発途上地域のニーズに応え、機動的に質の高い
業務を実現します。

④	業務遂行に当たり、自然環境及び社会環境に配慮
します。

⑤	広く社会とのコミュニケーションを図り、透明性
の高い組織風土を保ちます。

 JICAのコンプライアンス・ポリシー

質の高い事業を支える取り組み
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質の高い事業を支える取り組み

機関、先進国の開発金融機関や民間金融機関との意見交
換を通じて、融資先となる外国政府・政府機関や相手国
の政治経済に関する情報を幅広く収集し、評価していま
す。海外投融資については、企業向け与信に伴うリスク
を評価しています。

1. 信用格付
　JICAは独自の信用格付制度を有しており、すべての与
信先に対して信用格付を付与しています。信用格付は、
個別与信の判断の参考とするほか、貸倒引当金の算出、
信用リスク量の計測にも活用するなど、信用リスク管理
の基礎を成すもので、債務者をソブリン債務者、非ソブ
リン債務者に分け、それぞれの信用格付体系を適用して
格付を付与し、随時見直しも行っています。

2. 資産自己査定
　資産自己査定は、金融機関が自ら保有する資産を、回
収不能となる危険性、または価値の毀

き

損
そん

に関する危険性
の度合に応じて区分する取り組みです。信用リスク管理
の手段であり、償却・引当の適時適切な実施のためにも
必要です。JICAは一般の金融機関に適用される法律も参
照しながら、内部規程などを整備して資産自己査定を実
施するとともに、適切な牽

けん

制機能を維持するため、事業
部門による第一次査定、審査部門による第二次査定を行
う体制を取っています。

3. 信用リスク計量
　有償資金協力勘定では、前述の個別与信管理に加え、
ポートフォリオ全体のリスク量把握のため、信用リスク
の計量にも取り組んでいます。信用リスクの計量にあ
たっては、長期の貸出、開発途上国・新興国向けのソブ
リン融資が大半というローン・ポートフォリオの特徴、
パリクラブなど国際的支援の枠組み（公的債権者固有の
債権保全メカニズム）などを織り込んだ独自の信用リス
ク量の計測を行っています。

市場リスク
　市場リスクとは､ 為替、金利などの変動により保有す
る資産・負債の価値が変動し、損失を被るリスクです。
　JICAの長期にわたる固定金利融資については、市場金
利の変動により損失を被る金利リスクを負っていますが、

政府出資金受入や利益剰余金積立による自己資本の備え
などにより、金利リスク吸収力を高めています。
　また、ヘッジ目的に限定した金利スワップ取引を行い、
金利変動による不利な影響の軽減に取り組んでいます。
金利スワップ取引の取引相手先に関する市場性信用リス
クについては、取引相手先ごとの取引時価と信用状態の
把握に常時努めるとともに、必要に応じた担保徴求によ
り、適切に管理しています。
　外貨建て貸付や外貨返済型円借款などに伴い発生し得
る為替リスクについては、外貨建て債務による資金調達
や、通貨スワップなどを利用して回避あるいは抑制を
行っています。
　また、海外投融資では、外貨建て出資を行っており、
出資先の評価額は為替リスクにさらされています。この
為替リスクについては、出資先所在国通貨の為替変動を
モニタリングすることで管理しています。

流動性リスク
　流動性リスクは、資金繰りリスクと市場流動性リスク
を指します。資金繰りリスクとは、運用と調達期間のミ
スマッチや、予期せぬ回収遅延・支出増加により、必要
な資金確保が困難になる、または通常よりも著しく高い
金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被
るリスクを意味します。市場流動性リスクとは、市場の
混乱などにより市場で取引できなくなる、または通常よ
りも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることに
より損失を被るリスクを意味します。
　有償資金協力業務では、資金繰りの管理に加えて財政
投融資資金借入、財投機関債発行などの多様な資金調達
手段の確保により流動性リスクを回避しています。

オペレーショナルリスク
　オペレーショナルリスクとは、業務の過程、役職員の
活動もしくはシステムが不適切であること、または外生
的な事象により損失を被るリスクをいいます。JICAにお
いて、事務に関わること、システムに関わること、内外
の不正などにより生じるリスクをオペレーショナルリス
クとしており、コンプライアンス推進の一環として管理
しています。
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 組織・業務運営の改善への取り組み 

質の高い事業を支える取り組み

　JICAは、中期目標・計画に基づき、組織・業務運営の
改善に取り組んでいます。

戦略的な事業運営のための組織基盤づくり
　2022年度は、サステナビリティ委員会を設置しまし
た。この委員会では、サステナビリティに関わる組織全
体の方針、戦略、推進体制、組織運営、事業運営、情報
開示に関わることなどを審議します。この委員会の下、
組織全体でサステナビリティ関連活動を推進しています。
また、2022年2月のロシアによるウクライナ侵攻を受け
た同国や周辺国への支援業務などを集中的に担うため、

ウクライナ支援室を設置しました。さらに、調達業務改
革の一層の促進などを目的として、調達推進担当特命審
議役ならびに調達・派遣業務部内に調達推進第一課およ
び調達推進第二課を設置しました。

業務運営の効率化、適正化
　JICAは、日本の開発協力に対する内外の期待や要請に
機動的に対応するため、業務運営の合理化に向け、固定
的経費の削減などによる経費の効率化、人件費管理の適
正化、保有資産の必要性の見直しなどを進めています。

 情報セキュリティ・個人情報保護 

　JICAでは、情報セキュリティ・個人情報保護に関係す
る規程類を整備し、これらの遵守に取り組んでいます。
　情報セキュリティについては、「政府機関等のサイバー
セキュリティ対策のための統一基準群」（令和3年度版）
を踏まえて内部規程を定め、対策を推進しています。ま
た、次期の情報システム基盤や情報通信網の整備に向け
て、サイバー攻撃などのリスクへの対策の充実を検討し
ています。
　個人情報保護については、「個人情報の保護に関する
法律」（平成15年5月30日法律第57号）の改正に伴い、内

部規程を改正しました。また、欧州連合（EU）「一般デー
タ保護規則（GDPR）」の新しい標準契約条項（SCC）への対
応を行っています。
　情報セキュリティ・個人情報保護の重要性が一層高ま
るなか、役職員等向けの訓練・研修や、情報セキュリティ
事案発生時の即時対応チーム（CSIRT）の体制強化など、
運用面の強化にも引き続き取り組んでいます。

 関連情報  JICAウェブサイト ＞ 個人情報保護制度

 情報公開 

　JICAでは、「独立行政法人等の保有する情報の公開に
関する法律」に基づき、JICAウェブサイトなどで、組織・
業務・財務に関する情報、その評価・監査に関する情報、

調達・契約に関する情報、関連法人に関する情報などを
公開しています。

 関連情報  JICAウェブサイト ＞ 情報公開
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組織図
（2023年7月1日現在）

理事長室

監査室

総務部

安全管理部

情報システム部

広報部

人事部

財務部

管理部

企画部

東南アジア・大洋州部

東・中央アジア部

南アジア部

中南米部

アフリカ部

本部

中東・欧州部

民間連携事業部

ガバナンス・平和構築部

人間開発部

経済開発部

社会基盤部

地球環境部

国内事業部

資金協力業務部

審査部

調達・派遣業務部

インフラ技術業務部

評価部

青年海外協力隊事務局

国際緊急援助隊事務局

緒方貞子平和開発研究所

国内拠点

海外拠点

職員数：1,968人

（注）国内拠点、海外拠点についてはP.80-81を参照ください。

副理事長

理事

監事

理事長

上級審議役等
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役員一覧
（2023年7月1日現在）

役職名 氏名 就任日

理事長 田
た

中
なか

　明
あき

彦
ひこ

2022年4月1日
［前職］	政策研究大学院大学長

副理事長 山
やま

田
だ

　順
じゅん

一
いち

2020年5月23日
［前職］	国際協力機構　理事

理事 横
よこ

山
やま

　正
ただし

2019年10月1日（再任）
［前職］	財務省　大臣官房企画調整主幹

理事 中
なか

澤
ざわ

　慶
けい

一
いち

郎
ろう

2020年5月23日（再任）
［前職］	国際協力機構　企画部長

理事 柴
しば

田
た

　裕
ひろ

憲
のり

2020年7月1日（再任）
［前職］	経済産業省　大臣官房審議官（通商戦略担当）

理事 小
お

野
の

寺
でら

　誠
せい

一
いち

2021年7月1日（再任）
［前職］	国土交通省　大臣官房参事官（グローバル戦略担当）

理事 井
い

本
もと

　佐
さ

智
ち

子
こ

2021年10月1日
［前職］	国際協力機構　広報部長

理事 安
あん

藤
どう

　直
なお

樹
き

2022年10月1日
［前職］	国際協力機構　企画部長

理事 宮
みや

崎
ざき

　桂
かつら

2022年10月1日
［前職］	国際協力機構　ガバナンス・平和構築部長

理事 井
い

倉
くら

　義
よし

伸
のぶ

2022年12月1日
［前職］	国際協力機構　人事部長

監事 佐
さ

野
の

　景
けい

子
こ

2022年7月1日
［前職］	国際協力機構		経済開発部長

監事 関
せき

口
ぐち

　典
のり

子
こ

2022年7月1日
［現職］	関口典子公認会計士事務所　代表

監事（非常勤）赤
あか

羽
はね

　貴
たかし

2022年12月1日
［現職］	アンダーソン・毛利・友常　法律事務所　外国法共同事業　

マネジング・パートナー

（理事および監事は就任順）

１．	役員の人数：独立行政法人国際協力機構法第
7条の規定により、理事長、副理事長1人以内、
理事8人以内および監事3人。

２．	役員の任期：独立行政法人通則法第21条の
規定により、理事長の任期は任命の日から当
該任命の日を含む中期目標の期間の末日まで、
監事の任期は任命の日から対応する中期目標
の期間の最後の事業年度についての財務諸表
承認日まで。独立行政法人国際協力機構法第
9条の規定により、副理事長の任期は4年、
理事の任期は2年。

組織データ
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財務諸表の概要

（単位：百万円）

資産の部 金額 負債の部 金額
流動資産 流動負債
　現金及び預金 	303,887	 　運営費交付金債務 63,662
　その他 	24,920	 　無償資金協力事業資金 	218,148	
固定資産 　その他 26,714
　有形固定資産 	39,822	 固定負債
　無形固定資産 	2,734	 　資産見返負債 	8,348	
　投資その他の資産 	15,215	 　退職給付引当金 	13,261	

　その他 	486	
負債合計 	330,619	

純資産の部
資本金
　政府出資金 	61,152	
資本剰余金 	△	24,255	
利益剰余金 	19,062	
純資産合計 	55,959	

資産合計 	386,578	 負債純資産合計 	386,578	

（単位：百万円）

資産の部 金額 負債の部 金額
流動資産 流動負債
　現金及び預金 	302,830	 　1年以内償還予定

　財政投融資資金借入金 	141,879	
　貸付金 	15,125,568	
　　貸倒引当金（△） 	△	240,443	 　その他 	74,287	
　その他 	84,993	 固定負債
固定資産 　債券 	1,204,619	
　有形固定資産 	9,137	 　財政投融資資金借入金 	3,828,725	
　無形固定資産 	9,227	 　その他 	9,447	
　投資その他の資産 負債合計 	5,258,958	

　　破産債権、再生債権、
　　更生債権その他
　　これらに準ずる債権

87,063
純資産の部

資本金
　政府出資金 	8,296,278	

　　　貸倒引当金（△） △	87,063 利益剰余金
　　その他 	181,903	 　準備金 	1,855,344	

　その他 	54,348	
評価・換算差額等 	8,288	
純資産合計 	10,214,257	

資産合計 15,473,216	 負債純資産合計 15,473,216	

（単位：百万円）

金額
経常費用	 	265,331	
　業務費 	253,465	
　　重点課題・地域事業関係費 	74,602	
　　国内連携・外国人材受入等事業関係費 	13,009	
　　間接業務費 	41,802	
　　無償資金協力事業費 	108,682	
　　その他 	15,369	
　一般管理費 	11,856	
　その他 	11	
経常収益	 	218,791	
　運営費交付金収益 	103,454	
　無償資金協力事業資金収入 	108,682	
　その他 	6,655	
臨時損失 	87	
臨時利益 	86	
前中期目標期間繰越積立金取崩額 	49,217	
当期総利益 	2,675	

（単位：百万円）

金額
経常費用 	112,819	
　有償資金協力業務関係費 	112,819	
　　債券利息 	20,260	
　　借入金利息 	16,902	
　　金利スワップ支払利息 	6,350	
　　業務委託費 	21,899	
　　金融派生商品費用 9,525
　　物件費 	14,294	
　　その他 23,588
経常収益 	167,170	
　有償資金協力業務収入 	161,290	
　　貸付金利息 	127,304	
　　受取配当金 	9,127	
　　その他 	24,859	
　その他 	5,881	
臨時損失 	9	
臨時利益 	5	
当期総利益 	54,348	

一般勘定 有償資金協力勘定

1. 貸借対照表の概要
　令和4年度末現在の資産合計は386,578百万円と、前年度末比
29,965百万円増となっております。これは、現金及び預金の35,655
百万円増が主な要因です。なお、現金及び預金の残高303,887百万
円には、無償資金協力案件における贈与に充てるための資金が
225,035百万円含まれております。負債合計は330,619百万円と、前
年度末比96,767百万円増となっております。これは、運営費交付金
債務の63,662百万円増（皆増）および無償資金協力事業資金の39,895
百万円増が主な要因です。

1. 貸借対照表の概要
　令和4年度末現在の資産合計は15,473,216百万円と、前年度末比
1,232,006百万円増となっております。これは、貸付金の増加
1,072,421百万円が主な要因です。負債合計は5,258,958百万円と、
前年度末比1,127,034百万円増となっております。これは、財政融
資資金借入金の増加927,822百万円が主な要因です。

（注1）四捨五入の関係上、合計が一致しないことがあります。
（注2）より詳細な財務状況は別冊（資料編）を参照ください。

2. 損益計算書の概要
　令和4年度の経常費用は265,331百万円と、前年度比38,247百万
円増となっております。これは、無償資金協力事業費の51,117百万
円増が主な要因です。経常収益は218,791百万円と、前年度比
54,902百万円減となっております。これは、運営費交付金収益の
104,937百万円減および無償資金協力事業資金収入の51,117百万円
増が主な要因です。

2. 損益計算書の概要
　令和4年度の経常費用は112,819百万円と、前年度比16,727百万
円減となっております。これは、貸倒引当金繰入が前年度比37,633
百万円減、債券利息が前年度比11,829百万円増となったことが主な
要因です。経常収益は167,170百万円と、前年度比14,757百万円増
となっております。これは、貸付金利息が前年度比8,759百万円増
となったことが主な要因です。上記経常損益の状況に加えて臨時損
益として、固定資産除却損等9百万円、固定資産売却益5百万円を
計上した結果、令和4年度の当期総利益は54,348百万円と、前年度
比31,537百万円増となっております。

（注1）四捨五入の関係上、合計が一致しないことがあります。
（注2）より詳細な財務状況は別冊（資料編）を参照ください。
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予算

1   一般勘定 収入支出予算（2023年度）

2   有償資金協力部門 資金計画 （2023年度）

（百万円）

区分 2023年度

収入 152,739

　運営費交付金収入 150,302

　施設整備費補助金等収入 1,549

　事業収入 298

　受託収入 513

　寄附金収入 78

　その他の収入 ─

　前中期目標期間繰越積立金取崩収入 ─

支出	 152,739

　業務経費 137,105

　　（うち特別業務費を除いた業務経費） 136,225

　施設整備費 1,549

　受託経費 513

　寄附金事業費 78

　一般管理費 13,494

（億円）

2023年度

出融資計画 直接借款（円借款） 17,685

海外投融資 1,255

合計 18,940

原資 一般会計出資金 478

財政投融資 12,686

財投機関債 800

その他自己資金等 4,976

合計	 18,940

（注1）	「2023年度計画」別表１に基づく（	https://www.jica.go.jp/disc/chuki_nendo/ku57pq00000t0aea-att/2023_00.pdf	）。
（注2）	四捨五入の関係上、合計が一致しないことがあります。
（注3）		無償資金協力の計画は、閣議により決定されるため、独立行政法人国際協力機構法（平成14年法律第136号）第13条第1項第3号イに規定される業務における贈与資金に関する予算、収支計

画および資金計画は記載していません。

（注）	四捨五入の関係上、合計が一致しないことがあります。
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本部・国内拠点・海外拠点
（2023年7月1日現在）

JICA北海道
（札幌／ほっかいどう地球ひろば）
TEL:	011-866-8333	（代表）
〒003-0026　北海道札幌市白石区本通16丁目南4-25
https://www.jica.go.jp/domestic/sapporo/index.html
ほっかいどう地球ひろば
https://www.jica.go.jp/domestic/hokkaido-hiroba/index.html

（帯広）
TEL:	0155-35-1210	（代表）
〒080-2470　北海道帯広市西20条南6丁目1-2
https://www.jica.go.jp/domestic/obihiro/index.html

JICA東北
TEL:	022-223-5151	（代表）
〒980-0811
宮城県仙台市青葉区一番町4-6-1	仙台第一生命タワービル20階
https://www.jica.go.jp/domestic/tohoku/index.html

JICA二本松
TEL:	0243-24-3200	（代表）
〒964-8558　福島県二本松市永田字長坂4-2
https://www.jica.go.jp/domestic/nihonmatsu/index.html

JICA筑波
TEL:	029-838-1111	（代表）
〒305-0074　茨城県つくば市高野台3-6
https://www.jica.go.jp/domestic/tsukuba/index.html

JICA東京
TEL:	03-3485-7051	（代表）
〒151-0066　東京都渋谷区西原2-49-5
https://www.jica.go.jp/domestic/tokyo/index.html

JICA横浜
TEL:	045-663-3251	（代表）
〒231-0001　神奈川県横浜市中区新港2-3-1
https://www.jica.go.jp/domestic/yokohama/index.html

JICA駒ヶ根
TEL:	0265-82-6151	（代表）
〒399-4117　長野県駒ヶ根市赤穂15
https://www.jica.go.jp/domestic/komagane/index.html

JICA北陸
TEL:	076-233-5931	（代表）
〒920-0853　石川県金沢市本町1-5-2	リファーレ4階
https://www.jica.go.jp/domestic/hokuriku/index.html

JICA中部／なごや地球ひろば
TEL:	052-533-0220	（代表）
〒453-0872　愛知県名古屋市中村区平池町4丁目60-7
https://www.jica.go.jp/domestic/chubu/index.html
なごや地球ひろば　
https://www.jica.go.jp/domestic/nagoya-hiroba/index.html

JICA関西
TEL:	078-261-0341	（代表）
〒651-0073　兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通1-5-2
https://www.jica.go.jp/domestic/kansai/index.html

JICA中国
TEL:	082-421-6300	（代表）
〒739-0046　広島県東広島市鏡山3-3-1
https://www.jica.go.jp/domestic/chugoku/index.html

JICA四国
TEL:	087-821-8824	（代表）
〒760-0028　香川県高松市鍛冶屋町3番地	香川三友ビル1階
https://www.jica.go.jp/domestic/shikoku/index.html

JICA九州
TEL:	093-671-6311	（代表）
〒805-8505　福岡県北九州市八幡東区平野2-2-1
https://www.jica.go.jp/domestic/kyushu/index.html

JICA沖縄
TEL:	098-876-6000	（代表）
〒901-2552　沖縄県浦添市字前田1143-1
https://www.jica.go.jp/domestic/okinawa/index.html

本部 

国内拠点

本部（麹町）
TEL:	03-5226-6660から6663	（代表）
〒102-8012　東京都千代田区二番町5-25	二番町センタービル
https://www.jica.go.jp/index.html

本部（竹橋）
TEL:	03-5226-6660から6663	（代表）
〒100-0004　東京都千代田区大手町1-4-1	竹橋合同ビル
https://www.jica.go.jp/index.html

組織データ

本部（市ヶ谷／JICA地球ひろば）
TEL:	03-3269-2911	（代表）
〒162-8433　東京都新宿区市谷本村町10-5
https://www.jica.go.jp/index.html
JICA地球ひろば
https://www.jica.go.jp/domestic/hiroba/
index.html
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海外拠点（50音順）

アジア
アフガニスタン事務所
インド事務所
インドネシア事務所
ウズベキスタン事務所
カンボジア事務所
キルギス事務所
ジョージア支所
スリランカ事務所
タイ事務所
タジキスタン事務所
中華人民共和国事務所
ネパール事務所
パキスタン事務所
バングラデシュ事務所
東ティモール事務所
フィリピン事務所
ブータン事務所
ベトナム事務所
マレーシア事務所
ミャンマー事務所
モルディブ支所
モンゴル事務所
ラオス事務所

大洋州
サモア支所
ソロモン支所
トンガ支所
バヌアツ支所
パプアニューギニア事務所
パラオ事務所
フィジー事務所
マーシャル支所
ミクロネシア支所

北米・中南米
アメリカ合衆国事務所
アルゼンチン支所
ウルグアイ支所
エクアドル事務所
エルサルバドル事務所
キューバ事務所
グアテマラ事務所
コスタリカ支所
コロンビア支所
ジャマイカ支所
セントルシア事務所
チリ支所
ドミニカ共和国事務所
ニカラグア事務所
ハイチ支所
パナマ事務所
パラグアイ事務所
ブラジル事務所
ベネズエラ支所
ベリーズ支所
ペルー事務所
ボリビア事務所
ホンジュラス事務所
メキシコ事務所

アフリカ
アンゴラ事務所
ウガンダ事務所
エチオピア事務所
ガーナ事務所
ガボン支所
カメルーン事務所
ケニア事務所
コートジボワール事務所
コンゴ民主共和国事務所

ザンビア事務所
シエラレオネ支所
ジブチ事務所
ジンバブエ支所
スーダン事務所
セネガル事務所
タンザニア事務所
ナイジェリア事務所
ナミビア支所
ニジェール支所
ブルキナファソ事務所
ベナン支所
ボツワナ支所
マダガスカル事務所
マラウイ事務所
南アフリカ共和国事務所
南スーダン事務所
モザンビーク事務所
ルワンダ事務所

中東
イエメン支所
イラク事務所
イラン事務所
エジプト事務所
シリア事務所
チュニジア事務所
パレスチナ事務所
モロッコ事務所
ヨルダン事務所

欧州
トルコ事務所
バルカン事務所
フランス事務所

組織データ

 海外拠点の連絡先  JICAウェブサイト ＞ 海外のJICA拠点
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組織概要

JICAウェブサイト等のご案内

名称	 独立行政法人　国際協力機構　Japan	International	Cooperation	Agency（JICA）

代表者氏名	 理事長　田中明彦

所在地	 本部（麹町）
	 〒102-8012	東京都千代田区二番町5-25	二番町センタービル
	 電話番号:	（03）5226-6660から6663（代表）

	 本部（竹橋）
	 〒100-0004	東京都千代田区大手町1-4-1	竹橋合同ビル
	 電話番号:	（03）5226-6660から6663（代表）

	 本部（市ヶ谷）
	 〒162-8433	東京都新宿区市谷本村町10-5
	 電話番号: （03）3269-2911（代表）

設立年月日	 平成15年10月1日

資本金	 8兆3,661億円（2023年7月現在）

常勤職員の数（定員ベース）	 1,968人（2023年7月現在）

目的	 	独立行政法人国際協力機構法（平成14年法律第136号）に基づき設立された独立行政法人で、開発途上地域等
の経済及び社会の開発若しくは復興又は経済の安定に寄与することを通じて、国際協力の促進並びに我が国
及び国際経済社会の健全な発展に資することを目的とする。

本報告書の計数について
１．この年報は2022年度（会計年度。2022年4月1日から2023年3月31日まで）の国際協力機構の活動をまとめたものです。
２．	収録した事業実績に関する統計などの数値は、国際協力機構に関するものは上記2022年度について、政府開発援助（ODA）に関するものは2022年（2022年1月1日から12月31日まで）
について集計したものです。なお、一部の数値は暫定値を使用しています。また集計の時期や方法などにより、数値が異なる場合があります。

３.　金額の表示単位のドルは、すべて米ドルです。

コーポレートサイト

https://www.jica.go.jp

ODA見える化サイト
https://www.jica.go.jp/oda/index.html

サステナビリティ・レポート2022
https://www.jica.go.jp/Resource/environment/ku57pq00000namb1-att/sustainability_report_2022.pdf

事業評価年次報告書2022
https://www.jica.go.jp/activities/evaluation/general_new/2022/index.html

より詳細な情報はウェブサイトに掲載してい
ます。ODA見える化サイトは、協力プロジェ
クトに関するさまざまな情報を、写真や映像
も含めてわかりやすく紹介するサイトです。
また、気候変動対策に関する情報開示への取
り組みや事業実績などを紹介するサステナビ
リティ・レポート、評価に関する取り組みや
事業の評価結果を公表する事業評価年次報告
書も作成しています。
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